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題 目 中学生の技術評価における意思決定の特徴に即して技術ガバナンス力の育成 

を図る学習指導方法の検討                        

 

本研究の目的は，中学校技術・家庭科技術分野(以下，技術科)における中学生（以下，生徒）

の技術ガバナンス力の育成に向けて，技術評価課題に対する意思決定の特徴を明らかにし，それ

に基づく授業モデルの提案を行うことである。 

本論文は，緒論と結論を含め全 10章で構成されている。第 1章では，現代社会における技術

の果たす役割と影響，技術ガバナンスの概念や背景に関する先行研究を整理し，技術教育におけ

る技術ガバナンス力育成に向けた研究課題を導出した。具体的には，(1)技術ガバナンスに対す

る生徒の意識と技術科の授業目標との関連を発達的な特徴から把握すること(以下，研究課題 1)，

(2)生活や社会を支える技術に対する生徒の技術評価の実態を把握すること（以下，研究課題 2），

(3)技術評価を中心とした技術ガバナンス力育成に向けた授業モデルを構築すること(以下，研究

課題 3)，の 3 点を研究課題として設定した。これらの研究課題に対し，本研究では，第 2 章か

ら第 9章において以下のように対応した。 

まず，研究課題 1 に対しては第 2 章において，中学 1～3 年生(有効回答 1898 名)を対象とし

た質問紙調査を行い，技術ガバナンス意識の実態及びその形成要因を把握した。その結果，技術

科の授業目標に対する習得感が技術ガバナンス意識の形成に広範な影響力を示すことが示され

た。特に，技術を「評価」，「選択・活用」する力の習得感は全ての学年において広範な影響力を

示した。しかし，例えば 3 年生では「工夫・創造」の習得感の影響力が強くなるなど，学年間

で習得感の及ぼす影響力に差異のあることが示唆された。このことから，技術ガバナンス意識の

向上には，学年による形成要因の違いを考慮した題材設定を行う必要のあることが示唆された。 

第 3章では，研究課題 2に対応するために，技術科 4内容(A-D)に即した技術評価課題に対す

る生徒の反応を把握した。上野ら(2015)の先行研究を参考に，社会で賛否の分かれている技術を

テーマとし，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」，

「原子力発電の今後の在り方」，「SNS の今後の在り方」の 4 課題を設定した。中学 1 年生～3

年生(有効回答計 1730 名)を対象とした調査の結果，肯定的意思決定を下す生徒は「技術目的」

や「技術の将来展望」などの技術評価観点に着目しやすく，否定的意思決定を下す生徒は「代替

技術」，「資源・材料」，「環境問題との関わり」などの技術評価観点に着目しやすい傾向が示され

た。これに対して，意思決定時に葛藤した生徒は肯定・否定的意思決定を下す生徒に比べて技術 



評価観点に対する着目度が低いことが把握された。このことから，技術評価で葛藤する生徒は，

他者からの意見や情報などのバイアスを受けやすい傾向のあることが示唆された。しかし，評価

対象技術間及び学年間において意思決定（肯定・否定・葛藤）の割合には差異が認められた。そ

こで第 4章から第 7章では，各課題に対する技術評価の反応をより詳細に分析することにした。 

第 4章では，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」課題に対する意思決定に影響する技

術評価観点について判別分析を用いて検討した。その結果，肯定的意思決定に対しては「技術史

的な背景や経過」などの歴史的・文化的な視点への着目が，否定的意思決定に対しては「環境問

題との関わり」などの現実的課題憂慮の視点への着目がそれぞれ影響し，これらが意思決定時の

判断軸となっていることが示唆された。同様にして，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」課

題では，「生産システムへの影響」などの生産・経済活動の視点及び「消費生活への影響」など

の消費・社会的影響の視点(第 5章)，「原子力発電の今後の在り方」課題では「技術の将来展望」

などのリスク管理・技術発展の視点及び「事故の危険性と事例」などのリスク回避・現状維持の

視点(第 6 章)，「SNS の今後の在り方」課題では，「人間による制御可能性」などの個人・ユー

ザの視点及び「流通システムへの影響」などの社会・ノンユーザの視点(第 7章)がそれぞれ肯定，

否定的意思決定に重要な役割を果たしていることが示唆された。 

第 8 章では，研究課題 3 に対応するために，第 2 章から第 7 章で得られた知見を基にしてカ

リキュラムデザイン及び授業モデルの提案を行った。カリキュラムデザインでは，第 3 章から

第 8章の知見を 2017年公示学習指導要領の枠組みに当てはめ，中学校 3年間における 4内容の

配列案を提示した。授業モデルでは，第 2 章の知見に基づく「技術ガバナンス意識を高める段

階」(フェーズ 1)，第 3 章から第 7 章の知見に基づく「技術評価力を高める段階」(フェーズ 2)

の 2 段階構成を提案した。提案した授業モデルに基づき第 9 章では，中学 3 年生を対象に，内

容「B.生物育成の技術」における「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げた試行的実

践を行った。具体的には，フェーズ 1として工夫・創造の余地を取り入れた題材「比較栽培」，

フェーズ 2 として生産・経済活動の視点及び消費・社会的影響の視点に着目させる「バイオテ

クノロジーに関する学習」を行った。実践の結果，生徒の技術ガバナンス意識において「技術の

両面性認識」及び「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」に有意な向上が認められた。

また，生産・経済活動の視点及び消費・社会的影響の視点として取り入れた「生産システムへの

影響」，「世論」，「ニーズ」，「環境問題との関わり」をはじめ，広範な技術評価観点への着目度が

高まった。このことから本実践には，生徒の技術ガバナンス意識の向上と技術評価力の形成に一

定の効果のあることが示唆された。 

以上の各章で得られた知見に基づき第 10章では，教育実践への示唆として，①学年の違いに

よる技術ガバナンス意識の形成要因を踏まえたカリキュラムデザイン，②評価対象技術による技

術評価観点の違いを踏まえた指導の力点，③技術の進展に応じた多様な技術評価課題の教材化の

必要性について考察し，今後の技術ガバナンス力育成に向けた学習指導方法の在り方を展望し

た。 
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第 1章 緒論 

 

1. 研究の目的 

本研究の目的は，中学校技術・家庭科技術分野(以下，技術科)における中学生(以下，生徒)の

技術ガバナンス力の育成に向けて，技術評価課題に対する意思決定の特徴(何に着目してどのよ

うな判断を下すか)を明らかにし，それに基づく授業モデルの提案を行うことである。 

 

2. 研究の背景 

2.1 技術革新に伴う科学技術の光と影の多様化 

科学技術の著しい進歩が我々の生活に恩恵を施している一方で，近年では，科学技術に関す

る諸問題がクローズアップされている。原子力発電がこれまで電力需要を大幅に支えた一方で，

福島第一原子力発電所事故によって多大な被害をもたらしたことはその顕著な例である。また，

無人航空機(ドローン)はその機能性から消防・防災分野での需要の増大が見込まれている一方

で，落下事件がメディアで多く報道されており，価格低下や品質向上による急激な普及に対し

て法的規制が追い付いていないことが指摘されている 1)。上記以外にもエネルギー問題，環境

破壊問題，情報モラル問題のように，現代の社会には容易には解決できない様々な問題が生じ

ており 2)，3)，科学技術の進歩によって，技術のメリット(光の面)が広まる一方で，デメリット

(影の面)の多様化が進んでいる。言うまでもなく，科学技術は日進月歩で発展しており，持続可

能な社会を構築するための重要な役割を果たすものである。同時に，科学技術の社会や人々に

対する影響も多様化している中で，研究開発の早い段階から科学技術の影の面について議論す

るようなアップストリーム・エンゲージメント 4)等が提案されているものの，科学技術に起因

する諸問題は起こり続けている。 

Weinberg は，科学や技術と社会の相互作用の過程で発生する有害な副作用や社会問題につ

いて，科学的に考えることは可能だが科学のみでは答えを出すことができない領域としてトラ

ンス・サイエンス(Trance・science)の考え方を提起し，一専門家だけでは多様化する科学技術

の問題の対処が困難であることを示している 5)。また，トランス・サイエンスの領域に関わる

問題について小林は，問題の解決には各種の専門家だけではなく，多様な市民に発言資格を求

めることの重要性を指摘している 6)。このように，科学技術の光と影が多様化する中で，科学

者や技術開発者といった個々の専門家だけでは，科学技術が社会に対してどのような光と影を

もたらすのかを網羅的に予測したり，全貌を把握して解決したりすることが困難な状況にある。
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そのような中，市民が身の回りの科学技術に対して十分な理解をした上で，技術革新に主体的

に参画することの重要性が高まっている。 

 

2.2 技術革新における市民参画の必要性 

技術革新に伴う科学技術の光と影の多様化に対して，専門家と市民の双方が科学技術の在り

方や光と影を適切に見極めるために，テクノロジーアセスメント(以下，TA)が重要視されてい

る。TAという用語は，1966年に米国議会，下院科学宇宙委員会の科学研究開発小委員会の報

告書において初めて公式に使われたとされている 7)。我が国においても 1970 年代より導入が

試みられ，科学技術白書(1974)において TA は「技術の持っている直接効果のみならず，副次

的な影響や潜在的な可能性までも含めて技術を総合的に点検、評価し、技術を社会全体にとっ

て望ましい方向に制御しようとするもの」8)と定義されている。TAの手法やプロセスについて

は様々なものが提案されているが，TA 推進の初期に示された①事実認識，②評価，③コント

ロールの 3つのステップによるプロセスは多くの同意を得ており TAの基本プロセスとされて

いる 9)。このプロセスを援用して森谷は，技術の未来予測のアセスメントを「技術進展のアセ

スメント」と呼び，そのプロセスを表Ⅰ-1のように提唱している。各ステップは TAの基本プ

ロセスと同様であるが，TAを技術に関わる負の影響を中心としたアセスメントではなく，個々

の技術を包含した技術進展の全体としてのアセスメントとして捉えている点に特徴がある。 

前述した技術の光と影の多様性を背景に，森谷の示す「技術進展のアセスメント」の他にも

TA のプロセスについては様々な検討が行われているが，日本では広く定着することがなかっ

た。これに関して吉澤は，我が国における TAを隣接的概念及び方法論や政治的背景と絡めて

その歴史を整理している 10)。その結果，1970年代より TAは散発的に試みられているものの，

TA の概念が産業界・科学技術庁・通商産業省・国会議員などのアクターによって多様な文脈

で利用され，政策決定者のニーズや社会からの信頼に十分に応えられていなかったことを指摘

している。 

表Ⅰ-1 「技術進展のアセスメント」 

 
出典：文献 9)の「技術進展のアセスメント」に関する記載に基づき筆者が作成 

各ステップ 内容

①事実認識（Perception）
過去の技術予測の結果に基づいて，技術の予想された可能性と，生じた現実とのくい違いに
ついて詳細に把握し，なぜ，どのようにくい違いが生じたかを深く広く認識する

②評価（Evaluation）
‘事実確認’の結果に基づいて，可能性あるいは期待と現実とのくい違いが，その時点での社
会および人間に対してどのように良いことであったか，悪かったのかを基準に，‘評価’を行う

③コントロール（Control）
‘評価’の結果に基づいて，技術進展のなかで好ましくなかった部分を，将来はよい方向にむ
けるべく，‘コントロール’する方策を考える
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一方で，1990年代後半以降から，個々の専門家だけではなく市民を交えた参加型 TAの場が

多く催されている。具体的には，原子力発電や遺伝子組み換え技術といった世論において賛否

の分かれている技術をテーマとして，コンセンサス会議やサイエンスカフェが開催されている

11)，12)。このような参加型TAは専門家と市民が交流を深め，市民の科学技術に対する理解を図

るだけではなく，時に市民側からの提言によって専門家が意識していなかった視点に気付くこ

とができる機会になったことが報告されている 13)。 

上記の活動のように，科学技術の進展について専門家と市民が協働する関係性は 1996 年の

イギリスにおけるBSE危機から急速に注目がされている。BSE危機とは 1980年代にBSEが

発見された後にイギリス政府が人間に感染する可能性を極めて小さいとしていたが，1996 年

に発言を撤回したことで，政府や科学に対する市民の不信感が高まった出来事である。BSE危

機による市民の不信感の対象は政府や科学的知見であり科学技術そのものではないが，同年代

に供給が開始された遺伝子組み換え作物に対する不信感にもその影響が派生したとされてい

る 14)。このような時代背景によって政府や科学的知見，科学技術をトップダウンで受け入れる

ことに対する市民の危機感が上記の TAにおける関係性を促進したと考えられる。ただし，参

加型 TAのような協働的な関係というよりは，むしろ市民側から監視する意味合いが強かった

ことが推察される。我が国においても BSE 危機と同様のケースが福島第一原子力発電所事故

の前後で起きている。具体的には，東日本大震災の翌年に刊行された科学技術白書(2012)にお

いて，福島第一原子力発電所事故後，科学者や技術者に対する市民の信頼感が前年度比較で約

半数に低下したことが「科学技術と社会に関する世論調査」の結果を基に報告されている 15)。

このような科学技術に関する大々的な問題が世論で取り沙汰される中で人文・社会系の学問か

ら，理学・工学・医学などの自然系の諸科学にまたがる幅広い専門領域を含む STS(Science 

Technology Society:科学技術社会論)の研究領域において科学技術の在り方に対する様々なア

プローチが活発的に検討された。その動向は世界各国に影響を与え，我が国においては 2001

年に科学技術社会論学会が設立されている。なお，その趣意書には，「21世紀を迎え，自然環

境に拮抗する人工物環境の拡大によって深刻化する地球環境問題，情報技術や生命技術の発展

に伴う伝統的生活スタイルや価値観との相克など，社会的存在としての科学技術によって生じ

ているさまざまな問題が，社会システムや思想上の課題として顕在化してきている。今や，わ

れわれは，過去の経験に学びつつ，科学技術と人間・社会の間に新たな関係を構築することが

求められている」16)と示されており，科学技術の進展に対してどのように社会が対応していく

べきか警鐘を鳴らしている。また，内閣府より策定された第２期科学技術基本計画では，「人
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文・社会科学の専門家は，科学技術に関心をもち，科学技術と社会の関係について研究を行い

発言するとともに，社会の側にある意見や要望を科学技術の側に的確に伝えるという双方向の

コミュニケーションにおいて重要な役割を担わねばならない。我が国の人文・社会科学は，こ

れまで科学技術と社会の関係の課題に取り組む点で十分とはいえなかった。今後は，「社会の

ための科学技術，社会の中の科学技術」という観点に立った人文・社会科学的研究を推進し，

その成果を踏まえた媒介的活動が活発に行われるべきである。」17)と示されており，人文・社

会学の専門家の役割についても言及している。 

 

2.3 科学技術に関わるガバナンスの概念と必要性 

前節で述べたように，科学技術の進歩による光と影の多様化が進む中で，市民が主体的に技

術革新の舵取りに参画することの重要性が高まっており，様々な研究者が今後の科学技術の在

り方に対して問題提起や研究推進を行っている。我が国の動向としては，科学技術白書(2004)

において「これからの科学技術と社会」というテーマが取り上げられ，科学技術と社会の最適

な関係は，政府だけではなく，科学者コミュニティ，産業界，国民が積極的な協力をすること

で実現できるということが示された上で，“科学技術ガバナンス”を確立することの重要性が

掲げられた 18)。同書では科学技術ガバナンスについて明確な定義付けはされていないが，科学

技術と社会との調和に向けて，政府，科学者コミュニティ，企業，地域社会，国民等のそれぞ

れの主体間の対話と意思疎通を前提に，各主体から能動的に発せられる意思が政策形成等の議

論の中に受け入れられることを示している。 

そもそも“ガバナンス”という語句は，コーポレートガバナンスや ITガバナンス，グローバ

ルガバナンスのように多くの分野で多様な解釈，定義のもと使用されているが，広辞苑には「統

治・統制すること。また，その能力。」と示されており 19)，英語語源辞典には「govern」の派

生語とされている 20)。なお，「govern」について，英語語義イメージ辞典では原義及びイメー

ジを“舵を取る”とされている 21)。似たニュアンスとして広く知られているのが，同じく「govern」

の派生語である“ガバメント”である 21)。基本的に “ガバナンス”と“ガバメント”は双方と

もに統治に関わる意味を持つが，その組織形態に違いがあるとされている。城山は“ガバメン

ト”が政府内の上下間のヒエラルキーを基礎とする組織形態であるのに対して“ガバナンス”

は専門家や市民による様々な社会の団体・企業等との水平的関係，政府相互間の水平的関係を

含む組織形態を指すことを示している 22)。また，平川はあえて「統治」ではなく「ガバナンス」

という言葉が使い分けされていることについて，「統治」と「ガバナンス」の違いを分けてい
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るポイントを誰が舵を取るのかとしており，「統治」の舵取りの主体が政府であり，「ガバナ

ンス」は水平的，分散的，協働的な舵取りの仕方を表し，舵取りの主体として，民間企業やNPO，

ボランティア個人があると示している 23)。 

このことを踏まえると，上述したコーポレートガバナンスは「企業等の公正かつ効率的な運

営のために法律制度や社会慣習などに基づき，企業等の経営に規律づけを与える仕組みの総称」

24)とされているが，その様相は企業の在り方を会社役員だけで決定するのではなく，株主や従

業員，顧客，地域社会等が共に舵取りをすることがイメージされる。 

社会における科学技術の観点からガバナンスを捉えた際，城山は「社会と科学技術との境界

に様々な問題や考慮事項が存在する中で，様々な分野の専門家や政府，団体や市民といったア

クターが連携・分担，時に対立しつつ，科学技術と社会の境界に存在する諸問題をマネジメン

ト，社会的判断をするための仕組みや具体的制度設計」であることを示している 25)。また，平

川は前述したようにガバナンスにおける舵取りの主体として，民間企業や個人を挙げた上で

「科学技術のガバナンス」について「研究や開発の目的を達成し，その成果を社会に普及させ

るために，さまざまな障害を克服し，科学技術の発展を導くこと」としている 26)。他にも，立

川らはナノテクノロジーを応用した食品関連製品を具体例に，ガバナンスを「研究開発および

その商品化，発売における審査・格付け・表示など，研究開発から製品の製造・流通発売・消

費に至る全過程に対して，どのような情報提供，品質・安全管理，統制等を行うかに関するメ

カニズム」としている 27)。以上に示すように科学技術ガバナンスの概念については，様々な定

義が挙げられているが，いずれからも科学者，技術者，企業，政府等といった技術を提供する

側と私たち市民といった技術を提供される側が水平的な関係を持ち科学技術の行く末を協働

して舵取りする様相が共通してイメージされる。なお，熊野は国家レベルのガバナンスの中に

科学技術ガバナンスは内含され，ガバナンスという言葉を「統治」や「共治」，「協治」等の

日本語でまとめることは困難であると述べており，より熟成した民主国家を目指すという観点

において，国家を構成している一人一人の国民が主体的に国づくりに参画できる状況を生み出

すためのシステムを考える方向に重きが置かれることを指摘している 28)。 

上記のように科学技術ガバナンスの確立を目指し，市民参画の重要性が高まっている中で，

前述した STS の研究分野を中心に多くの研究者が科学技術と社会への影響を真摯に捉えた多

様なアプローチを試みている。例えば，科学技術に対する不安が市民の専門的知識の欠如によ

って生じることを前提に，一方向的に市民に知識を伝達し欠如を埋める「欠如(啓蒙)モデル」に

ついては，現代では多くの研究者がその脱却を指摘している 29)。藤垣は専門家が予測のつかな
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い問題を公共的に解決しなければならない場合には，科学的合理性ではなく社会的合理性を公

共の合意として構築することを指摘し，公共空間の重要性を述べている 30)。そのような具体と

して，専門家や市民など多くの観点で成り立つ公共空間として前述したコンセンサス会議やサ

イエンスカフェが活発的に催されている。このように市民が科学技術に関わることのできる方

法が先導的に試みられているが，その進捗は必ずしも芳しくない。2017年の内閣府による「科

学技術と社会に関する世論調査」では科学技術政策の検討に一般の国民の関わりが必要である

と回答した割合が前調査(2010 年)に比べて増加傾向であったことが報告されている 31)。また，

科学技術に関する関心についてはほぼ変わらず統計的有意性は認められていないことや，科学

者や技術者の話に対する関心が下がっていることが報告されており，自ら科学技術について積

極的に知ろうとする意識より，科学技術からの恩恵に関する意識が高いことが示唆されている

32)。さらに，科学技術・学術政策研究所の早川は国民の科学技術に対する関心と科学技術に関

する意識との関連について調査を行っており，①科学技術に対する関心が低い層は，科学技術

の持つリスクや不確実性に否定的である，②科学技術に対する関心が低い層は，科学技術への

参画意識が低い，③科学技術に対する関心が低い層は，様々な課題の達成に向けた科学技術へ

の期待が低い，④科学技術に対する関心が高い層と比べ低い層は，新聞や本を読まない，⑤小・

中学生の頃の理科に関連する経験は，将来の科学技術に対する関心の程度に影響を及ぼすこと

を報告している 33)。 

このように，科学技術に対する国民の意識を探索的に把握している研究によると，科学技術

に対する国民の意識は決して十分なものではなく，科学技術ガバナンスに参画するための市民

としての資質・能力において課題があることが分かる。 

以上のことから，社会における科学技術の在り方については世界規模で議論が重ねられ，科

学技術ガバナンスの確立が指摘されており，広く市民が科学技術ガバナンスに対して意識を向

けて，その必要性や重要性を理解する必要がある。そして，市民が科学技術に対して正しい理

解をした上で，主体的に技術革新に参画するためにも，「読み書きそろばん」と表されるリテ

ラシーとして科学技術ガバナンス関わる資質・能力を持つ必要性が高まるが，一方でその資質・

能力は十分ではなく，課題がみられる。そのような中，STSのような広いテーマの諸側面を組

織的に教授することとして，STS教育の重要性が問われる等 34)，普通教育における科学技術ガ

バナンスの取り扱いが見直されてきた。次章では，普通教育における科学技術ガバナンスの位

置づけについて，主として技術教育の視点から海外及び日本の事例を参考に先行研究を整理す

る。 
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3. 普通教育における技術ガバナンスの位置づけ 

3.1 海外の動向 

管見の限り，海外では普通教育において科学技術ガバナンスに直訳される術語は取り扱われ

ていなかったが，米国の科学教育改革の内容に科学技術ガバナンスの概念が包含されているこ

とが報告されている。米国の STEM(Science，Technology，Engineering and Mathematics)教

育について現地調査や文献調査を行っている熊野によると，1996 年に科学教育のスタンダー

ドとして National Research Council(全米研究評議会)より刊行された National Science 

Education Standard (以下，NSES)において，「科学と技術」，「個人的・社会的観点から見

た科学」，「科学の歴史と本質」の内容が科学技術ガバナンスに関連していることを指摘して

いる 35)。また，NSES を受けた全米科学教師連合学会(NSTA)と科学技術論や科学技術社会論

といった他領域の専門家によって議論が繰り返され，「科学の本質」に関する声明文や「社会

や個人的イシューズという文脈で科学技術を教えることに関するNSTAの声明文」の発表を通

して，科学技術ガバナンスのための科学教育のあるべき授業の観点がより明確化されたことを

指摘している。具体的には，2013年に刊行されたNGSS(Next Generation Science Standards)

の学習内容(中等レベル)において「技術」や「工学」に関する内容が従来に比べ明確に組み込ま

れことを指摘している。言うまでもなく「技術」や「工学」は技術教育に深く関連する領域で

ある。科学教育中心の内容に技術教育に関する領域が明確に位置づけられたことは大変意義深

い。そこで，次節では，技術教育における科学技術ガバナンスの位置づけを本節と同様に米国

における技術教育のスタンダードと合わせて整理する。 

 

3.2 技術教育における技術ガバナンスの位置づけ 

科学技術ガバナンスに関する学習内容として技術教育では，社会や生活を支えている科学技

術に関する仕組みや背景などが広く取り扱われている。そのため科学技術に対する生徒の意識

に着目した研究が行われている。代表的な例としては 1985年からRaatとDe Vriesによって

遂行された国際的な研究プロジェクトである PATT(Pupils Attitude Towards Technology)が

挙げられる 36)。RaatとDe Vriesは 10-18歳の生徒の技術に対する態度を測るためのアンケー

ト調査を開発した。開発には生徒の科学技術に対する意識をインタビューや公開アンケートに

よって収集しながら 78項目の予備調査を作成し，オランダ，オーストラリア，ベルギー，カナ

ダ，ハンガリー，ケニア，ナイジェリア，ポーランド，スウェーデン，英国，米国(ジョージア

州)等の多くの国々でその妥当性を図っており多くの研究者や調査対象者を巻き込む大々的な
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ものであった。科学技術に対する生徒の意識は国によって様々な結果が報告されているが，生

徒の意識を技術科のカリキュラムに活かしていくことや PATT を継続して取り組む必要性が

説かれている。その後も，Hong Kong Pupils’ Attitudes Toward Technology: The Impact 

of Design and Technology Programsと題してKen Volkらが香港における生徒の科学技術に

対する意識を調査・報告する等 PATTに関連する研究は継続して行われている 37)。近年では，

PATT に関連する情報交換の場が技術教育における世界最大規模の学術組織である ITEEA

（International Technology and Engineering Educators Association)の国際会議と併せて催

されている 38)。 

このように技術教育では，生徒の科学技術に対する意識に着目した研究が進められながら，

科学技術と生徒の意識をどのように関連付けて技術教育で取り扱うべきか模索されていた。そ

して，現在の技術教育では科学技術ガバナンスに関連する内容がより強固に位置づけられてい

る。この底流には 2000年以降の技術教育の世界的な潮流である技術リテラシー(Technological 

Literacy)の考え方がある。技術リテラシーとは「社会を支える技術を理解し，活用し，管理・

運用する能力」と定義されており，1994年に技術教育スタンダードの開発を目的として設立さ

れた TfAAP(Technology for All Americans)において全てのアメリカ国民が持つべき素養とし

て掲げられた 39)。その後，ITEEA の前身である ITEA(International Technology Education 

Association)が 2000年に刊行した Standards for Technological Literacy(以下，STL)において

民主主義国家を支える市民が必要なリテラシーとして技術リテラシーを定め，その充実を技術

教育の目標として掲げている 40)，41)。STLには技術内容スタンダードとして「技術の本質」，

「技術と社会」，「デザイン(設計)」，「技術社会で必要な力」，「デザインされた世界」の計

5 つの主なカテゴリが挙げられているが，各カテゴリの中で示されている内容に科学技術ガバ

ナンスの考え方が随所に確認できる。具体的には，「技術と社会」において，技術の利用が社

会と環境に与える影響について取り上げることや，「技術社会で必要な力」では，製品やシス

テムを評価することについて取り上げることが示されている 40)，41)。STLの刊行後，科学技術

ガバナンスに関する研究や実践報告が多数行われており，例えば Council on Technology 

Teacher Education の刊行する年報では 2001 年のテーマが「Apprpppriate Technology for 

Sustainable Living」(50th Yearbook)，2004 年のテーマが「Ethics for Citizenship in a 

Technological World」(53rd Yearbook)とされている 42，43)。また掲載記事についても，「Future 

Directions for Appropriate Technology in the Technology Education Curriculum」44)や

「Ethics and the Assessment of Technological Impacts on Society」45)といった題目からも分
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かるように未来に向けた適切な技術の方向性，技術的影響の評価といった科学技術ガバナンス

に関連する内容を中心に取り上げられている。 

科学技術ガバナンスの概念を含む技術リテラシーの考え方は世界各国の技術教育に影響を

与えている。我が国の技術教育も例外ではなく技術リテラシーの影響を受け，科学技術ガバナ

ンスの考え方が学習内容に盛り込まれるようになっている。 

 

3.3 我が国の普通教育における技術ガバナンスの位置づけ 

我が国の普通教育に科学技術ガバナンスの考え方の重要性を指摘したきっかけとして科学

技術の智プロジェクトが挙げられる。このプロジェクトは，「持続可能な民主的社会」を構築

するために万人が共有してほしい科学技術の智(以下，科学技術リテラシー)を検討し数理科学，

生命科学，物質科学，情報学，宇宙・地球・環境科学，人間科学・社会科学，技術の７つの専

門領域を入口として成文化することを目的に遂行された。その結果 2008 年に総合報告書が刊

行されている。報告書の中では，科学技術ガバナンスという術語は扱われていないものの，科

学技術リテラシーを広く国民が持つことで，エネルギー問題等の地球規模で直面する緊急の問

題に応用することが有効である 46)ことが示されており，科学技術ガバナンスに関わる内容も包

含されていることが推察できる。そして，科学技術の智プロジェクトの報告後，科学技術ガバ

ナンスに関する試行的な実践が様々な校種や教科で行われている。特に前述した７つの専門領

域に関わる技術や社会，理科といった教科において実践研究が行われている。例えば，遺伝子

組換え食品に関する意思決定と合意形成を取り入れた中学校理科教材の開発や 47)，小学校の社

会科では，トランス・サイエンス的な問題を取り上げ，防災単元を取り扱った実践が報告され

ている 48)。さらに，前述した熊野は STEM (Science，Technology，Engineering and 

Mathematics) 教育の観点から科学技術ガバナンスの形成に向けた基礎的研究を行っており，

一教科に留まらない教科横断的な内容を含む研究を行っている 28)。このように我が国において

は，科学技術リテラシー育成の観点から科学技術ガバナンスに関わる実践研究が，様々な校種

や教科で行われていたことが分かる。一方で，教科内容の範疇を超えていることや，指導でき

る教員の不足等の問題が指摘されており 49)，各教科で科学技術ガバナンスを取り扱うことが根

付いたとは言い難い。 

 

3.4 我が国の普通教育としての技術教育における科学技術ガバナンスの位置づけ 

ITEA が技術リテラシーの充実を掲げた後に，我が国では，日本工学アカデミーの刊行した
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「技術リテラシーと市民教育―学校では技術について何が教えられるべきか―」や日本産業技

術教育学会の刊行した「21世紀の技術教育(改訂)」に技術リテラシーの必要性が述べられてい

る。2005年に刊行された「技術リテラシーと市民教育―学校では技術について何が教えられる

べきか―」では，当時の日本の教育課程に STLの内容がほとんど含まれていないことを危惧し

ている。その上で，主権者たる国民が正しく科学を認識し，技術を正当に評価することなくし

て高度技術社会において健全な民主主義国家の発展を図ることが困難であることを指摘して

いる。そして，STL と日本の技術教育の課程を比較検討し，我が国の初等・中等教育において，

総合的な学習の時間を上手く使うことや教材・題材の開発の必要性といった改善案を提案して

いる。また，今後の展望としてより詳細なアプローチの検討について技術教育を専門としてい

る教育関係者や学会が適任であることを示唆している 50)。「21 世紀の技術教育(改訂)」では，

技術リテラシーを技術的素養と表現し，技術教育固有の対象と内容構成(内容知)として，社会

安全性と技術ガバナンスを技術科各 4内容(A-D)共通して取り扱うことを示した(表Ⅰ-2) 51)。な

お，同学会が 2013 年に刊行した「新たな価値と未来を創造する技術教育の理解と推進リーフ

レット」ではガバナンスを「立場の違いや利害関係を有する人たちがお互いに協働し，問題解

決のための討議に主体的に参画し，意思決定に関与するシステム」と用語解説しており 52)，前

述した城山や平川らによるガバナンスの概念と大部分が一致している。また，同リーフレット

では，技術リテラシーの醸成からガバナンスへ派生するように矢印が示された図が用いられて

おり，技術教育において，技術リテラシーの育成を通して将来直面する技術的課題を，望まし

さや他への影響を比較・判断し，最適に解決する能力を高め，技術を民主的に管理する力の基

表Ⅰ-2 技術教育固有の対象と内容構成(内容知) 

 
出典：日本産業技術教育学会：21世紀の技術教育(改訂) (2012) 51) 

対象

材料と加工
技術

エネルギー
変換技術

情報・システ
ム・制御技術

生物育成技術

材料の種類・用途，加工の方法と手段，設計・製図，機能と構
造，生産技術と環境保全

変換方法，変換効率，変換機器，伝達機構，利用方法，エネ
ルギー変換技術と環境保全

計測・制御，ハードウェア，ソフトウェア，情報通信ネットワー
ク，マルチメディア，技術的・社会的・環境的意義，情報倫理

栽培・飼育，バイオテクノロジー，生命倫理，生物育成技術と
環境保全

内容構成

発明・知
的財産と
イノベー
ション

社会安全
と技術ガ
バナンス
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礎を培うことが示されている。上記のように技術科においては，前述してきた科学技術ガバナ

ンスではなく技術ガバナンスという語句を明確に打ち出していることに特徴が見られる。技術

ガバナンスについて，森山らは前述した日本産業技術教育学会のガバナンスの定義を踏まえ，

「立場の違いや利害関係を有する人たちがお互いに協働し，技術(テクノロジー)に関わる問題

解決のための討議に主体的に参画し，意思決定に関与するシステム」と定義している 53)。管見

する限り科学技術ガバナンスではなく技術ガバナンスをあえて使用することについての知見

は見当たらなかったが，技術教育においては科学の応用に基づく技術のみならず，匠の技や時

には問題解決におけるプロセスを技術と指す場合もあり，より広い範疇で技術という言葉を捉

える必要性があるために技術ガバナンスと表現しているのではないかと考えられる。そのため

本稿では技術ガバナンスの定義を森山らの定義に倣うこととし，その上で，技術科における科

学技術ガバナンスの概念は技術ガバナンスと表現され，その概念に包含されていることと解釈

することとした。 

ITEA によって技術教育で技術リテラシーの充実をすることの重要性が掲げられた後に，初

めての告示となった 2008 年告示の学習指導要領(以下，現行学習指導要領)では技術科の目標

は「ものづくりなどの実践的・体験的な学習活動を通して，材料と加工，エネルギー変換，生

物育成及び情報に関する基礎的・基本的な知識及び技術を習得するとともに，技術と社会や環

境とのかかわりについて理解を深め，技術を適切に評価し活用する能力と態度を育てる」54)と

され，「技術を適切に評価し活用する能力と態度」という文言が新たに示された。この現行学

習指導要領には技術ガバナンスという直接的な術語は使用されていないものの，森山らは，技

術分野の内容構成及び学習活動の特徴から学習指導要領の定める教育課程が「21世紀の技術教

育」の影響を強く受けていること，「技術を適切に評価し活用する能力と態度」との文言に明

らかに技術ガバナンスに関わる資質・能力の概念が含まれていることを指摘している 55)。また，

この改訂の背景には，平成 18年に改正された教育基本法の第 2条第 3項に新たに示された「主

体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養う」という視点から，技術分野とし

てはぐくむべき「国家・社会の形成者として必要な資質」についての検討が行われている。具

体的には，専門部会等(中央審議会 2005-2007)で，「生活者としての技術を教えることはあっ

ても，科学技術のガバナンスを教えることはなされていないなど，主権者としての国民を育て

るという観点の教育がなされていない」といった批判や，「科学が発達し様々な技術が活用さ

れる社会において，科学技術と社会とのかかわりについて，安全，リスク等の問題も含めて理

解させること，ものづくりなどを通して技術を適切に評価し，管理できる力を育てることが重
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要である」との指摘が報告されている 56)。その後，2017年には新たな学習指導要領(以下，新

学習指導要領)が公示された。技術科の学習内容は継続して「A.材料と加工の技術」，「B.生物

育成の技術」，「C.エネルギー変換の技術」，「D.情報の技術」で整理された一方で，各内容

(A-D)の(3)イ(情報は(4)イ)において「技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方や，新た

な発想に基づく改良と応用について考えること」が新たに示され 57)，表Ⅰ-2に示した内容構成

と同様に A-D の内容において技術ガバナンスの概念が共通事項として示されたと推察できる。

また，学習過程を 3 つの要素で構成することが新たに示された 58)。具体的には，「生活や社

会を支える技術」では，知識及び技能の習得を通して技術の見方・考え方に気付くこと，「技

術による問題の解決」では，気付いた技術の見方・考え方を働かせて技術による問題の解決を

行うこと，そして「社会の発展と技術」では，上記 2要素の学習を踏まえてよりよい生活や持

続可能な社会の構築に向けて，技術を評価し，適切に選択，管理・運用したり，新たな発想に

基づいて改良，応用したりする力と，社会の発展に向けて技術を工夫し創造しようとする態度

を育成することが示されている。この学習過程の整理における「社会の発展と技術」の要素で

はまさしく技術ガバナンスに関わる資質・能力が示されたであろうことは容易に想像できる。 

以上のことから，我が国の技術教育における科学技術ガバナンスの位置づけは，技術ガバナ

ンスと表現され，ITEA の掲げた技術リテラシーの考え方から派生しており，現行学習指導要

領で初めて示され，新学習指導要領ではより精緻化されて示されていることが示唆された。 

新学習指導要領の改訂には，現行学習指導要領下における中学生の実態調査等を含めた様々

な研究者によって明らかにされた成果や課題が礎の一部となっている。次章からは，技術ガバ

ナンスに関する先行研究を整理しこれまでの研究成果及び問題の所在を明らかにする。 

 

4. 生徒の技術ガバナンス力に関する実態調査 

国立教育政策研究所の上野を研究代表とした「中学生の技術に関わるガバナンス能力の調査

とそれに基づいたカリキュラムの開発・検証」(課題番号：23300294)は，技術教育に関わる多

くの研究者や技術科担当教員が共同研究をしており，我が国において生徒の技術ガバナンス力

の実態を体系的に捉えた初めての調査という意味で意義深いものである。そのため，技術ガバ

ナンスに関わる研究が推進されていく上での羅針盤的な役割を果たしている。上野らは技術に

関わるガバナンス能力(本稿では技術ガバナンス力とする)と称しその能力育成の在り方につい

て 2011 年から～2014 年にかけて様々な調査や研究を行いその報告書を 2015 年に刊行した

59)。同報告書では，技術ガバナンス力を「科学技術革新の成果が広く深く社会と生活に浸透し
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た 21世紀において，国民が自ら技術の光と影に対して理解し，判断・発言・行動できる能力」

と定義し，その構成要素を定めている 60)。以下に各要素の詳細を示す。 

 

1) 【選択】：生み出された技術に対して，その技術を利用することが考えられる場面にお

いて，目的と条件を踏まえ，技術を適切に導入できる能力 

2) 【管理・運用】：技術が生み出された後，その技術を利用する上で，効果とリスクを踏

まえ，技術を適切に管理・運用できる能力 

3) 【評価】：新しい技術を生み出す場面において，既存のシステムや環境に対して，技術

の効果やリスクを判断できる能力 

4) 【設計】：ある「条件」下で「目的」を達成するための設計(計画)が行われ，その状況の

中で「目的」や「条件」が大きく変化した場合，目的と条件を踏まえて，新たな技術を

生み出せる(設計できる)能力 

 

 なお，本稿では上記の 1)～4)の要素に関わる技術ガバナンス力の下位能力をそれぞれ技術選

択力，技術管理・運用力，技術評価力，技術設計力と称することとする。これらの下位能力は

前節に述べた新学習指導要領における「社会の発展と技術」での記載と合致しており，新学習

指導要領の改訂の礎となっていることが分かる。 

 上野らは技術ガバナンス力の定義及び構成要素を設定した上で，技術科 4 内容(A-D)それぞ

れのアチーブメントテストを作成し，中学 3 年生の技術ガバナンス力の現状を調査している。

各内容におけるアチーブメントテストの内訳を表Ⅰ-3に示す。 

 各内容における調査結果については担当した研究者がより詳細に分析し日本産業技術教育

学会やエネルギー環境教育研究に論文として刊行している 61)，62)が，報告書では各アチーブメ

ントテストの結果を俯瞰した上で，中学 3年生の技術ガバナンス力の構成能力のうち，技術選

表Ⅰ-3 各内容のアチーブメントテストの内訳 

 
出典：文献 59)のアチーブメントテストに関する記載に基づき筆者が作成 

内容「A.材料と加工の技術」 内容「B.生物育成の技術」 内容「C.エネルギー変換の技術」 内容「D.情報の技術」

評価
森林資源・木材の伐採・利用の是
非について

遺伝子組み換え技術の是非につ
いて

原子力発電の是非について Twitterの是非について

選択
鉄パイプの適切な加工法の選択
について

適切な肥料の与え方について
枕元で使用する電球の選択につ
いて

発信する情報に合わせたインター
ネットの技術の選択について

管理・運用
橋を長く安全に使うための管理方
法について

科学農薬の散布方法について 自転車の整備について
ファイルデータの適切な管理・運
用方法について

設計
形状記憶合金を利用したアイディ
アについて

作物を自由に設計できる技術を利
用したアイディアについて

圧電素子を利用したアイディアに
ついて

ICタグを利用したアイディアにつ
いて
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択力及び技術管理・運用力については，現行学習指導要領下における一定の成果があったこと

を報告している。一方で，技術評価力と技術設計力に課題があることが報告された 60)。技術評

価力の把握について上野らは技術科 4内容に即した光と影が混在している技術(「森林資源・木

材の伐採・利用」，「原子力発電」，「遺伝子組み換え技術」，「twitter」)に対して，中学 3

年生に肯定・否定といった意思決定をさせ，どのような視点に着目して考えたか分析を行って

いる。なお，着目する視点として，社会，環境，経済，その他の観点を与え選択式としている。

その結果，安全性に偏って技術評価を行うなど幅広い視野を持って技術評価を行えていなかっ

たことが報告されている。また，技術設計力については形状記憶合金や IC タグ等を利用した

アイディアを書かせる調査が行われたが，空欄回答が多くありイノベーション社会の基盤を築

くような創造的な発信が十分でなかったとされている。これらの結果を受け，同報告書では，

評価や設計に関する内容をより一層充実・発展させ既存のカリキュラムにおける内容の段階的

規定に応じた技術ガバナンス力育成の枠組みを検討する必要性を指摘している。 

しかし，上野らの調査には，以下の点に課題が考えられる。第一にアチーブメントテストの

対象が中学3年生のみであったため，学年間による比較は行われていないことである。第二に，

技術ガバナンス力の背後にある生徒の意識については十分な検討が加えられておらず，技術ガ

バナンス力に関して把握された実態が技術科の授業目標や内容とどのように関連しているか

が明確ではないことである。これは，同調査が，各内容に即したアチーブメントテストの形式

で技術ガバナンス力を捉えたため，①全ての内容を履修済みの 3年生でしか調査が実施できな

かったこと，②思考力・判断力・表現力の育成状況を主に把握したため，技術ガバナンスの重

要性やその前提となる技術の両面性に対する生徒の捉え方などの意識，技術科の授業での学習

経験との関連性については取り上げられていないためである。 

新学習指導要領において，育成するべき資質・能力として整理された「知識・技能」，「思

考力・判断力・表現力等」，「学びに向かう力，人間性等」の考え方に基づけば，思考力・判

断力・表現力としての技術ガバナンス力の育成とともに，「学びに向かう力，人間性等」に関

わる要素として，技術ガバナンス力を方向付ける意識を適切に形成させることが重要である。

また，技術科の教育課程では，学習指導要領において各内容(A-D)に関してのカリキュラムの設

定，すなわち，どの学年でどの内容を指導するかについての制限がない。そのような中で，技

術ガバナンス力の育成に着目した授業モデルを構築するためには，学年に応じた題材設定や学

習指導方法の工夫が必要ではないかと考えられる。そのためには，各学年における技術ガバナ

ンスに対する意識(以下，技術ガバナンス意識)の実態と形成要因を生徒の発達段階に即して把
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握し，その傾向性を踏まえた適切な指導の力点の置き方を明らかにする必要があると考えられ

る。これらの課題から，技術ガバナンス力育成に向けた体系的なカリキュラムや枠組みを構築

するための根拠に検討の余地が残されていることが考えられる。 

一方で，多くの研究者や技術科担当教員によって技術ガバナンス力育成に関連する実践や研

究が試行的に取り組まれている。そこで次節では技術ガバナンス力育成に関連する先行研究及

び実践報告を俯瞰的に整理し，これまでの成果と問題の所在を明らかにすることで今後の技術

ガバナンス力育成に向けた研究課題を展望することとする。 

 

5. 技術教育における技術ガバナンス力育成に向けた実践研究 

前述したように技術科では現行学習指導要領において技術ガバナンスの概念が位置づけら

れている。現行学習指導要領の技術科の目標として示された「技術を適切に評価し活用する」

ことに関連して，生徒の製作・制作・育成における成果物を評価させる実践研究が報告されて

いる 63)。技術ガバナンス力育成の観点を踏まえるならば，評価対象を生徒の成果物にとどめる

のではなく，新学習指導要領で示された学習過程の「社会の発展と技術」に即して社会や生活

を支えている技術と関連付けた題材が求められよう。そこで，技術ガバナンスの概念を取り入

れたであろう試行的な実践・研究を各内容(A-D)に分けて整理する。 

 

5.1 内容「A.材料と加工の技術」 

大谷らは技術を評価・活用する力は，基礎的・基本的な知識及び技能が下地にあることで初

めて成り立つことを指摘し，児童・生徒の発達段階や認識過程等を踏まえ段階的に技術ガバナ

ンス力を獲得する方法を提案している。そして，日本産業技術教育学会の提唱する技術教育に

おける方法論 64)に照らし合わせ，内容 A の学習を通した技術ガバナンス力の育成に向けた授

業実践案を提案している 65)。 

また，渡邊は，ガバナンス力の各下位能力を意図的，系統的に育成する指導計画の構造化の

必要性を述べており，「生活を工夫し創造する能力」と対応させた問題解決的な学習を推進し

ている。具体的には，ガバナンス力育成を図るはたらきかけを意図的に題材に配列することを

基本方針として，1 枚板からの自由製作型の実践を行っている。その結果，技術評価力及び技

術設計力が育成されたことを報告しており,身近な技術から社会や産業の技術に視野を広げさ

せることや，作業体験を重視した問題解決的な学習の有効性を報告している 66)。 
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5.2 内容「B.生物育成の技術」 

内容「B.生物育成の技術」において，藤井らは多面的な視点から生物育成に関する技術を適

切に判断することのできる能力の育成に向けて授業実践及び検討を行っている。具体的には，

TPPに日本が参加することを想定し，海外から入ってくる農作物に対抗できるような日本の農

作物と植物工場や農業ロボット等の技術を組み合わせた作戦をグループで考えさせている。そ

の後，グループ間において経済面や環境に対する影響，安全性等から多面的に技術評価を行わ

せている。その結果，実践を受けた生徒は実践を受けていない生徒に比べて，幅広い視野を持

って技術評価を行うことができたことを報告している 67)。 

また，谷田らは技術評価力の育成に向けて，遺伝子組み換え作物をテーマに取り上げ，生徒

が自己決定，他者との交流，最終的な意思決定を行う過程を設定した上で，意見交流が円滑に

行われるようにカード型の教具を作成し活用している。その結果，生徒は一方向性ではない多

面的な観点によって技術評価を行うことができたことを示唆している 68)。 

 

5.3 内容「C.エネルギー変換の技術」 

内容「C.エネルギー変換の技術」において，藤本らは，身近な家電製品や技術を題材として

選定し，多様な視点から「社会における技術の在り方」を問うような内容を考える重要性を述

べ，実践を行っている。その結果，設計力に有意な向上が認められたものの，技術評価力では，

有意な差が認められなかったことを報告している 69)。 

また，三浦らは生徒の思考を深める氷山モデルカード 70)を用いて，防災ライト用の電源を乾

電池，充電池，光電池から検討させる評価・活用場面の授業を実践している 71)。その結果，生

徒の評価・活用の能力育成の効果が見られただけではなく，初任者や免許外担当教員による活

用の可能性が見いだせたことを報告している。 

 

5.4 内容「D.情報の技術」 

 大西は技術を評価し活用できる能力の育成を目指し，自立型ロボット(ROBOLAB)を活用し

た問題解決的な学習活動を踏まえて，コンピュータを利用した先端技術についての認識を深め

るための実践を行っている 72)。 

また，内田らは前述した氷山モデルカードとシステム思考ヒントカードを用いて計測・制御

における評価・活用能力の育成を目的とした授業実践を行っている 73)。具体的には，自動ドア

の動きが遅いことに対して使用者や運営者，コスト，安全性などの観点からプラス面やマイナ
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ス面を考えさせ，改善策を思考させている。その結果，生徒の視野が広がり評価・活用の能力

育成の効果が示唆されたことを報告している。 

 

5.5 4内容(A-D)における試行的な実践の総括 

これらの試行的な実践のように，技術ガバナンス力育成に向けた実践研究は，各内容におい

て先導的に試みられ，その成果として少なからず技術ガバナンス力の育成が認められたことが

報告されており，今後の技術科の発展的な実践の礎となることが期待される。また，実践研究

だけではなく，技術ガバナンス力育成に向けた授業展開において生徒の技術評価の視点や思考

がどのように変容するかといった実態調査や 74)，「技術を評価・活用する能力と態度」の到達

レベルの設定 75)が行われる等，技術ガバナンスに関する実践や研究は徐々に増えつつあること

が覗える。特に，生徒の実態として課題が挙げられた技術評価力の育成に関しては現行学習指

導要領の技術科の目標において「評価」の文言が位置づけられていることもあり，多くの実践

研究で触れられている。一方で，各研究者や教員のアプローチについては，教材や教具の作成，

発達段階の特徴，指導計画，システム思考，意見交換等が挙げられるなど非常に多様であり，

授業モデルの骨格は一様ではない。前述した技術ガバナンス力の実態調査の課題に挙げたよう

に，各学年の特徴や技術ガバナンス力の背後にある生徒の意識について詳細に検討し授業モデ

ルに活かす必要があろう。 

具体的な授業モデルとして，前述した森谷が提唱している「技術進展のアセスメント」を援

用すること考えられる。その上で，技術科 4 内容(A-D)にそれぞれ関連する技術を評価対象と

する技術評価の学習を体系的に行うことで，技術評価力の育成を図ることが期待される。一方

で，森谷も指摘しているように，②評価は最も重要であるものの困難な作業であるため，技術

科の評価の学習において，教員がどのように生徒に技術評価させるのか支援方略の工夫が重要

であろう。しかし，先行研究では生徒の技術評価の捉え方が社会，環境，経済といった限られ

た観点からの検討が多く，技術評価の観点が詳細に検討されていないため，どのような観点を

取り上げるべきなのか定かではない。生徒の技術評価の捉え方をより詳細に検討するためには，

検討するべき技術の多面性を考慮する必要がある。技術の多面性について森山，Moriyama et 

al は，技術発達史的視点から STS 教育的構成概念を用いて技術の多面性を捉える枠組みを提

案し，「科学的な原理」，「技術史的な背景や経過」，「事故の危険性と事例」など計 18項目

の技術評価観点を作成している 76)，77)。 

これらの先行研究を踏まえた上で，生徒の技術評価の実態についてより詳細に検討し，技術



第 1章 緒論 

-18- 

 

評価力育成に向けたカリキュラムのデザインや授業モデルの構築を行う必要があろう。 

 

6. 研究のアプローチと論文の構成 

以上のように第 1章では，現代における科学技術の光と影の多様性を述べた上で，科学技術

ガバナンスの概念や背景を STS や海外の動向を基に整理し，最終的には技術教育における技

術ガバナンス力育成に向けた研究課題を検討した。その結果，①技術ガバナンス力の背後にあ

る生徒の意識が技術科の授業目標や内容とどのように関連しているのか発達的な特徴から検

討すること(以下，研究課題 1)，②技術の多面性を考慮した上で，生活や社会を支える技術に対

する生徒の技術評価の実態を検討すること(以下，研究課題 2)，③生徒の発達段階に即した特徴

及び技術評価の実態に即した技術評価力を中心とした技術ガバナンス力育成に向けた授業モ

デルを構築すること(以下，研究課題 3)の 3 点に取り組んでいく必要があることを指摘した。

そこで本研究では研究課題 1に対する取り組みとして，生徒の技術ガバナンス意識の実態及び

その形成要因を技術科の授業目標と照らし合わせ，生徒の内実との関連性を探索的に把握する。

その上で，各学年における特徴を検討し，学年に応じた題材設定や学習指導方法の指針を得る。

つぎに，研究課題 2 に対する取り組みとして，技術科 4 内容(A-D)に即した技術評価課題を設

定し，生徒の技術評価時の反応を技術の多面性に基づき検討する。その上で，研究課題 3に対

する取り組みとして，上記で得られた知見を整理し，技術評価力育成を中心とした技術ガバナ

ンスに関する授業モデルの提案及び試行的実践を行うこととする。 

本論文の構成は以下の通りである。 

第 1章では，本研究の目的を踏まえ，技術ガバナンス力の位置づけ，技術ガバナンス力と技

術評価力に関する先行研究の整理を通して問題の所在，研究のアプローチを策定した。第 2章

では，生徒の技術ガバナンスに対する意識の実態及びその形成に関連する要因を探索摘に把握

し，技術ガバナンスに関する学習指導や題材の構成について検討する。第 3章では，技術科の

4 内容に即して具体的な技術評価課題を設定し，生徒の反応について学年間及び性別，意思決

定(肯定・葛藤・否定)における特徴を分析する。技術評価課題は，技術ガバナンス力実態調査の

技術評価について用いられたアチーブメントテストを参考にし，内容「A.材料と加工の技術」

に即して「森林資源を活用する技術の今後の在り方」を，内容「B.生物育成の技術」に即して

「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を，内容「C.エネルギー変換の技術」に即して「原子

力発電の今後の在り方」を，内容「D.情報の技術」に即して「SNSの今後の在り方」をそれぞ

れ取り上げ，これらの技術の今後の在り方に対する生徒の反応を分析する。第 4〜7 章では，
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第 3章で得られた知見を各評価課題に分けて詳細に検討することとした。第 4章では「森林資

源を活用する技術の今後の在り方」を，第 5章では「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を，

第 6章では「原子力発電の今後の在り方」を，第 7章では「SNSの今後の在り方」について検

討を行う。 

第 8 章では，第 2〜7 章で得られた知見に基づき，技術評価を中心に技術ガバナンス力の育

成を図るカリキュラムデザイン及び授業モデルの提案を行う。 

第 9 章では，前章において提案した授業モデルに即して試行的な実践及びその評価を行う。 

第 10 章では，各章で得られた知見に基づき，技術ガバナンス力の育成に向けた今後の在り

方を教育実践的な視点から考察する。 
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第 2 章 生徒の技術ガバナンスに対する意識の実態とその形成要因に関する探索

的検討 

 

1. 目的 

本章の目的は，第 1章で述べた研究課題 1に対処するため，生徒の技術ガバナンス意識の実

態及びその形成要因を探索的に検討し，技術ガバナンス力育成に向けた題材や指導方法の指針

を得ることである。 

具体的には，①技術ガバナンス意識として，「技術の両面性認識」，「現在の生活のための

技術の選択・活用の重要性認識」，「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を設定し，

その実態把握を行うこと，②技術ガバナンス意識の形成要因として，技術科の学習経験がどの

ように影響しているのか検討すること，③各学年における調査結果を比較し，生徒の発達段階

における特徴や傾向性を明らかにすること，の 3点について検討を試みる。 

 

2. 研究の方法 

2.1 調査対象 

H県内の公立中学校 3校の 1～3年生男子 1011名，女子 927名，計 1938名(1年生 613名，

2年生 693名，3年生 632名)を対象に，対象校の技術科を担当する教員(計 4名)に依頼し，技

術科の授業において 2015年 4月に実施した。有効回答数は 1898名，有効回答率は 97.9％で

あった。なお，本章では上記の対象者を 1 年生入学時，2 年生進級時，3 年生進級時と呼ぶこ

とにする。 

 

2.2 調査内容 

2.2.1 調査対象者の状況を把握する項目 

回答者の基本情報を得るために，調査対象者の学年・性別の他，質問項目①「ものづくりを

することが好きですか，嫌いですか？」(以下，好嫌意識)，②「ものづくりをすることが得意で

すか，不得意ですか？」(以下，得意・不得意意識)，③「身の回りの製品やシステムにどのよう

な技術が使われているか興味がありますか？」(以下，技術への興味・関心)の 3 つの質問項目

を設定した。回答形式は，①では「4：とても好き」～「1：とても嫌い」，②では「4：とても

得意」～「1：とても苦手」，③では「4：とても興味がある」～「1：まったく興味がない」の

4件法とした。 
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2.2.2 授業習得感を把握する項目 

回答者の技術科の授業における習得感を把握する項目を，現行学習指導要領の技術・家庭科

の教科目標，及び技術科の分野目標 54)より，以下の通り設定した。 

まず，教科目標の前半で述べられている「生活と技術とのかかわりについて理解を深め」

(p.85)について，技術科の分野目標では，「技術と社会や環境とのかかわりについて理解を深

め」と表現されている。このことについて解説技術・家庭編では，①技術を適切に活用して生

活を改善・発展させること(p.12)，②自らの生活の改善に必要な情報や技術を適切に選択し取

り入れようとする態度を育成すること(p.12)の重要性を述べている。このことから技術科の授

業における習得感を把握する項目として，「技術の選択・活用」項目を設定した。 

つぎに，教科目標の後半に述べられている「進んで生活を工夫し創造する実践的な能力と態

度」(p.85)について，解説技術・家庭編では，「技術を適切に評価し，工夫・創造して活用する

能力と態度」を育成することの重要性を述べている(p.12)。この文言は，①「技術を適切に評価」

する能力と態度，②「工夫・創造」する能力と態度，③「活用」する能力と態度に分けること

ができる。このうち，③「活用」する能力と態度は，前述した「技術の選択・活用」項目に含

まれるものと考えられるため，残る 2つの能力と態度に即して，「技術の評価」項目，「工夫・

創造」項目の 2項目を技術科の授業における習得感として設定した。 

一方，教科目標には明示されていないが，技術科の分野目標に示されている文言として，「材

料と加工，エネルギー変換，生物育成及び情報に関する基礎的・基本的な知識及び技術を習得

する」ことが挙げられる(p.85)。ここでいう「知識」とは，解説技術・家庭編によると，「もの

の性質や仕組み，もしくはそれらの理論である」と述べられている(p.14)。このことから技術科

の授業における習得感として，「技術の仕組み理解」の項目を設定した。 

以上に設定した 4項目を回答者にわかりやすい表現にすると共に，回答しやすさに配慮して

順序を入れ替え，調査票を作成した。具体的には，①「何かものをつくる時，設計・製作(制作・

育成)などで自分なりに工夫・創造することができる(以下，「工夫・創造」習得感)，②「生活

や社会の中で利用されている技術の仕組みが自分なりに分かる」(以下，「仕組み理解」習得感)，

③「生活や社会の中で利用されている技術の良し悪しを自分なりに評価することができる」(以

下，「評価」習得感)，④「生活や社会の中で利用されている技術の中から，自分なりに適切だ

と思う技術を選択し，活用することができる」(以下，「選択・活用」習得感)である。回答形式

は，いずれの項目も「4：とてもそう思う」～「1：まったく思わない」の 4件法とした。 
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2.2.3 技術ガバナンス意識を把握する項目 

技術ガバナンス意識を把握する項目として，上野らの定義した技術ガバナンス力の構成要素

である技術の「評価」，「選択」，「管理・運用」，「設計」に関する下位能力を基に，それ

らの背後にある意識として，「技術の両面性認識」，「現在の生活のための技術の選択・活用

の重要性認識」，「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」の 3つの質問項目を設定し

た。具体的な質問項目の作成手順は次の通りである。 

まず，技術を「評価」し，適切な技術を「選択」するためには，技術のメリットだけではな

く，デメリットにも目を向けていることが重要である。そこで，①「技術の発展にはプラスの

面だけでなく，マイナスの面もあると思う」(「技術の両面性認識」)の項目を設定した。 

つぎに，技術を「評価」し，適切な技術を「選択」した上で，「管理・運用」することは，

現在の自分の生活をよりよくするために技術を適切に活用しようとする意識が基盤にあると

考えられる。このような技術の活用に向けた意識は，現行学習指導要領における技術科の分野

目標としてその育成が標榜されている「技術を適切に評価し，活用する能力と態度」を生活の

中で発揮させ，方向付けるものとして重要である。そこで，②「現在の自分の生活をよりよく

するためには，様々な技術の中から適切な技術を選択し，活用することが大切だと思う」(「技

術の選択・活用の重要性(現在)」)の項目を設定した。 

さらに，技術ガバナンスにおける「設計」には，現在の自分の生活だけではなく，未来の社

会をよりよくするために新たな技術を提案しようとする意識があると考えられる。そこで③

「未来の社会をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術を選択し，活用するこ

とが大切だと思う」(「技術の選択・活用の重要性(未来)」)の項目を設定した。回答形式は，い

ずれの項目も「4：とてもそう思う」～「1：まったく思わない」の 4件法とした。調査に用い

た質問紙を図Ⅱ-1に示す。 

 

2.3 調査及び分析の手続き 

調査は対象校の技術科を担当する教員に依頼し，技術科の授業において 2015 年 4 月に実施

した。調査後，回答に欠落があるもの，回答に規則性のあるものについては有効回答から除い

た。分析の手順は次の通りである。まず，質問項目それぞれの全体における単純集計を行った。

その後，学年間の特徴を把握するために，学年別の平均値を求め，その差異について一元配置

分散分析 78)を行った。次に，授業習得感 4 項目「工夫・創造」，「仕組み理解」，「評価」，

「選択・活用」を説明変数，技術ガバナンス意識 3項目「技術の両面性認識」，「技術の選択・
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活用の重要性(現在)」，「技術の選択・活用の重要性(未来)」を目的変数とする重回帰分析(全変

数法)79)を行い，技術ガバナンス意識に対する授業習得感の影響を検討した。 

 

3. 結果と考察 

3.1 調査対象者の状況 

調査対象者のものづくり，身の回りの技術に対する意識の平均値を集計した。その結果，①

好嫌意識の平均値は 3.24と高かった。しかし，③興味・関心意識の平均値は 2.75，②得意・不

得意意識の平均値は 2.49と中位点 2.50付近であり，必ずしも肯定的ではなかった。これらの

項目において，学年間の平均値の差について一元配置分散分析を行った。その結果を表Ⅱ-1～

表Ⅱ-3に示す。表より，「好嫌意識」においては学年間に有意な差は見られなかったが，「得

意・不得意意識」，「興味・関心意識」においては学年間に有意な差が見られた。Tukey法を

 

図Ⅱ-1 質問紙 

技術科アンケート 

 

              年  組  番  氏名               男・女 

※このアンケートは成績には関係しませんので，思った通りに答えて下さい。 

【Ⅰ】各質問を読んで，自分の気持ちに一番当てはまるものにチェックをして下さい。 

１．あなたは普段，「ものづくり」をすることが，好きですか，嫌いですか。 

□とても好き □少し好き □少し嫌い □とても嫌い 

２．あなたは普段，「ものづくり」をすることが，得意ですか，苦手ですか。 

□とても得意 □少し得意 □少し苦手 □とても苦手 

３．あなたは普段，身の回りの製品やシステムにどのような技術が使われているか興味がありますか。 

□とても興味がある □少し興味がある □あまり興味がない □まったく興味がない 

 

【Ⅱ】技術に関する以下の質問について，あなた自身のこととして最も当てはまるものに〇を１つ付けて下さい。 

【４：とてもそう思う ３：少し思う ２：あまり思わない １：まったく思わない】 

１．何かものをつくる時，設計・製作（制作・育成）などで自分なりに工夫・創造 ４・３・２・１ 

することができる 

２．生活や社会の中で利用されている技術の仕組みが自分なりに分かる  ４・３・２・１ 

３．生活や社会の中で利用されている技術の良し悪しが自分なりに評価することが ４・３・２・１ 

できる 

４．生活や社会の中で利用されている技術の中から，自分なりに適切だと思う技術 ４・３・２・１ 

を選択し，活用することができる 

 

【Ⅲ】技術と私たちの生活との関わりについて，今のあなたの考えとして次の質問に答えて下さい。 

技術に関する各質問について，４段階であなたの考えに最も当てはまるものに〇を１つ付けて下さい。 

１．技術の発展にはプラスの面だけではなく，マイナスの面もあると思う  ４・３・２・１ 

２．現在の自分の生活をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術を ４・３・２・１ 

選択し，活用することが大切だと思う 

３．未来の社会をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術を選択し， ４・３・２・１ 

活用することが大切だと思う 
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用いた多重比較を行ったところ，「得意・不得意意識」の平均値には，1年生入学時>2年生進

級時=3年生進級時の順序性が見られた。「興味・関心意識」の平均値には 1年生入学時>2年

生進級時>3年生進級時の順序性が見られた。 

つぎに，全体における授業習得感を集計した結果を表Ⅱ-4に示す。表より，いずれの項目の

平均値も中位点 2.50付近であり，授業における習得感は決して高いとは言えなかった。学年間

による授業習得感の差異を把握するため，学年別の平均値について一元配置分散分析を行った。

その結果を表Ⅱ-5～表Ⅱ-8 に示す。表より，学年間においては「仕組み理解」習得感でのみ，

群間に有意な差が見られた。Tukey法を用いた多重比較を行ったところ，「仕組み理解」習得

表Ⅱ-4 全体における授業習得感 

 

調査項目 平均 SD

1.何かものをつくる時，設計・製作(制作・育成)などで自分なりに工夫・
創造することができる

2.67 0.75

2.生活や社会の中で利用されている技術の仕組みが自分なりに分かる 2.37 0.76

3.生活や社会の中で利用されている技術の良し悪しを自分なりに評価
することができる

2.63 0.83

4.生活や社会の中で利用されている技術の中から，自分なりに適切だ
と思う技術を選択し，活用することができる

2.58 0.80

表Ⅱ-1 学年間における「好嫌意識」の群間の差 

 
 

表Ⅱ-2 学年間における「得意・不得意意識」の群間の差 

 

 

表Ⅱ-3 学年間における「興味・関心意識」の群間の差 

 

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 3.26 0.80

2年生入学時 685 3.26 0.75

3年生入学時 612 3.21 0.71

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=6.73 ns

1年生=2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.63 0.80

2年生入学時 685 2.41 0.81

3年生入学時 612 2.44 0.83

＊＊
　p<.01

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=14.13 ＊＊

1年生>2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.92 0.82

2年生入学時 685 2.74 0.83

3年生入学時 612 2.59 0.83

＊＊
　p<.01

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=23.59 ＊＊

1年生>2年生>3年生
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感の平均値には，1年生入学時>2年生進級時=3年生進級時の順序性が見られた。 

これらの結果から本調査対象者は，ものづくりに対する意識が，学年が上がるにつれて比較

的，否定的な意識に変容する傾向が見られた。また，授業習得感では，学年間の差異は限定的

であることが示唆された。 

このような傾向を持つ調査対象者の反応として，次の分析を進めた。 

 

3.2 技術ガバナンス意識の実態 

全体における技術ガバナンス意識を集計した結果を表Ⅱ-9に示す。その結果，いずれの項目

の平均値も 3.30 以上と非常に高かった。学年間による技術ガバナンス意識の差異を把握する

ため，各学年の平均値の差について一元配置分散分析を行った。その結果を表Ⅱ-10～表Ⅱ-12

に示す。 

表Ⅱ-5 学年間における「仕組み理解」習得感の群間の差 

 

 

表Ⅱ-6 学年間における「工夫・創造」習得感の群間の差 

 
 

表Ⅱ-7 学年間における「評価」習得感の群間の差 

 
 

表Ⅱ-8 学年間における「選択・活用」習得感の群間の差 

 

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.47 0.75

2年生入学時 685 2.33 0.73

3年生入学時 612 2.33 0.79

＊＊
　p<.01

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=6.97 ＊＊

1年生>2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.72 0.76

2年生入学時 685 2.65 0.75

3年生入学時 612 2.63 0.75

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=2.20 ns

1年生=2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.67 0.87

2年生入学時 685 2.65 0.82

3年生入学時 612 2.57 0.81

多重比較はTukey法による

F (1897)=2.60 ns

1年生=2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 2.62 0.82

2年生入学時 685 2.54 0.78

3年生入学時 612 2.58 0.81
多重比較はTukey法による

F (2，1897)=1.51 ns

1年生=2年生=3年生
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表より，「技術の選択・活用の重要性(未来)」では有意な差は見られなかったが，「技術の両

面性認識」，「技術の選択・活用の重要性(現在)」において学年間の有意な差が見られた。Tukey

法を用いた多重比較を行ったところ，「技術の両面性認識」の平均値には 1年生入学時>2年生

進級時=3年生進級時の順序性が見られた。また，「技術の選択・活用の重要性(現在)」の平均

値には 1年生入学時=2年生進級時>3年生進級時の順序性が見られた。これらの結果から，生

徒の技術ガバナンス意識は，1 年生入学時が最も高く，学年の進行に応じて意識の低下が生じ

ている傾向が示唆された。この理由として，学年の進行に伴ってメタ認知能力の発達が進むこ

と，自己評価の視点が異なることが影響していると推察される。 

 

3.3 技術ガバナンス意識の形成要因 

生徒の技術ガバナンス意識の形成要因を検討するために，全体，学年別に授業習得感項目を

表Ⅱ-9 全体における技術ガバナンス意識 

 
 

表Ⅱ-10 学年間における「技術の両面性認識」の差 

 
 

表Ⅱ-11 学年間における「技術の選択・活用の重要性(現在)」の群間の差 

 

 

表Ⅱ-12 学年間における「技術の選択・活用の重要性(未来)」の群間の差 

 
 

調査項目 平均 SD

1.技術の発展にはプラスの面だけではなく，マイナスの面もあると思う 3.38 0.74

2.現在の自分の生活をよりよくするためには，様々な技術の中から適切
な技術を選択し，活用することが大切だと思う

3.38 0.71

3.未来の社会をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術
を選択し，活用することが大切だと思う

3.43 0.71

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 3.50 0.67

2年生入学時 685 3.34 0.78

3年生入学時 612 3.30 0.75

＊＊
　p<.01

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=12.93 ＊＊

1年生>2年生=3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 3.41 0.71

2年生入学時 685 3.41 0.70

3年生入学時 612 3.30 0.71

＊＊
　p<.01

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=4.96 ＊＊

1年生=2年生>3年生

学年 n 平均 SD 一元配置分散分析及び多重比較

1年生入学時 601 3.46 0.68

2年生入学時 685 3.44 0.71

3年生入学時 612 3.38 0.73

多重比較はTukey法による

F (2，1897)=1.93 ns

1年生=2年生=3年生
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説明変数，技術ガバナンス意識項目を目的変数とする重回帰分析(全変数法)を行った。そして，

線形回帰モデルが妥当な場合，有意で 0.10以上の標準偏回帰係数を用いたパス図を作成した。

重回帰分析の結果を図Ⅱ-2～図Ⅱ-5に示す。 

 
図Ⅱ-2 技術ガバナンス意識に対する授業習得感が及ぼす影響 

 

 
図Ⅱ-3 1年生入学時における技術ガバナンス意識に対する授業習得感が及ぼす影響 

 

 

図Ⅱ-4 2年生入学時における技術ガバナンス意識に対する授業習得感が及ぼす影響 
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その結果，全体では，弱いながらも授業習得感が技術ガバナンス意識の形成に有意な影響を

示すことが把握された(R =0.26～0.36)。 

具体的には，「技術の両面性認識」の形成には，全学年において「評価」の習得感が有意な

影響力を示した(β =0.11～0.23)。加えて，1 年生入学時では「仕組み理解」の習得感が(β 

=0.13)，3年生進級時では「工夫・創造」の習得感(β =0.14)がそれぞれ有意な影響力を示した。 

「技術の選択・活用の重要性(現在)」の形成には，全学年において「選択・活用」の習得感が

有意な影響力を示した(β =0.14～0.24)。加えて，1年生入学時では「評価」の習得感(β =0.12)

が，3年生進級時では「仕組み理解」の習得感(β =0.13)と「評価」の習得感(β =0.13)がそれ

ぞれ有意な影響力を示した。 

「技術の選択・活用の重要性(未来)」の形成には，1年生入学時では「選択・活用」の習得感 

(β =0.12)が，2年生進級時では「仕組み理解」の習得感(β =0.12)がそれぞれ有意な影響力を

示した。3 年生進級時では「仕組み理解」の影響力は有意ではなかったが，「工夫・創造」の

習得感(β =0.10)，「評価」の習得感(β =0.10)，「選択・活用」の習得感(β =0.17)がそれぞれ

有意な影響力を示した。 

 

3.4 考察 

 重回帰分析の結果に基づき，各学年における技術ガバナンス意識の形成要因を表Ⅱ-13 にま

とめた。表Ⅱ-13より，生徒の技術ガバナンス意識の形成には，技術科の授業において「工夫・

創造」，「仕組み理解」，「評価」，「選択・活用」の習得感を高めることの重要性が示唆さ

れた。特に，「評価」，「選択・活用」の習得感は全学年において技術ガバナンス意識に広く

影響を持つことが示唆された。 

一方で，「工夫・創造」や「仕組み理解」の習得感では，その影響力が学年間で異なってい

 
図Ⅱ-5 3年生入学時における技術ガバナンス意識に対する授業習得感が及ぼす影響 
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た。具体的には，技術の「仕組み理解」の習得感は 1年生入学時では「技術の両面性認識」に，

2年生進級時では「技術の選択・活用の重要性(未来)」に，3年生進級時では「技術の選択・活

用の重要性(現在)」に影響すること，「工夫・創造」の習得感は 3年生進級時においてのみ「技

術の両面性認識」，「技術の選択・活用の重要性(未来)」に影響することが示唆された。 

本研究では，中学校各学年の 4月に調査を実施している。そのため，本調査で把握された各

学年の実態は，それぞれ前年度までの学習経験や生活経験によって形成されたものである。逆

に言えば，本調査で把握された実態は，それぞれの学年の授業前のレディネスを示すものであ

り，レディネスを踏まえた技術科の授業を各学年において展開していくことが重要と考えられ

る。このような観点から本調査の結果を見ると，それぞれの学年で認められた影響力の組み合

わせは，技術科の授業前に生徒が関連付けやすい意識の組み合わせであると解釈できる。言い

換えれば，それぞれの学年の授業では，これらの意識の関連性を活かした手立てが有効ではな

いかと考えられる。例えば，「仕組み理解」を 1年時では「技術の両面性認識」，2年時では

「技術の選択・活用の重要性(未来)」，3年時では「技術の選択・活用の重要性(現在)」と関連

付けて生徒のレディネスを踏まえた指導を行うことが考えられる。また，3 年時の学習におい

ては，題材の中に少なからず工夫・創造の要素を盛り込んだ題材設定を行い，「技術の両面性

認識」や「技術の選択・活用の重要性(未来)」と関連付けた指導を展開することが考えられる。 

以上のように，技術科の授業を通して生徒の技術ガバナンス意識を適切に育成するためには，

3 年間のカリキュラムの中で，各学年当初の生徒の意識をレディネスとして捉え，それに応じ

て指導の力点を適切に設定していくことが重要ではないかと考えられる。しかし，本研究で把

握した生徒のレディネスは，あくまで生徒がどのように思っているかという意識のレベルに留

まっており，技術ガバナンス力について検討したわけではない。したがって，今後は，本研究

で把握したレディネスとしての生徒の意識と，その後の学習によって形成される技術ガバナン

ス力との関連性を詳細に検討していくことが重要であると考えられる。 

表Ⅱ-13 各学年における技術ガバナンス意識に対する授業習得感の影響の差異 

 

学年 技術の両面性認識
技術の選択・活用の
重要性(現在)

技術の選択・活用の
重要性(未来)

1年生
入学時

「評価」
「仕組み理解」

「評価」
「選択・活用」

「選択・活用」

2年生
入学時

「評価」 「選択・活用」
「評価」
「仕組み理解」

3年生
入学時

「評価」
「工夫・創造」

「評価」
「選択・活用」
「仕組み理解」

「評価」
「選択・活用」
「工夫・創造」



第 2章 生徒の技術ガバナンスに対する意識の実態とその形成要因に関する探索的検討 

-30- 

 

4. まとめ 

第 2章では生徒の技術ガバナンス意識の実態及びその形成要因について検討した。その結果，

本調査の条件下で以下の知見が得られた。 

1) 1 年生入学時の技術ガバナンス意識は高かったものの，「技術の両面性認識」や「技術の

選択・活用の重要性(現在)」は，学年の進行に応じて意識が低下する傾向がみられた。 

2) 技術ガバナンス意識と授業習得感との関連性を重回帰分析で検討した結果，全体において

弱いながらも授業習得感が技術ガバナンス意識に広範な影響力を示すことが示唆された。 

3) 学年間において技術ガバナンス意識に対する授業習得感の影響を比較したところ，「評価」，

「選択・活用」の習得感は全ての学年において広範な影響力を示した。また，技術の「仕

組み理解」の習得感は 1年生入学時では「技術の両面性認識」に，2年生進級時では「技

術の選択・活用の重要性(未来)」に，3年生進級時では「技術の選択・活用の重要性(現在)」

に影響すること，「工夫・創造」の習得感は 3年生進級時においてのみ「技術の両面性認

識」，「技術の選択・活用の重要性(未来)」に影響することが示唆された。 

これらの結果から，技術ガバナンス力育成に向けて学年に応じた題材や指導の力点を検討す

ることができた。一方，研究課題 2で述べたように，技術ガバナンスの中核となる技術評価力

の育成に向けて，生徒の技術評価時の実態を技術の多面性に基づき詳細に検討する必要性があ

る。そこで，第 3章以降では，研究課題 2への対処として，技術科の 4内容に即した生活や社

会を支える技術に関する技術評価課題を設定し，生徒の技術評価の実態の検討を行うこととす

る。そして，本章で得られた知見と第 3章以降での知見に基づき技術評価力育成に向けた授業

モデルの構築に向けた指針の検討を行う。 
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第 3章 技術評価課題に対する生徒の意思決定と着目観点の特徴 

 

1. 目的 

第 2 章では，研究課題 1 への対処として，生徒の技術ガバナンス意識の実態及びその形成要

因を学年別に把握することで，技術ガバナンス力育成に向けた題材の指針を把握した。その結

果，学年間によって技術ガバナンス意識と関連するレディネスが異なっており，対象学年に応

じた教材や題材，指導の力点の指針を得ることができた。 

一方，第 1 章で述べた通り技術ガバナンスにおいて中核となる技術評価力についてはその育

成を図る授業実践は試みられているものの，技術評価時の生徒の実態について詳細な研究の蓄

積が少なく，技術評価力育成に向けた授業モデルの骨格が定まっていない(研究課題 2)。そこ

で，本章では研究課題 2 への対処として，技術科 4 内容(A-D)にそれぞれ関連した社会で賛否

の分かれている技術の今後の在り方に対する中学 1〜3 年生の技術評価時の反応を技術の多面

性を踏まえて捉えることとする。その上で，学年間及び性別間，意思決定間における技術評価

の傾向の違いについて検討することとした。 

 

2. 研究の方法 

2.1 調査対象 

H 県内の公立中学校 3 校の 1～3 年生計 1893 名を対象に，質問紙調査を行った。調査方法

は，対象校の技術科を担当する教員(計 4 名)に依頼し，技術科の授業において 4 月に実施した。

有効回答数は 1730 名，有効回答率は 91.4％であった。内容別の調査対象者数，有効回答数を

表Ⅲ-1 に示す。なお，調査対象者に対する倫理的配慮として，教員より生徒に対して調査の中

身が成績に含まれるものでなく，自由な意思に基づいて参加すること，いかなる回答であって

も個人が特定されないよう配慮することを説明してもらった。 

表Ⅲ-1 調査対象者の内訳 

 

1年生 2年生 3年生 合計 有効回答数

材料と加工の技術 172 169 135 476 421

生物育成の技術 132 174 175 481 436

エネルギー変換の技術 171 173 144 488 460

情報の技術 136 174 138 448 413

611 690 592 1893 1730
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2.2 調査内容 

調査内容は，技術科 4 内容(A-D)のそれぞれの学習内容に関連する社会で賛否の分かれてい

る技術を評価対象とし，①評価対象となる技術に関する概要及び世論の意見を設定した技術評

価課題，②技術評価課題に対する意思決定を把握する項目，③技術評価観点を把握する項目と

した。具体的な調査内容について以下に示す。 

2.2.1 評価対象となる技術に関する概要及び世論の意見を設定した技術評価課題 

技術ガバナンス力の実態調査として先駆的に行われた上野ら(2015)の先行研究｢中学生の技

術に関わるガバナンス能力の調査とそれに基づいたカリキュラムの開発・検証｣ (課題番号：

23300294)において作成された「森林資源の是非」，「遺伝子組み換え技術の是非」，「原子力

発電の是非」，「Twitter の是非」などのアチーブメントテスト 59)を参考に，評価対象となる

技術を設定した。しかし，上野らの研究では，アチーブメントテストの調査対象者が 3 年生の

みであったこと，意思決定の参考となる肯定的，否定的な考え方や視点が示されていないこと

等の点に課題がある。そこで本研究では，上野らのテーマを援用しつつ，1 年生や 2 年生でも

理解しやすいように概要について具体例などを加えた上で，参考となるような世論の意見を設

定した。各課題の内容は，以下の通りである。 

(1) 内容「A.材料と加工の技術」に関する技術評価課題 

課題として，上野らの「森林資源の是非」を参考に，「森林資源を活用する技術の今後の在

り方」を設定した。これは，森林資源が身の回りの製品に古くから利用されながら，木材を活

用する技術を進歩してきたことに際して，技術評価を求めるものである。肯定的な側面として，

木材の利用の幅が広がり積極的に利用されていることを取り上げた。これに対して，否定的な

側面として，自然破壊が起きている現状について取り上げた。参考にする具体的な世論の意見

として，肯定的意見には，木材を製品として使用するメリットや再利用の技術が進歩している

ことを示した。否定的意見には，プラスチックのような代替技術のメリットや森林資源を確保

する時間が長期間に及ぶことを示した。 

(2) 内容「B.生物育成の技術」に関する技術評価課題 

課題として，上野らの「遺伝子組み換え技術の是非」を参考に，「遺伝子組み換え技術の今

後の在り方」を設定した。これは，技術の進歩によって遺伝子組み換え作物が増えつつある中

で，技術評価を求めるものである。肯定的な側面として，短期間で新たな品種を生み出すこと

ができること，否定的な側面として食品として確かな安全性が担保されていないことを取り上

げた。参考にする具体的な世論の意見として，肯定的意見には，遺伝子組み換え技術によって
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虫や除草剤に強い作物が生み出されているメリットを示した。否定的意見には，長期間摂取し

た際の危険性や遺伝子組み換え作物の毒素に対応して害虫も遺伝的に変異することを示した。 

(3) 内容「C.エネルギー変換の技術」に関する技術評価課題 

課題として，上野らの「原子力発電の是非」を参考に，「原子力発電の今後の在り方」を設

定した。これは，震災を経て日本における原発の稼働が停止していることに際して技術評価を

求めるものである。肯定的な側面として，日本のエネルギー自給率が低い中で原発の存在意義

があることを取り上げた。これに対して，否定的な側面として，事故の危険性などについて取

り上げた。参考にする具体的な世論の意見として，肯定的意見には，活断層の安全確認など安

全性の向上が進められていること，発電量が大きいこと，ウランの埋蔵量が多いことを示した。

否定的意見には，放射性物質の廃棄，再生可能エネルギーの技術進歩が著しいことを示した。 

(4) 内容「D.情報の技術」に関する技術評価課題 

課題として，上野らの「Twitter の是非」を参考に，「SNS の今後の在り方」を設定した。

これは，コミュニケーションツールとして SNS の利用が増加している中で，技術評価を求め

るものである。肯定的な側面として，多くの人とインターネット上でつながることができるこ

とや，災害時に利便性が高かったこと，否定的な側面として，匿名性からネット詐欺などの問

題も生じていることを取り上げた。参考にする具体的な世論の意見として，肯定的意見には，

使い方によって信頼のおける人とだけでやり取りすることが可能であり，新しい情報の入手が

簡単で災害時にも役立つことを示した。否定的意見には，情報の真偽が正確でないこと，イン

ターネットの特性で信頼性が低いこと，発信した情報を消すことが困難であることを示した。 

2.2.2 技術評価課題に対する意思決定を把握する項目 

上記の技術評価課題に対する意思決定項目として，「1:～今すぐやめるべきである」(以下，

「強否定」)，「2:～今すぐやめるべきだとは思わないが，少しずつ減らした方がいいと思う」

(以下，「弱否定」)，「3:～どんどん利用すべきだとは思わないが，少しずつ増やした方がいいと

思う」(以下，「弱肯定」)，「4:～どんどん利用し，発展させていくべきである」(以下，「強肯定」)，

「5:賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので，自分の意見を決めることができない」

(以下，「葛藤」)，「6:何について考えればよいのかがわからない」(以下，「不明」)を設定し，選

択した理由や考えたことを自由記述回答させた。 

2.2.3 技術評価観点を把握する項目 

上記の意思決定の際に着目していたことを技術の多面性から把握するために，森山(1994)，

Moriyama et al.(2004)の作成した技術評価観点を準備した。具体的には，①しくみや科学的な
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原理，②科学史的な背景や経過，③技術目的，④運用上の制限，⑤代替技術，⑥技術史的な背

景や経過，⑦技術の将来展望，⑧人間による制御可能性，⑨資源・材料，⑩事故の危険性と事

例，⑪ニーズ，⑫世論，⑬産業における経済的な効果，⑭法的規制とガイドライン，⑮環境問

題との関わり，⑯生産システムへの影響，⑰流通システムへの影響，⑱消費生活への影響の計

18 項目である。例えば，①しくみや科学的な原理では，「①この技術の「しくみ」や「科学的

な原理」について考えた」のように質問項目を設定した。なお，SNS では同項目を「①この

システムの「しくみ」や「科学的な原理」について考えた」とするなど，理解がしやすい

ように技術をシステムに置き換えた。 

各質問項目に対して，「4:とても考えた」～「1:まったく考えなかった」の 4 件法で回答させ

た。使用した質問紙を図Ⅲ-1～Ⅲ-6 に示す。 

 

2.3 分析の手続き 

 全調査後に 4 つの調査結果を整理し，回答に欠落があるもの，全ての選択肢が同じなど回答に規

則性のあるものを除く 1730 名を有効回答(有効回答率 91.4％)とした。まず，意思決定間(「肯定群」，

「否定群」，「葛藤群」，「不明群」)の割合を単純集計した後に，各学年及び男女の性別間における

割合の差異について χ2 検定を行った。つぎに，着目している技術評価観点の平均値を求め，学年

間，意思決定間(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」)，男女の性別間における差異について分散分析

を用いて検討した。 

 

3. 結果と考察 

3.1 意思決定の状況 

各課題の意思決定の割合を単純集計し，評価対象技術間でχ2検定を行った。それぞれの意思

決定の状況を表Ⅲ-2 に示す。χ2 検定の結果，χ2(9)=338.18，p <.01 となり評価対象となる技

術が異なることで意思決定の割合について有意な違いが認められた。  

つぎに，学年間による意思決定の状況を比較するために，4 つの課題における「肯定群」・

「否定群」・「葛藤群」・「不明群」を合算し集計した。その結果を表Ⅲ-3 に示す。 

 

 

 



第 3 章 技術評価課題に対する生徒の意思決定と着目観点の特徴 

-35- 

 

 

木材を加工する技術について考えよう 

 
 

図Ⅲ-1 「森林資源を活用する技術の今後の在り方」 

  年  組  番 氏名             男 ・ 女  

木材などの森林資源は，我々の身のまわりにある住宅や家具等の様々な製品に利用されています。古くから，

人類は森林資源・木材を住居・家具・紙などの材料として利用しています。時代が進むと共に，世界規模での森

林資源の流通が行われ，木材を加工する技術も大きく進歩してきました。その結果，より大きな建造物や新しい

デザインの製品を作ることが可能になりました。最近では，木材の温かさを利用した座り心地のよい椅子等が開

発され，九州新幹線にも木製の椅子が積極的に利用されています。一方，森林資源を取り巻く問題に関しては，

熱帯地域の森林伐採等による自然破壊が叫ばれています。世界では１年に日本の面積の半分ほどの森林が破壊さ

れ，このままでは世界最大の森アマゾンも 50 年で砂漠になり，世界中の森がこの先 100 年で無くなってしまう

とも言われています。そして，森林が大気中の CO2を吸収するはたらきを持っていることから，CO2の温室効果

による地球温暖化を促進しているとも考えられています。 

木材を加工する技術の発展により，森林資源を利用した様々な製品を作ることが可能となっています。しかし，

これからの森林資源・木材の伐採や利用については多くの議論がされています。その際の賛成・反対意見を参考

にしてこれからの木材を加工する技術について考えてみて下さい。 

 

＜賛成＞ 森林だけではなく，木材を利用した製品も CO2を蓄えることが出来る。製品の材料として木材を利用

し，伐採した土地にまた新たに木材を植えていくという循環が CO2 の削減に効果的である。 

＜反対＞ 大きな木材ほど沢山の CO2を吸収する。伐採後，新たに木材を植えたとしても以前と同等の大きさに

育てるには時間がかかる。消費が育成のスピードを上回れば，森林破壊が進んでいくことになる。 

＜賛成＞ 1300 年前に建てられた木造建築物である法隆寺が現存しているように，製品に木材を利用すると，

長い間使用することが出来るので，結果として省資源化が図れる。 

＜反対＞ 木材を加工するには手間がかかりその分コストも上がる。一方，プラスチックを使用すると大量生産

が可能になるため，低コストに抑えることができる。 

＜賛成＞ バイオマス発電など木材のリサイクルは企業等が行っており，木材の再利用の技術が少しずつ進歩し

ている。 

＜反対＞ 木材のリサイクルは生活に密着したものが少ない一方で，不要になったプラスチックは日頃からリサ

イクルできる環境が整っているため，資源の再利用が容易である。 

 

◆これからの森林資源・木材の利用について，自分の考えに最も近いものを次の選択肢から 1 つ選び答えて下さい 

①材料として木材の利用はやめるべきである 

②材料として木材の利用は今すぐやめるべきだとは思わないが，少しずつ減らした方が良いと思う 

③材料として木材はどんどん利用すべきだとは思わないが，少しずつ増やした方が良いと思う 

④材料として木材をどんどん利用し，木材の利用に関する技術を発展させていくべきである 

⑤賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので，自分の意見を決めることができない 

⑥何について考えればよいのかが分からない 

 

 

 

上記を選択した理由や考えたこと 
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今後の遺伝子組み換え技術について考えよう 

 
 

図Ⅲ-2 「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」 

  年  組  番 氏名             男 ・ 女  

技術の進歩は機械やエネルギー関係だけの話ではありません。私たちの食べる物も昔に比べ大きく変わってい

ます。その１つとして近年，世界では遺伝子組み換え作物が増えてきていることが挙げられます。遺伝子組み換

え作物の利点としては，これまで容易には生み出すことのできなかった特性をもった品種を短期間に生み出すこ

とができる点があります。一方，自然界には存在しないものを生み出すことから，遺伝子組み換え作物の食品と

しての安全性や生態系に対する影響について心配する意見もあります。そのような議論の賛成・反対意見を参考

にして，これからの遺伝子組み換え作物の利用について，考えて下さい。 

 

＜賛成＞ 普通の作物と遺伝子の組み換えの作物とが，姿，形，主成分，性質などで比較して，ほぼ同等とみな

せることと，遺伝子操作によって作物の中に新しく作られる物質の安全性の確認をした場合，安全性

は元の作物と同等であると考えられる。 

＜反対＞ 遺伝子組み換え食品を，長時間食べ続けても安全かどうかはわからない。 

＜賛成＞ 現在の遺伝子組み換えの作物の大半は，除草剤耐性作物である。普通の大豆，ナタネの除草剤散布回

数は 3 回程度であるが，遺伝子組み換えをすると，強力な除草剤が使えるようになるので 1 回です

む。労働力の負担が減り，環境にもやさしい。 

＜反対＞ 農薬の散布回数は減るかもしれないが，強力な除草剤は生産者に健康面で害を与える可能性もある。 

＜賛成＞ 蛾や蝶の幼虫の消化管に穴をあけて殺す作用を持つ毒素を作ることの出来る遺伝子がある。この毒素

を作る遺伝子を作物に入れると，根から葉の先に至るまですべての細胞に毒素ができ，殺虫作用を持

つ。その結果，害虫はこの作物を避けるようになる。農薬散布のいらない、環境にやさしい作物とな

る。 

＜反対＞ 毒素に対して，虫が耐性を持つようになる。遺伝子組み換え綿を安心して栽培していた農家が，毒素

耐性を持つ虫により綿の全滅にあったことがある。 

 

◆これからの遺伝子組み換え技術の利用について，自分の考えに最も近いものを次の選択肢から 1つ選び答えて

下さい 

①遺伝子組み換え技術の利用はやめるべきである 

②原遺伝子組み換え技術の利用は今すぐやめるべきだとは思わないが，少しずつ減らした方が良いと思う 

③遺伝子組み換え技術の利用はどんどん利用すべきだとは思わないが，少しずつ増やした方が良いと思う 

④遺伝子組み換え技術の利用はどんどん利用し，発展させていくべきである 

⑤賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので，自分の意見を決めることができない 

⑥何について考えればよいのかが分からない 

 

 

 

 

上記を選択した理由や考えたこと 
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今後の原子力発電について考えよう 

 
 

図Ⅲ-3 「原子力発電の今後の在り方」 

 

  年  組  番 氏名             男 ・ 女  

私たちは豊かな生活を送るために多くのエネルギーを消費していますが，日本のエネルギーの自給率は 4%で

す。特に，私たちに一番身近なエネルギーである電気について，福島第一原子力発電所の事故をきっかけとして

原子力発電の賛否が問われるようになり，震災前（平成 22 年）と震災後（平成 26 年 12 月）では，下の表のよ

うに発電方法の割合が変化しました。現在，各地の原子力発電所が地震の影響等に耐えられるか等の安全確認が

行われ，一時的に原子力発電量が０%です。安全性が確認された後に原子力発電の再稼働を行うかについての議

論が多くされています。その際の賛成・反対意見と下の表を参考にして（今後 5 年後）の原子力発電の利用につ

いて，考えて下さい。 

発電方法 発電％※１（目安） 特徴 

震災前 震災後 

風力，地熱 

太陽光 
0.3未満 １ エネルギー源が必要由来のため不安定である。発電時に CO2 を排出

しない。発電単価が高いが，売電できる。 

水力 ８ ７ 発電量は安定しているが，ダムなどの建設が必要で，流域に配慮が

いる。発電時に CO2を排出しない。発電単価※２が比較的高い。 

火力 ６０ ９２ 
ほとんどの燃料は海外から輸入。発電時に CO2 を排出する。電力消

費量に応じた発電ができる。発電単価が比較的安い。 

原子力 ３１ 
０ 

（議論中） 

ほとんどの燃料は海外から輸入。発電時に CO2 を排出しないが，放

射性物質・廃棄物を発生する。発電単価が比較的安い。 

※１ 資源エネルギー庁電力調査統計・統計表一覧 H22年度及び H26年度 12月データから作成 

※２ 発電単価：建設費，運転費，廃棄物処理費の合計を 1kWh当たりで計算したもの 

 

＜反対＞ もしも事故が起きた際，放射能を大量に浴びた土地は，人が住むことができなくなってしまう。 

＜賛成＞ 福島第一原子力発電所の事故を繰り返さない為に，活断層（地震の被害を大きく受ける場所）の以前

よりも厳しい安全確認がされているので，認可された原子力発電所の安全性は高くなると考えられる。 

＜反対＞ 放射性物質・廃棄物の処分は，長期間地層に埋める等である。その間，土地の使用は制限される。 

＜賛成＞ 放射能物質・廃棄物の処分技術についての研究は進められており，処分期間の短縮が期待されている。 

＜反対＞ 太陽光発電などの環境に優しい，再生可能エネルギーの利用による発電がこれから益々増えていく 

と考えられる。 

＜賛成＞ 原子力発電は少ない燃料で大電力の発電が可能である。一方，太陽光発電や風力発電では，得られる

エネルギーが小さく，大きな土地が必要になるので大電力の供給には不向きである。 

＜反対＞ 火力発電で大電力を発電し続ける間に，再生可能エネルギーを利用した発電技術の研究が進めば良い。 

＜賛成＞ 火力発電の燃料である化石燃料の埋蔵量（世界に存在する残りの量）の枯渇が危ぶまれている。そ 

れに比べ，原子力発電の燃料であるウランの埋蔵量は多いと考えられている。 

 

◆５年後の原子力発電の利用について，自分の考えに最も近いものを次の選択肢から 1つ選び答えて下さい 

①原子力発電の利用は 5年後も継続してやめるべきである。 

②原子力発電の利用は今すぐやめるべきだとは思わないが，5年後は震災前よりも減らした方が良いと思う 

③原子力発電の利用をどんどん利用すべきだとは思わないが，5年後は震災前と同じくらいが良いと思う 

④原子力発電はこれからどんどん利用し，5年後は震災前よりも増やした方が良いと思う 

⑤賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので，自分の意見を決めることができない 

⑥何について考えればよいのかが分からない 

 

 

 

上記を選択した理由や考えたこと 
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今後の SNS の在り方について考えよう 

 
 

図Ⅲ-4 「SNSの今後の在り方」 

 

  年  組  番 氏名             男 ・ 女  

近年インターネットや情報通信端末の進歩により，コミュニケーションの方法が多様化してきました。その１

つとして SNS が挙げられます。SNS とは，インターネット上の交流を通して社会的ネットワークを構築するサ

ービスのことであり，”Twitter”，”Facebook”，”LINE”等があります。具体的には，今考えていることなど利用

者が自由に日記やつぶやきなどで投稿し，友人や知人・共通の趣味を持つ人達とインターネット上でつながるこ

とができます。また，Twitter を例に挙げると，フォロー※１しあうことで，いろんな話題で楽しむことができた

り，公開，非公開，ダイレクトメッセージ※２，リツイート※３ができたりと用途に応じて使い分けられるため，災

害時や緊急時の連絡などにも利用され，その利便性が話題となりました。一方で，匿名性や即時性を利用したネ

ットいじめ，誤報や虚偽の情報，ネット詐欺が問題となり社会的な混乱を招くことも話題となりました。 

 このように，便利な一方で問題につながる可能性のある SNS の今後のあり方について，以下の賛成と反対の

考えを参考にして考えて下さい。 

※１ 他の人が投稿した内容を自分のホームページに表示させるようにすること。ある人の投稿をフォローした人のことは「フォ

ロワー」と呼ぶ 

※２ ダイレクトメッセージ：特定の人に直接メッセージを送ること 

※３ 他の人が投稿した内容を，そのまま自分のフォロワーに紹介すること 

 

＜反対＞ SNS 上では誰でも簡単に情報を発信することができるので，デマや不確かな情報もあり，全ての情報

が必ずしも信じられるとは言えない。 

＜賛成＞ SNS では，自分の信頼のおける人の投稿だけを見ることが可能である。また，情報を誰もが簡単に発

信できることにより，それぞれの人が主体性を持ち，情報の発信者となることができる。 

＜反対＞ SNS でつながった相手が知らない人の場合，もし，その人が自分に悪意を持って接してきたとしても

インターネット上では判断がしづらく､トラブルに巻き込まれてしまう危険性がある。 

＜賛成＞ 様々な国籍や年代の人など，普段接する機会の少ない人々とも SNS では簡単にコミュニケーション

を取ることができる。 

＜反対＞ SNS に以前に自分が投稿した情報を後で消去しようとしても誰かがその情報を拡散してしまってい

るとそれを完全に消去することはできない。 

＜賛成＞ 災害時や緊急時には多くの被害や救助の状況に関する情報が SNS 上に投稿され，最新かつ具体的な

情報の収集を簡単に行うことができ，救助や避難に役立った。 

◆これからの SNSのあり方について，自分の考えに最も近いものを次の選択肢から１つ選び答えて下さい 

①今後，SNSは無くなるべきである。 

②SNSの利用者が今すぐ減っていくべきだとは思わないが，少しずつ減っていった方が良いと思う 

③SNSの利用者がどんどん増えていくべきだとは思わないが，少しずつ増えていった方が良いと思う 

④SNSの利用者がどんどん増加をして，より発展していくべきである 

⑤賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので，自分の意見を決めることができない 

⑥何について考えればよいのかが分からない 

 

 

 

 

上記を選択した理由や考えたこと 
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図Ⅲ-5 技術評価観点(図Ⅲ-1～Ⅲ-3の質問紙裏面) 
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図Ⅲ-6 技術評価観点(図Ⅲ-4の質問紙裏面) 
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全体における意思決定の割合では，「弱否定」が 47.6%と最も多く，次に「葛藤」が 21.0%，

「弱肯定」が 15.7%，「強否定」が 8.2%，「強肯定」が 5.3%，「不明」が 2.1%となった。ま

た，「強否定」と「弱否定」を合わせて「否定群」，「強肯定」と「弱肯定」を合わせて「肯

定群」とした場合の「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」，「不明群」の 4 群の比率について

学年間の差異を確認するためにχ2検定を行った。その結果，χ2(6)=31.53，p <.01 となり，学

年間によって意思決定の割合に有意な差が認められた。残差分析の結果，1 年生は 2 年生及び

3 年生に比べて「否定群」の割合が高かった。また， 3 年生は 1 年生に比べて「肯定群」の割

合が高く， 2 年生は 1 年生に比べて「葛藤群」の割合が高かった。 

同様に，男女の性別間の意思決定の割合についてχ2 検定を行った。性別間における意思決

定の割合表Ⅲ-4 に示す。χ2検定の結果，χ2(3)=42.45，p <.01 となり，男女間によって意思決

定の割合に有意な差が認められた。残差分析の結果，「否定群」においては有意な差は認めら

表Ⅲ-2 意思決定の状況 

 

回答者数 比率 回答者数 比率 回答者数 比率 回答者数 比率

強否定 13 3.1% 47 10.8% 71 15.4% 11 2.7%

弱否定 319 75.8% 165 37.8% 241 52.4% 99 24.0%

弱肯定 29 6.9% 104 23.9% 65 14.1% 73 17.7%

強肯定 11 2.6% 31 7.1% 11 2.4% 39 9.4%

葛藤群 葛藤 46 10.9% 77 17.7% 56 12.2% 185 44.8%

不明群 不明 3 0.7% 12 2.8% 16 3.5% 6 1.5%

森林資源を活用する技術(n=421) 遺伝子組み換え技術(n=436) 原子力発電(n=460) SNS(n=413)

否定群

肯定群

表Ⅲ-3 各学年における意思決定の状況 

 

回答者数 比率 回答者数 比率 回答者数 比率 回答者数 比率

強否定 47 8.6% 53 8.2% 42 7.9% 142 8.2%

弱否定 310 56.5% 287 44.3% 227 42.6% 824 47.6%

弱肯定 67 12.2% 98 15.1% 106 19.9% 271 15.7%

強肯定 22 4.0% 41 6.3% 29 5.4% 92 5.3%

葛藤群 葛藤 91 16.6% 156 24.1% 117 22.0% 364 21.0%

不明群 不明 12 2.2% 13 2.0% 12 2.3% 37 2.1%

3年生 全体

否定群

肯定群

1年生 2年生

表Ⅲ-4 性別間における意思決定の状況 

 

回答者数 比率 回答者数 比率

強否定 89 10.0% 53 6.3%

弱否定 406 45.6% 418 49.8%

弱肯定 165 18.5% 106 12.6%

強肯定 68 7.6% 24 2.9%

葛藤群 葛藤 149 16.7% 215 25.6%

不明群 不明 14 1.6% 23 2.7%

否定群

肯定群

男子(n=891) 女子(n=839)
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れなかったが，「肯定群」において男子 (233 人，26.2%)>女子(130 人，15.5%)，「葛藤群」

において女子(215 人，25.6%)>男子(149 人，16.7%)となった。 

これらのことから，評価対象となる技術によって意思決定に違いが認められるものの，生徒

の約半数が社会で賛否の分かれている技術の今後の在り方に対して否定的な傾向を持ってい

ることが示唆された。また，学年間において，低学年の方が否定的な意思決定を，高学年の方

が肯定的な意思決定を下している傾向が，性別間においては，男子の方が肯定的であり，女子

の方が葛藤しやすい傾向が示唆された。 

 

3.2 技術評価観点の状況 

技術評価の際に着目している技術評価観点を把握するために，技術評価観点の平均値及び

SD を単純集計した。また，学年間(1 年生，2 年生，3 年生)及び意思決定間(「肯定群」，「否

定群」，「葛藤群」)，性別間(男，女)について群間における平均値の違いを検討した。学年間

及び意思決定間については，一元配置分散分析及び Tukey 法による多重比較，性別間において

は t 検定を行った。学年間及び全体について整理したものを表Ⅲ-5，意思決定間について整理

したものを表Ⅲ-6，性別間について整理したものを表Ⅲ-7 に示す。 

表Ⅲ-5 より，全体において，平均値の上位 3 項目は「運用上の制限」が 3.26 で最も高く，

「技術目的」が 3.24，「事故の危険性と事例」が 3.18 であった。また，下位 3 項目について

は「技術史的な背景と経過」，「科学史的な背景と経過」が 2.07 と最も低く，「法的規制とガ

表Ⅲ-5 各学年における技術評価観点の状況 

 
 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

しくみや科学的な原理 2.70 0.83 2.66 0.89 2.57 0.88 2.64 0.87 F (2，1727)=3.36 ＊ 1年>3年

科学史的な背景や経過 2.18 0.83 2.06 0.87 1.97 0.84 2.07 0.85 F (2，1727)=8.57 ＊＊ 1年>2年≒3年

技術目的 3.22 0.78 3.30 0.79 3.21 0.81 3.24 0.79 F (2，1727)=2.27 ns

運用上の制限 3.22 0.84 3.30 0.84 3.24 0.81 3.26 0.83 F (2，1727)=1.57 ns

代替技術 2.65 0.96 2.50 1.03 2.45 1.01 2.53 1.00 F (2，1727)=6.19 ＊＊ 1年>2年≒3年

技術史的な背景や経過 2.14 0.88 2.04 0.90 2.02 0.86 2.07 0.88 F (2，1727)=3.07 ＊ 有意差なし

技術の将来展望 3.05 0.86 3.08 0.89 3.05 0.87 3.06 0.87 F (2，1727)=0.24 ns

人間による制御可能性 2.66 0.93 2.60 0.95 2.76 0.96 2.67 0.95 F (2，1727)=4.42 ＊ 3年>2年

資源・材料 2.68 1.00 2.54 1.05 2.51 1.00 2.58 1.02 F (2，1727)=4.44 ＊ 1年>2年≒3年

事故の危険性と事例 3.20 0.95 3.21 0.91 3.11 0.95 3.18 0.93 F (2，1727)=1.82 ns

ニーズ 2.67 0.93 2.73 0.94 2.72 0.94 2.71 0.94 F (2，1727)=0.69 ns

世論 2.73 0.93 2.77 0.98 2.78 0.98 2.76 0.96 F (2，1727)=0.48 ns

産業における経済的な効果 2.75 0.97 2.64 1.01 2.62 1.01 2.67 1.00 F (2，1727)=2.85 ns

法的規制とガイドライン 2.23 0.96 2.12 0.96 2.11 0.97 2.15 0.97 F (2，1727)=2.89 ns

環境問題との関わり 3.07 1.02 2.98 1.04 2.91 1.08 2.98 1.05 F (2，1727)=3.02 ＊ 1年>3年

生産システムへの影響 2.66 0.97 2.58 1.00 2.52 0.98 2.59 0.98 F (2，1727)=2.74 ns

流通システムへの影響 2.36 0.96 2.21 0.92 2.22 1.02 2.26 0.97 F (2，1727)=4.59 ＊ 1年>2年≒3年

消費生活への影響 2.99 0.94 2.99 0.97 3.01 0.90 3.00 0.94 F (2，1727)=0.10 ns

＊＊
　p <.01 , ＊ p <.05

多重比較はTukey法による

多重比較一元配置分散分析
1年生(n=549) 2年生(n=648) 3年生(n=553) 全体(N=1730)

技術評価観点
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イドライン」が 2.15 であった。また，学年間において差異が認められた項目は「しくみや科学

的な原理」，「科学史的な背景や経過」，「代替技術」，「人間による制御可能性」，「資源・

材料」，「環境問題との関わり」，「流通システムへの影響」となり 18 項目中 7 項目であっ

Ⅲ-6 各意思決定における技術評価観点の状況 

 
 

表Ⅲ-7 性別間における技術評価観点の状況 

 
 

平均 SD 平均 SD 平均 SD

しくみや科学的な原理 2.76 0.88 2.66 0.85 2.54 0.89 F (2,1690)=5.54 ＊＊ 肯定>葛藤

科学史的な背景や経過 2.17 0.91 2.10 0.85 1.92 0.80 F (2,1690)=8.65 ＊＊ 肯定≒否定>葛藤

技術目的 3.38 0.78 3.19 0.79 3.30 0.78 F (2,1690)=8.44 ＊＊ 肯定>否定

運用上の制限 3.29 0.86 3.26 0.82 3.30 0.78 F (2,1690)=0.49 ns

代替技術 2.37 0.96 2.67 1.01 2.39 0.97 F (2,1690)=17.80 ＊＊ 否定>肯定≒葛藤

技術史的な背景や経過 2.15 0.97 2.08 0.87 1.96 0.82 F (2,1690)=4.41 ＊ 肯定>葛藤

技術の将来展望 3.23 0.87 3.05 0.87 2.98 0.85 F (2,1690)=8.93 ＊＊ 肯定>否定≒葛藤

人間による制御可能性 2.73 1.02 2.68 0.94 2.60 0.90 F (2,1690)=1.58 ns

資源・材料 2.43 1.02 2.73 1.00 2.30 1.01 F (2,1690)=29.6 ＊＊ 否定>肯定≒葛藤

事故の危険性と事例 3.19 0.91 3.16 0.94 3.27 0.92 F (2,1690)=1.62 ns

ニーズ 2.82 0.93 2.67 0.93 2.73 0.97 F (2,1690)=3.05 ＊ 肯定>否定

世論 2.75 0.99 2.76 0.98 2.84 0.90 F (2,1690)=1.10 ns

産業における経済的な効果 2.70 1.07 2.72 0.97 2.54 0.99 F (2,1690)=4.47 ＊ 否定>葛藤

法的規制とガイドライン 2.20 1.04 2.13 0.94 2.16 0.96 F (2,1690)=0.83 ns

環境問題との関わり 2.78 1.13 3.22 0.94 2.61 1.08 F (2,1690)=59.37 ＊＊ 否定>肯定≒葛藤

生産システムへの影響 2.56 1.03 2.65 0.98 2.47 0.95 F (2,1690)=4.82 ＊＊ 否定>葛藤

流通システムへの影響 2.28 0.97 2.29 0.94 2.19 1.02 F (2,1690)=1.41 ns

消費生活への影響 3.04 0.94 3.03 0.93 2.93 0.95 F (2,1690)=1.17 ns

＊＊
　p <.01 , ＊ p <.05

多重比較はTukey法による

技術評価観点
否定群(n=966) 葛藤群(n=364)

一元配置分散分析 多重比較
肯定群(n=363)

平均 SD 平均 SD

しくみや科学的な原理 2.73 0.87 2.55 0.85 t (1728)=0.99 ＊＊

科学史的な背景や経過 2.14 0.86 1.99 0.84 t (1728)=3.61 ＊＊

技術目的 3.29 0.79 3.20 0.80 t (1728)=2.47 ＊

運用上の制限 3.25 0.85 3.26 0.82 t (1728)=0.30 ns

代替技術 2.57 1.01 2.49 1.00 t (1728)=1.80 ns

技術史的な背景や経過 2.12 0.91 2.02 0.85 t (1728)=2.33 ＊

技術の将来展望 3.07 0.89 3.05 0.86 t (1728)=0.33 ns

人間による制御可能性 2.70 0.96 2.63 0.94 t (1728)=1.51 ns

資源・材料 2.59 1.05 2.56 0.99 t (1728)=0.52 ns

事故の危険性と事例 3.17 0.96 3.19 0.91 t (1728)=0.32 ns

ニーズ 2.73 0.94 2.69 0.94 t (1728)=1.03 ns

世論 2.69 0.99 2.83 0.93 t (1728)=3.01 ＊＊

産業における経済的な効果 2.74 1.00 2.59 0.99 t (1728)=3.27 ＊＊

法的規制とガイドライン 2.16 0.98 2.13 0.96 t (1728)=0.65 ns

環境問題との関わり 2.96 1.06 3.01 1.03 t (1728)=1.15 ns

生産システムへの影響 2.61 1.01 2.57 0.96 t (1728)=0.87 ns

流通システムへの影響 2.28 0.95 2.24 0.98 t (1728)=0.99 ns

消費生活への影響 2.97 0.95 3.03 0.93 t (1728)=1.23 ns

＊＊
　p <.01 , ＊ p <.05

技術評価観点
男(n=891) 女(n=839)

t 検定
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た。「人間による制御可能性」では 3 年生は 2 年生と比べて有意に平均値が高いことが認めら

れ，それ以外の 6 項目においては，1 年生の方が他学年と比べて有意に平均値が高かった。ま

た，表Ⅲ-6 より意思決定間において差異が認められた項目は「しくみや科学的な原理」，「科

学史的な背景や経過」，「技術目的」，「代替技術」，「技術史的な背景や経過」，「技術の

将来展望」，「資源・材料」，「ニーズ」，「産業における経済的な効果」，「環境問題との

関わり」，「生産システムへの影響」となり 18 項目中 11 項目であった。「肯定群」及び「否

定群」については他と比べて平均値が有意に高い項目がそれぞれ認められたが，「葛藤群」に

ついては他と比べて平均値が有意に高い項目は認められなかった。 

そして，表Ⅲ-7 より男女の性別間において有意な差が認められた項目は「しくみや科学的な

原理」，「科学史的な背景や経過」，「技術目的」，「技術史的な背景や経過」，「世論」，

「産業における経済的な効果」となり 18 項目中 6 項目であった。「世論」では女子の方が男

子に比べて平均値が有意に高く，それ以外の 5 項目においては，男子の方が女子に比べて有意

に平均値が高かった。 

 

3.3 考察 

本章では，世の中において賛否の分かれている技術に対する中学生の技術評価の実態につい

て調査を行い，学年間や意思決定間，性別間における特徴について検討した。技術評価の平均

値に有意な差が認められた項目について整理したものを，学年間は表Ⅲ-8，意思決定間は表Ⅲ

-9，性別間は表Ⅲ-10 に示す。 

表Ⅲ-8 学年間において平均値に有意な差が認められた技術評価観点 

 

 

表Ⅲ-9 意思決定間において平均値に有意な差が認められた技術評価観点 

 

 

表Ⅲ-10 性別間において平均値に有意な差が認められた技術評価観点 

 

1年生が他に比べて高い 2年生が他に比べて高い 3年生が他に比べて高い

「しくみや科学的な原理」，「代替技術」
「科学史的な背景や経過」，「資源・材料」

「環境問題との関わり」，「流通システムへの影響」
「人間による制御可能性」

肯定群が他に比べて高い 葛藤群が他に比べて高い 否定群が他に比べて高い

「代替技術」，「科学史的な背景や経過」
「資源・材料」，「産業における経済的な効果」

「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」

「しくみや科学的な原理」，「技術目的」
「科学史的な背景や経過」，「ニーズ」

「技術の将来展望」，「技術史的な背景や経過」

男子が女子に比べて高い 女子が男子に比べて高い

「しくみや科学的な原理」，「技術目的」
「科学史的な背景や経過」，「ニーズ」

「産業における経済的な効果」
「技術史的な背景や経過」

「世論」
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表より，いずれの群間においても「しくみや科学的な原理」，「科学史的な背景や経過」に

ついて平均値に有意な差が認められるなど，技術評価観点 18 項目のうち，学年間では 7 項目，

意思決定間では 11 項目，性別間では 6 項目について有意に平均値の違いが認められた。 

表Ⅲ-8 より，学年間では「人間による制御可能性」を除く 6 項目について 1 年生の方が他学

年より高い結果となった。このような意識調査では一般的に学年の進行に伴い平均値が減少す

る傾向がある。このことを踏まえると，1 年生の方が他学年に比べて技術評価力が高いという

解釈ではなく，これら 6 項目に着目しやすい傾向を持つと考えることができる。また，全体に

おいて平均値が 3.0 以上の上位 5 項目であった「運用上の制限」，「技術目的」，「事故の危

険性と事例」，「技術の将来展望」，「消費生活への影響」については，学年間における差異

は認められていないことから，発達段階に関わらず技術評価の際に着目されやすい技術評価観

点であることが推察される。 

表Ⅲ-9 より，意思決定間では「肯定群」及び「否定群」には他群と比べて着目度の高い項目

が認められたが，「葛藤群」については他と比べて有意に高い項目がなかった。この理由とし

ては，「賛成も反対も納得できたから」や「賛成も反対も正しいことをいっているのでどっち

が違うとかは自分で決められない」のような意見が挙げられており，技術評価観点間のプライ

オリティを決めきれず，肯定と否定の間で判断に確信が持てなかったことが技術評価観点への

着目度の低さに起因したのではないかと考えられる。 

表Ⅲ-10 より，性別間においては，6 項目中 5 項目について男子の方が女子に比べて着目度

が高かった。その要因としては，意思決定の割合の違いが考えられる。男子は女子に比べて肯

定群の割合が有意に多かったため，肯定的意思決定において着目度が強かった「技術目的」，

「技術の将来展望」，「技術史的な背景や経過」などの項目において性別間の差が生じたので

はないかと推察される。 

これらの結果を俯瞰すると，技術評価力育成に向けた授業では，生徒の実態に応じて着目さ

せる技術評価観点の与え方や学習形態などを工夫する必要性が考えられる。例えば，技術評価

の学習場面において，導入段階では，発達段階に関わらず着目度の高かった技術評価観点を位

置づけることや，グループ学習を行う際には男女の人数に偏りがないように留意することなど

が考えられる。また，「葛藤群」は技術評価観点へ着目度の低いことから，教員の指導や学習

内容によってバイアスがかかりやすく，意思決定が肯定にも否定にもなびきやすい状況と考え

られる。生徒に幅広い視野を持って技術評価を行わせるためには，教員による指導がバイアス

を引き起こすのではなく，生徒が互いの考えについても意識できるような指導が必要であろう。
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そのためには，肯定及び否定の意思決定に影響する技術評価観点を満遍なく取り扱うための，

教師の指導の力点の置き方について検討していく必要性が考えられる。 

 

4. まとめ 

 以上，本章では，社会において賛否の分かれる技術の今後の在り方に対して生徒に技術評価

を行わせ，その意思決定や技術評価観点の実態を学年別，意思決定別，性別等に着目して把握

を試みた。その結果，本調査の条件内で以下の知見が得られた。 

1) 森林資源を活用する技術，遺伝子組み換え技術，原子力発電，SNS の今後の在り方など，

評価対象となる技術によって意思決定の割合に違いが認められたものの，全体的な傾向と

しては，半数以上の生徒が否定的であった。また，1 年生は他学年に比べて「否定群」の

割合が有意に高く，「肯定群」では，3 年生>1 年生，「葛藤群」では，2 年生>1 年生とな

り，学年間によって意思決定に違いがあることが示唆された。 

2) 技術評価観点のうち着目度の高い項目は「運用上の制限」，「技術目的」，「事故の危険

性と事例」などであった。一方，着目度の低い項目は「技術史的な背景と経過」，「科学

史的な背景と経過」，「法的規制とガイドライン」などであった。 

3) 学年間及び意思決定間，性別間において技術評価観点の平均値を比較した結果，学年間で

は 7 項目，意思決定間では 11 項目，性別間では 6 項目について有意な差が認められ，生

徒の実態の違いに応じて授業展開や指導の力点を変化させる必要性が示唆された。 

上記より，先行研究では明らかとされていなかった学年間や意思決定間(葛藤を含む)におい

て技術評価の傾向が明らかとなり，生徒の実態に応じて，授業モデルを構築する必要性が示唆

された。一方で，評価対象として取り上げた 4 つの技術に対する意思決定の割合に違いがある

ことから，それぞれの技術に対する技術評価観点の傾向にも違いがあることが推察される。し

かし，本章では技術評価観点の傾向について全体的な特徴を探索的に把握したため，評価対象

とした 4 つの技術ごとに技術評価観点の傾向を詳細には検討できていない。 

そこで次章からは，本章で得られた知見を基に，4 つの評価対象の技術ごとに本調査の結果

を詳細に分析し，肯定及び否定的意思決定に影響を与えた技術評価観点の傾向を把握すること

を試みる。具体的には第 4 章では「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対する生徒の

反応を，第 5 章では「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する生徒の反応を，第 6 章で

は「原子力発電の今後の在り方」に対する生徒の反応を，第 7 章では「SNS の今後の在り方」

に対する生徒の反応をそれぞれ分析することとする。 
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第 4章 「A.材料と加工の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

 

1. 目的 

第 3章では研究課題 2への対処として，生徒の技術評価の傾向を技術の多面性を踏まえた上

で探索的に把握した。その結果，学年間及び意思決定間，性別間の各群間において技術評価観

点の平均値に有意な差が認められた。このことから，技術評価力の向上を図るためには，生徒

の実態に応じた授業展開や教員の指導方法を提案する必要性が示唆された。 

一方，第 3章で述べた通り，評価対象技術の違いと技術評価の傾向との関連性については検

討の余地が残されている。また，意思決定に影響力を及ぼす具体的な技術評価観点についてよ

り詳細な検討が必要である。そこで，第 4章以降では引き続き研究課題 2への対処を行う。具

体的には，第 3 章で収集したデータを用いて，内容ごとに中学 1～3 年生の技術評価時の反応

を詳細に検討することとした。内容別に意思決定の割合及び技術評価観点の整理をするととも

に，肯定及び否定的意思決定に影響を示す技術評価観点の視点を明らかにする。 

このうち，本章では，内容「A.材料と加工の技術」における技術評価課題である「森林資源

を活用する技術の今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を検討する。 

 

2. 研究の方法 

2.1 分析対象 

第 3章で実施した調査のうち，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」について回答し

た 1～3年生計 476名の有効回答者 421名(有効回答率 88.4％)のデータを分析対象とした。各

学年の人数及び各学年における「A.材料と加工の技術」の履修者の人数を表Ⅳ-1に示す。 

 

2.2 分析の手続き 

 本章で分析対象とする「A.材料と加工の技術」における技術評価課題は，森林資源の活用が

進む一方で森林伐採による生態系や環境に関わる問題が取り沙汰されている現状を踏まえて，

表Ⅳ-1 分析対象者の内訳  

 

1年生 2年生 3年生 合計

履修前 172 74 0 246

履修済み 0 95 135 230

合計 172 169 135 476
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森林資源を活用する技術の今後の在り方について問うものである。この課題に対して意思決定

する際に着目した技術評価観点の平均値を求め，学年間，意思決定間(「肯定群」，「否定

群」，「葛藤群」)における差異について分散分析を用いて検討した。その後，意思決定間

(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」，「不明群」)の割合を単純集計した後に各学年の

割合の差異について χ2 検定を行った。また，肯定的意思決定と否定的意思決定に影響を

及ぼしうる技術評価観点を把握するために，「肯定群」，「否定群」の意思決定を目的変

数，技術評価観点を説明変数とする，判別分析を行った。 

 

3. 結果と考察 

3.1 意思決定の状況 

第 3章で示した通り，全体における「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対する意

思決定の割合は，「否定群」が 78.9%と最も多く，次いで「葛藤群」が 10.9%，「肯定群」が

9.5%，「不明群」が 0.7%であった。本章では，これを学年別に集計した。その結果，各学年

の「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」，「不明群」の 4群の割合の比率は表Ⅳ-2のようにな

った。比率の差についてχ2検定を行った結果，4 群の割合について学年間(χ2(6)=4.81，ns)に

有意なばらつきは見られなかった。 

 

3.2 技術評価観点の単純集計及び学年間の比較 

第 3章において 4つの評価対象技術を合算した場合の技術評価観点の集計を行っているため，

本章では，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対する技術評価時の各学年及び全体

における技術評価観点の平均値及び SDを抽出して単純集計した。整理したものを表Ⅳ-3に示

す。全体における平均値の上位 3項目は，「環境問題との関わり」が最も高く 3.47，「技術目

的」が 3.11，「運用上の制限」が 3.07 であった。平均値の下位 3 項目は，「法的規制とガイ

ドライン」が最も低く 2.01，「科学史的な背景や経過」が 2.07，「技術史的な背景や経過」が

2.15となった。 

表Ⅳ-2 各学年における意思決定別の人数と割合 

 

肯定群 否定群 葛藤 不明

1年生
(n=150)

12(8.0%) 125(83.3%) 12(8.0%) 1(0.7%)

2年生

(n=151)
15(9.9%) 116(76.8%) 18(11.9%) 2(1.3%)

3年生

(n=120)
13(10.8%) 91(75.8%) 16(13.3%) 0(0.0%)
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つぎに，学年間及び意思決定間(「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」)における各技術評価

観点の平均値の比較を行うために分散分析を行った。平均値に有意な差が認められた項目は，

学年間では「事故の危険性と事例」において，1年生(平均値：2.92，SD：1.00)＞3年生(2.49，

1.02) (F(2，418)=5.96， p <.01)，「法的規制とガイドライン」において，1年生(2.28，1.02)＞2

年生(1.93，0.90) (F(2，418)=5.07， p <.01)，「生産システムへの影響」において，1年生(2.81，

0.81)＞2年生(2.38，1.00) (F(2，418)=8.29， p <.01)の平均値に有意な差が認められ，学年間に

おける平均値の差異は 18 項目中 3 項目であった。また，意思決定間では，「科学史的な背景

や経過」において，「肯定群」(2.53，0.94)＞「否定群」(2.15，0.89) ≒ 「葛藤群」(1.85，0.70) 

(F(2， 415)=6.36， p <.01)，「技術史的な背景や経過」において，「肯定群」(2.55，0.75)＞「否

定群」(2.18，0.90) (F(2， 415)=3.27， p <.05)の平均値に有意な差が認められ，意思決定間にお

ける平均値の差異は 18 項目中 2 項目であった。次節では，否定的意思決定と肯定的意思決定

表Ⅳ-3 各学年及び全体における技術評価観点の平均値及び SD 

 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

環境問題との関わり 3.51 0.70 3.50 0.77 3.46 0.68 3.47 0.74

技術目的 3.13 0.72 3.17 0.84 3.18 0.75 3.11 0.77

運用上の制限 3.12 0.80 3.05 0.99 3.17 0.79 3.07 0.88

技術の将来展望 3.01 0.84 2.99 0.90 3.03 0.83 2.98 0.87

消費生活への影響 2.98 0.92 2.91 0.95 2.79 0.88 2.85 0.93

資源・材料 2.96 0.92 2.85 0.96 2.79 0.96 2.84 0.95

代替技術 2.77 0.92 2.77 1.02 2.64 0.99 2.72 0.97

事故の危険性と事例 2.92 1.00 2.73 1.02 2.49 1.02 2.70 1.03

人間による制御可能性 2.70 0.86 2.54 0.95 2.78 0.95 2.64 0.93

世論 2.66 0.94 2.60 0.93 2.66 1.03 2.61 0.98

生産システムへの影響 2.81 0.81 2.38 1.00 2.60 0.93 2.54 0.92

産業における経済的な効果 2.77 0.94 2.44 1.00 2.58 1.03 2.53 0.99

科学的な原理 2.61 0.83 2.50 0.87 2.53 0.91 2.48 0.86

ニーズ 2.55 0.95 2.50 0.97 2.52 0.96 2.45 0.94

流通システムへの影響 2.43 0.85 2.05 0.91 2.21 0.90 2.18 0.89

技術史的な背景や経過 2.24 0.92 2.22 0.93 2.14 0.84 2.15 0.89

科学史的な背景や経過 2.24 0.91 2.13 0.89 2.06 0.86 2.07 0.85

法的規制とガイドライン 2.28 1.02 1.93 0.90 2.05 1.01 2.01 0.97

※全体における平均値降順

1年 2年 3年 全体
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の差異に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するための判別分析を行う。 

 

3.3 「肯定」及び「否定」の意思決定に影響を与える技術評価観点の把握 

意思決定(「肯定」・「否定」)に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するために「否定群」，

「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析を行った。説明変

数である技術評価観点 18 項目から判別に有効でない技術評価観点を除去するために除去基準

p値を 0.20に設定し変数減少を繰り返し行い 80)，有意な判別関数(p <.01)が得られた。判別関

数に含まれた技術評価観点の中で，p <.10水準の有意傾向もしくは p <.05水準の有意であった

項目の標準化判別係数の値を両端に「否定群」，「肯定群」の重心を位置づけた。 

全体における判別分析の結果のうち，判別関数の有意性を表Ⅳ-4，技術評価観点の標準化判

別係数を表Ⅳ-5，肯定・否定群の重心と的中率を表Ⅳ-6に示す。 

有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「科学史的な背景や経過」(0.53)，

「資源・材料」(-0.74)であった。また，軸上で「肯定群」の重心はプラス側に，「否定群」の

重心はマイナス側に位置づけられた。このことから，全体における肯定的意思決定に対しては，

「科学史的な背景や経過」への着目度が影響すること，否定的意思決定に対しては「資源・材

料」への着目度が影響することがそれぞれ示された。 

表Ⅳ－4 全体における判別関数の有意性 

 
 

表Ⅳ-5 全体における技術評価観点の標準化判別係数 

 
 

表Ⅳ-6 全体における肯定・否定群の重心と的中率 

 

 

Wilksのλ χ
２
検定 p値

判別関数の有意性 0.96 χ
２

(4)=16.26 0.0010

技術評価観点 標準化判別係数 Wilksのλ F値 判定

科学史的な背景や経過 0.53 0.99 F (1，368)=2.99 †

技術史的な背景や経過 0.47 0.99 F (1，368)=2.36

資源・材料 -0.74 0.98 F (1，368)=8.34 ＊＊

＊＊ p <.01，† p <.10

重心 判別的中率

肯定派 0.61 64.46%

否定派 -0.07 65.00%

全体 64.52%
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同様の判別分析を各学年別に行った。各学年の判別関数の有意性を表Ⅳ-7 に，技術評価観

点の標準化判別係数を表Ⅳ-8に，肯定・否定群の重心及び的中率を表Ⅳ-9に示す。 

表より，1 年生における，有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「消費

生活への影響」(0.88)，「ニーズ」(-0.77)，「技術史的な背景や経過」(-0.47)であった。 

2 年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「科学史的な背景

表Ⅳ-7 各学年における判別関数の有意性 

 
 

表Ⅳ-8 各学年における技術評価観点の標準化判別係数 

 
 

表Ⅳ-9  各学年における「肯定群」「否定群」の重心と的中率 

 
 

学年 Wilksのλ χ2検定 p値

1年生 0.84 χ2
(4)=22.90 0.0001

2年生 0.84 χ2
(5)=22.10 0.0005

3年生 0.91 χ2
(3)=9.32 0.0253

標準化

判別係数

技術史的な背景や経過 -0.47 0.99 F (1,132)=3.92 ＊

事故の危険性と事例 0.32 0.99 F (1,132)=1.68

ニーズ -0.77 0.98 F (1,132)=9.13 ＊＊

消費生活への影響 0.88 0.92 F (1,132)=11.96 ＊＊

科学史的な背景や経過 0.56 0.95 F (1,125)=6.20 ＊

技術目的 0.70 0.94 F (1,125)=7.41 ＊＊

資源・材料 -0.69 0.94 F (1,125)=8.16 ＊＊

事故の危険性と事例 0.30 0.99 F (1,125)=1.74

環境問題との関わり -0.58 0.96 F (1,125)=5.20 ＊

科学史的な背景や経過 0.73 0.96 F (1,100)=4.12 ＊

人間による制御可能性 0.50 0.98 F (1,100)=1.83

資源・材料 -1.06 0.93 F (1,100)=7.82 ＊＊

＊＊ p <.01，＊ p <.05

2年生

肯定群
(n=15)

否定群
(n=116)

3年生

肯定群
(n=13)

否定群
(n=91)

学年 技術評価観点 Wilksのλ F値 判定

1年生

肯定群
(n=12)

否定群
(n=125)

1年生 0.13 (74.40%) －1.39 (83.33%) 75.18%

2年生 －0.16 (75.00%) 1.21 (80.00%) 75.00%

3年生 －0.12 (63.74%) 0.82 (61.54%) 63.46%

学年
否定群の重心
(判別的中率)

肯定群の重心
(判別的中率)

全体の
判別的中率
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や経過」(0.56)，「技術目的」(0.70)，「資源・材料」(-0.69)，「環境問題との関わり」(-0.58)

であった。3 年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「科学史

的な背景や経過」(0.73)，「資源・材料」(-1.06)であった。 

これらの判別分析の結果より，各学年において肯定的意思決定，否定的意思決定へ影響を及

ぼしていた技術評価観点を整理して表Ⅳ-10に示す。 

3.4 意思決定に影響を及ぼす技術評価観点に関する自由記述 

表Ⅳ-10 より，肯定的意思決定と否定的意思決定ではそれぞれに影響力の大きい技術評価観

点が異なることが把握された。具体的にそれぞれの意思決定を行った生徒の自由記述を以下に

示す。肯定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点である「技術史的な背景や経過」，

「科学史的な背景や経過」に関連した自由記述として『建築物は何百年も前に建てられたもの

であり，木材を使うことによって長持ちするので何回もつくらなくて済むから』，『日本は昔

から木材に関する技術が優れているし，山地が多く木の育成もしやすいと思うから』などが挙

げられていた。また，「技術目的」，「ニーズ」に関連した自由記述として，『木材は何十年

も長持ちして無駄遣いなどがないし，とても便利だから』，『木材を使用したものが今すぐな

くなると困るから』などの意見が挙げられた。 

これに対して否定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点については「消費生活への

影響」に関する自由記述として『木材の利用をやめることは，私たちの生活がもっと厳しくな

るのでゆっくりなれていくように利用を減らしていく』，『すぐ利用をやめたら生活が困難に

なってしまう』などの意見が挙げられた。また，「環境問題との関わり」，「資源・材料」に

関連して『どんなに技術が進んでも，材料がなければ意味がありません。環境問題をもっと訴

え，少しずつでもいいから木材を使うのを減らしていく』，『木材は温かみもあるし，すぐれ

た資源だと思うが，多く使ってしまうと，消費が育成などのスピードを上回ってしまい，森林

破壊されてしまうと思う』などの意見が挙げられた。 

表Ⅳ-10 各学年の意思決定に影響を及ぼす技術評価観点 

 

 

学年 否定群 肯定群

「技術史的な背景や経過」

「ニーズ」

「資源・材料」 「科学史的な背景や経過」

「環境問題との関わり」 「技術目的」
2年生

3年生 「科学史的な背景や経過」

1年生 「消費生活への影響」

「資源・材料」



第 4 章 「A.材料と加工の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応  

-53- 

 

3.5 考察 

以上の結果から，肯定的意思決定では，1年生は「技術史的な背景や経過」，「ニーズ」，2

年生は「科学史的な背景や経過」，「技術目的」，3 年生は「科学史的な背景や経過」の影響

が把握された。いずれの学年においても技術史もしくは科学史的な背景や経過を踏まえている

様相が確認される。このことについて関連する自由記述を検討したところ，森林資源を活用す

る技術が過去から現代へ長年培われていることや，森林資源を活用した建築物などの文化材に

ついて示されていることが確認された。これらのことから，肯定的意思決定を行う生徒は，「森

林資源を活用する技術の今後の在り方」に対して歴史的・文化的な視点から技術評価を行って

いたことが推察される。 

一方，否定的意思決定では，1年生は「消費生活への影響」，2年生は「資源・材料」，「環

境問題との関わり」，3 年生は「資源・材料」の影響が把握された。これらの様相は，1 年生

では身の回りの生活に対する影響などを中心に消費者の立場を踏まえる傾向があるが，2 年生

及び 3年生では技術の利用による森林資源や環境といったより広い社会に対する影響を踏まえ

る傾向が否定的意思決定に影響を与えていることが推察される。このことについて関連する自

由記述を検討したところ，身の回りの製品がなくなるといった日常生活への影響や，環境問題

の引き金となることなどが示されていることが確認された。肯定的意思決定を行う生徒に比べ

ると，時系列を踏まえた視点に比べて現実社会を見据えた問題に対する見方をしていると捉え

ることができる。このことから，否定的意思決定を行う生徒は，発達段階に応じて，現実的課

題憂慮の視点から技術評価を行っていたことが推察される。 

以上のように，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対して生徒に技術評価をさせ

た場合，歴史的・文化的な視点と現実的課題憂慮の視点という二つの反応が生じることが示唆

された。 

 

4. まとめ 

以上，本章では「A.材料と加工の技術」の学習における技術評価課題「森林資源を活用する

技術の今後の在り方」に対する中学生の反応を詳細に分析した。その結果，以下の知見が得ら

れた。 

1) 「森林資源を活用する技術の今後の利用」に対する意思決定の比率は，「否定群」78.9%，

「葛藤群」10.9%，「肯定群」9.5%，「不明群」0.7%となり，各学年における意思決定の

割合に有意な差は認められなかった。  
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2) 「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析

を行った。その結果， 肯定的意思決定では，1年生では「技術史的な背景や経過」と「ニ

ーズ」，2 年生では「科学史的な背景や経過」と「技術目的」，3 年生では「科学史的な

背景」の着目が把握された。いずれの学年においても技術史もしくは科学史的な背景に着

目する傾向が認められ，歴史的・文化的な視点が意思決定に重要な役割を果たしているこ

とが示唆された。 

3) これに対して否定的意思決定では，1年生では「消費生活への影響」， 2年生では「環境

問題との関わり」と「資源・材料」，3 年生では「資源・材料」の着目が把握された。1

年生では身の回りの生活の影響といった一消費者として技術評価を行う傾向が，2 年生及

び3年生では森林資源や環境といったより広い社会に対する影響に着目する傾向が認めら

れ，現実的課題憂慮の視点が意思決定に重要な役割を果たしていることが示唆された。 

これらの結果から，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」を取り上げて技術評価課題

を実践する場合には，歴史的・文化的な視点と現実的課題憂慮の視点の両視点を偏りなく着目

させる必要性が示唆された。一方で，これらの反応は，双方ともに視点が限定的であり，森林

資源を活用する技術の光と影の両面性を適切に見極めるという点では十分ではない。2 年生の

肯定的意思決定において「技術目的」への着目度の影響が認められているものの，総じて時系

列や現実的問題といった観点の影響が強く，技術の仕組みや代替技術といった技術的な観点に

ついての着目度が弱いことは，技術教育で技術評価に関する授業モデルにおいて取り組むべき

課題として考えられる。これらを踏まえると，少なくとも森林資源を活用する技術を取り上げ

た技術評価の学習を行う場合には，教師の提供する情報が歴史的・文化的な視点，現実的課題

憂慮の視点のいずれかに偏ることのないように留意すること，実践的・体験的な活動を通して

生徒が技術的な観点に気付き，技術評価の際にその観点を働かせられるような題材の流れが求

められよう。 

本章の知見は「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対する生徒の技術評価時の反応

を把握したものであり，内容「A.材料と加工の技術」における技術評価力育成に向けた指針と

捉えることができる。引き続き次章では，内容「B.生物育成の技術」を対象とした分析を進め

る。 
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第 5章 「B.生物育成の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

 

1. 目的 

第 4章に続き本章では，内容「B.生物育成の技術」における技術評価課題である「遺伝子組

み換え技術の今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を検討する。 

 

2. 研究の方法 

2.1 分析対象 

第 3章で実施した調査のうち，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」について回答した 1

～3年生計 481名の有効回答者 436名(有効回答率 90.6%)のデータを分析対象とした。各学年

の人数及び各学年における「B.生物育成の技術」の履修者の人数を表Ⅴ-1に示す。 

 

2.2 分析の手続き 

本章で分析対象とする「B.生物育成の技術」における技術評価課題は，遺伝子組み換え作物

の流通が増加する一方で，生体系や人体に対する危険性に関わる問題が取り沙汰されている現

状を踏まえて遺伝子組み換え技術の今後の在り方について問うものである。前章と同様に，こ

の課題に対して意思決定する際に着目した技術評価観点の平均値を求め，学年間，意思決定間

(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」)における差異について分散分析を用いて検討した。

その後，意思決定間(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」，「不明群」)の割合を単純集

計した後に各学年の割合の差異についてχ2 検定を行った。また，肯定的意思決定と否定

的意思決定に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するために，「肯定群」，「否定群」

の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする，判別分析を行った。 

 

 

表Ⅴ-1 調査対象者の内訳 

 

1年生 2年生 3年生 合計

履修前 132 101 26 259

履修済み 0 73 149 222

合計 132 174 175 481
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3. 結果と考察 

3.1 意思決定の状況 

第 3章で示した通り，全体における「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する意思決

定の割合は，「否定群」が 48.6%と最も多く，次いで「肯定群」が 31.0%，「葛藤群」が 17.7%，

「不明群」が 2.8%であった。本章では，これを学年別に集計した。その結果，各学年の「否

定群」，「肯定群」，「葛藤群」，「不明群」の 4 群の割合の比率は表Ⅴ-2 のようになった。

比率の差についてχ2検定を行った結果，4 群の割合について学年間(χ2(6)=5.77，ns)に有意な

ばらつきは見られなかった。 

3.2 技術評価観点の単純集計及び学年間の比較  

「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する技術評価時の各学年及び全体における各技

術評価観点の平均値及び SDを抽出して単純集計した。整理したものを表Ⅴ-3に示す。全体に

おける平均値の上位 3項目は，「運用上の制限」が最も高く 3.26，「技術目的」が 3.25，「消

費生活への影響」が 3.17 であった。平均値の下位 3 項目は，「法的規制とガイドライン」が

最も低く 2.03，「技術史的な背景や経過」が 2.06，「科学史的な背景や経過」が 2.07となっ

た。 

つぎに，学年間及び意思決定間(「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」)における各技術評価

観点の平均値の比較を行うために分散分析を行った。平均値に有意な差が認められた項目は，

学年間では「科学史的な背景や経過」において，1年生(平均値：2.22，SD：0.87)＞3年生(1.92，

0.84) (F(2, 433)=4.54，p <.05)，「運用上の制限」において 2年生(3.40，0.74)＞3年生(3.13，0.92) 

(F(2, 433) =4.03，p <.05)の平均値に有意な差が認められ，学年間における平均値の差異は 18項

目中 2 項目であった。また，意思決定間では，「技術の将来展望」において「肯定群」(3.26，

0.86)＞「葛藤群」(2.92，0.89) (F(2, 421)=3.95，p <.05)に平均値に有意な差が認められ，意思決

定間における平均値の差異は 18 項目中 1 項目であった。次節では，否定的意思決定と肯定的

意思決定の差異に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するための判別分析を行う。 

表Ⅴ-2 各学年における意思決定別の人数と割合 

 

肯定群 否定群 葛藤 不明

1年生
(n=119)

32(26.9%) 64(53.8%) 19(16.0%) 4(3.4%)

2年生

(n=159)
44(27.7%) 80(50.3%) 31(19.5%) 4(2.5%)

3年生

(n=158)
59(37.3%) 68(43.0%) 27(17.1%) 4(2.5%)
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3.3 「肯定」及び「否定」の意思決定に影響を与える技術評価観点の把握 

前章と同様に，意思決定の質的な差異に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するために

「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析を行

った。説明変数である技術評価観点 18 項目から判別に有効でない技術評価観点を除去するた

めに除去基準 p値を 0.20に設定し変数減少を繰り返し行い，有意な判別関数(p <.01)が得られ

た。判別関数に含まれた技術評価観点の中で，p <.10水準の有意傾向もしくは p <.05水準の有

意であった項目の標準化判別係数の値を両端に「否定群」，「肯定群」の重心を位置づけた。 

全体における判別分析の結果のうち，判別関数の有意性を表Ⅴ-4，技術評価観点の標準化判

別係数を表Ⅴ-5，肯定・否定群の重心と的中率を表Ⅴ-6に示す。 

有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「技術目的」(0.75)，「技術の将

来展望」(0.59)，「運用上の制限」(－0.77)であった。また，軸上で「肯定群」の重心はプラス

側に，「否定群」の重心はマイナス側に位置づけられた。このことから，肯定的意思決定に対

表Ⅴ-3 全体及び各学年における技術評価観点の平均値及び SD 

 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

運用上の制限 3.23 0.92 3.40 0.74 3.13 0.92 3.26 0.86

技術目的 3.17 0.85 3.36 0.81 3.19 0.84 3.25 0.83

消費生活への影響 3.08 0.98 3.21 0.92 3.18 0.90 3.17 0.93

事故の危険性と事例 3.09 1.03 3.23 0.91 3.09 0.89 3.14 0.94

技術の将来展望 3.09 0.88 3.16 0.87 3.00 0.90 3.08 0.89

環境問題との関わり 3.01 1.01 3.13 0.91 3.00 1.01 3.05 0.97

生産システムへの影響 2.91 1.01 3.00 0.91 2.80 0.97 2.90 0.96

ニーズ 2.74 1.00 2.96 0.90 2.80 1.00 2.84 0.96

産業における経済的な効果 2.92 1.03 2.88 0.91 2.72 1.00 2.83 0.98

科学的な原理 2.79 0.79 2.89 0.82 2.67 0.83 2.78 0.82

人間による制御可能性 2.76 0.96 2.72 0.96 2.80 0.94 2.76 0.95

世論 2.77 0.95 2.78 0.97 2.72 0.94 2.75 0.95

資源・材料 2.37 1.02 2.41 1.03 2.39 0.95 2.39 0.99

流通システムへの影響 2.42 0.99 2.26 0.92 2.27 0.94 2.31 0.94

代替技術 2.44 0.93 2.17 0.96 2.25 0.96 2.27 0.95

科学史的な背景や経過 2.22 0.87 2.11 0.86 1.92 0.84 2.07 0.86

技術史的な背景や経過 2.13 0.94 2.04 0.92 2.01 0.86 2.06 0.90

法的規制とガイドライン 1.97 0.93 2.11 0.99 1.98 0.93 2.03 0.95

※全体における平均値降順

1年 2年 3年 全体
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しては，「技術目的」と「技術の将来展望」への着目度が影響すること，否定的意思決定に対

しては「運用上の制限」への着目度が影響することがそれぞれ示された。つぎに，同様の判別

分析を各学年別に行った。各学年の判別関数の有意性を表Ⅴ-7に，技術評価観点の標準化判別

係数を表Ⅴ-8に，「肯定群」及び「否定群」の重心及び的中率を表Ⅴ-9に示す。表より，1年

生における，有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「運用上の制限」(0.64)，

「消費生活への影響」(0.56)，「技術目的」(－0.55)，「流通システムへの影響」(－0.57)であ

った。 

2 年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「ニーズ」(0.52)，

「技術の将来展望」(0.57)，「法的規制とガイドライン」(－0.66)，「運用上の制限」(－0.60)

であった。 

3年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「世論」(0.64)，「環

境問題との関わり」(0.58)，「ニーズ」(0.56)，「生産システムへの影響」(－0.77)であった。 

これらの判別分析の結果より，各学年において肯定的意思決定，否定的意思決定へ影響を及ぼ

していた技術評価観点を整理して表Ⅴ-10に示す。 

 

表Ⅴ-4 全体における判別関数の有意性 

 

 
表Ⅴ-5 全体における技術評価観点の標準化判別係数 

 
 

表Ⅴ-6 全体における肯定・否定群の重心と的中率 

 
 

Willksのλ χ2検定 p値

判別関数の有意性 0.96 χ2
(4)=15.40 0.0039

技術評価観点 標準化判別係数 Wilksのλ F値 判定

技術目的 0.75 0.98 F (1,342)=5.73 ＊

運用上の制限 -0.77 0.98 F (1,342)=6.53 ＊

技術の将来展望 0.59 0.99 F (1,342)=3.85 †

世論 -0.42 0.99 F (1,342)=2.09

＊ p <.05，† p <.10

重心 判別的中率

肯定派 0.27 63.70%

否定派 -0.17 54.72%

全体 58.21%
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表Ⅴ-7 各学年における判別関数の有意性 

 

 

表Ⅴ-8 各学年における技術評価観点の標準化判別係数 

 
 

表Ⅴ-9 全体における「肯定群」「否定群」の重心と的中率 

 
 

学年 Wilksのλ χ2検定 p値

1年生 0.81 χ
2
(6)=19.67 0.0032

2年生 0.89 χ
2
(6)=14.02 0.0294

3年生 0.90 χ
2
(6)=13.23 0.0396

標準化

判別係数

技術目的 -0.55 0.96 F (1, 89)=3.88 †

運用上の制限 0.64 0.95 F (1, 89)=4.75 ＊

ニーズ -0.36 0.98 F (1, 89)=1.80

生産システムへの影響 0.40 0.98 F (1, 89)=2.03

流通システムへの影響 -0.57 0.96 F (1, 89)=4.04 ＊

消費生活への影響 0.56 0.96 F (1, 89)=3.57 †

科学的な原理 0.47 0.98 F (1, 117)=2.34

運用上の制限 -0.60 0.97 F (1, 117)=3.43 †

技術史的な背景や経過 0.43 0.98 F (1, 117)=2.17

技術の将来展望 0.57 0.97 F (1, 117)=3.51 †

ニーズ 0.52 0.97 F (1, 117)=3.12 †

法的規制とガイドライン -0.66 0.96 F (1, 117)=4.83 ＊

技術目的 -0.47 0.98 F (1, 120)=2.17

資源・材料 -0.45 0.98 F (1, 120)=2.08

ニーズ 0.56 0.98 F (1, 120)=3.02 †

世論 0.64 0.97 F (1, 120)=3.13 †

環境問題との関わり 0.58 0.97 F (1, 120)=3.38 †

生産システムへの影響 -0.77 0.96 F (1, 120)=4.37 ＊

　　　　　　＊ p <.05，† p <.10

2年生

肯定群

(n=44)

否定群

(n=80)

3年生

肯定群

(n=59)

否定群

(n=68)

学年 技術評価観点 Wilksのλ F値 判定

1年生

肯定群

(n=32)

否定群

(n=64)

1年生 0.34 (65.63%) －0.69(75.00%) 68.75%

2年生 －0.26 (65.00%) 0.47(61.36%) 63.71%

3年生 0.31(66.18%) －0.36(62.71%) 64.57%

学年
否定群の重心
(判別的中率)

肯定群の重心
(判別的中率)

全体の
判別的中率
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表Ⅴ-10 より，肯定及び否定的意思決定に影響を示す技術評価観点はそれぞれ異なっている

ことが認められた。また，肯定及び否定の意思決定に影響を示す技術評価観点について学年間

を比較すると，否定的意思決定で 1 年生と 2 年生に「運用上の制限」が同様に把握されたが，

それ以外が異なっており，同じ意思決定を下す場合においても学年が異なることによって影響

を示す技術評価観点に違いがあることが示唆された。 

次節では上記の結果を踏まえ「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する生徒の反応を

考察するための自由記述を示す。 

 

3.4 意思決定に影響を及ぼす技術評価観点に関する自由記述 

表Ⅴ-10 より，肯定的意思決定と否定的意思決定それぞれに影響力の大きい技術評価観点が

異なる傾向が示唆された。具体的にそれぞれの意思決定を行った生徒の自由記述を以下に示す。

肯定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点である「技術目的」，「技術の将来展望」と

して『今はない新しい野菜をつくることができる』，『発展させていくうちに新しい物質や新し

い発見が見つかるかもしれない。それに対して虫の生態もわかっていくかもしれない』などが

挙げられていた。また，「流通システムへの影響」，「生産システムへの影響」，「ニーズ」とし

て『農家の数，日本の食料自給率が減っている分効率的で生産量が多く，農家の人たちの負担

が少ない作物が必要とされているから』，『環境によく日本に食料を効率よくいっぱいつくるこ

とによって運ぶ人売る人色々な経済に効果があると思う。』などが挙げられていた。これに対

して否定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点については「運用上の制限」，「消費生

活への影響」，「ニーズ」として『危険な可能性があるかもしれないので食べたくないし，食べ

たくない人がたくさんいると思うから』，『はっきりと安全かどうかわからないし，消費者の健

康が一番大切だから』などが挙げられていた。また，「法的規制とガイドライン」，「世論」，「環

境問題との関わり」については『人間が自然界にないものを生み出すことは自然の生態系その

表Ⅴ-10 各学年の意思決定に影響を及ぼす技術評価観点 

 
 

学年 否定群 肯定群

「消費生活への影響」 「流通システムへの影響」

「運用上の制限」 「技術目的」

「運用上の制限」 「ニーズ」

「法的規制とガイドライン」 「技術の将来展望」

「世論」，「ニーズ」

「環境問題との関わり」

2年生

3年生 「生産システムへの影響」

1年生
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ものを壊してしまうと思います』，『多くの商品に「こちらの商品は遺伝子組み換えではありま

せん」と書いていてあまり良いものではないと思うから』などが挙げられていた。 

 

3.5 考察 

以上の結果，肯定的意思決定では，1年生は「流通システムへの影響」と「技術目的」，2年

生は「ニーズ」と「技術の将来展望」，3年生は「生産システムへの影響」の影響が把握された。

これらの様相は，1 年生では，新しいものが生み出されることや流通する量について考えてい

たものが，2 年生では遺伝子組み換え技術の必要性や将来について目を向けて，3 年生では農

家の負担軽減といった生産者側の立場を踏まえて技術評価を行っていたことが推察される。こ

のことについて関連する自由記述を検討したところ，遺伝子組み換え技術の利用による遺伝子

組み換え作物の流通量が増加することや生産者の立場を踏まえたメリット，経済的な効果につ

いて示されていることが確認された。これらのことから，肯定的意思決定を行う生徒は，「遺

伝子組み換え技術の今後の在り方」に対して生産・経済活動の視点から技術評価を行っていた

ことが推察される。 

一方，否定的意思決定では，1 年生は「消費生活への影響」と「運用上の制限」に，2 年生

は「運用上の制限」と「法的規制とガイドライン」に，3 年生は「世論」，「ニーズ」，「環境問

題との関わり」の影響が把握された。これらの様相は，1 年生では，一消費者の立場で考えて

いたものが，2 年生では世の中の決まりに目を向け，3 年生では世の中の意見や環境問題など

より広い視野で技術評価を行っていたことが推察される。このことについて関連する自由記述

を検討したところ，遺伝子組み換え技術の利用によって，遺伝子組み換え作物の危険性や消費

者の安全性とともに，生態系や世論の意見を参照していることが示されていた。肯定的意思決

定を行う生徒に比べると生産や流通といった遺伝子組み換え技術を扱う側の視点は弱く，遺伝

子組み換え技術の活用によって，消費者のニーズが満たされないことや社会に与える影響を一

市民として着目していると捉えることができる。このことから，否定的意思決定を行う生徒は，

「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対して消費・社会的影響の視点から技術評価を行っ

ていたことが推察される。 

以上のように，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対して生徒に技術評価をさせた場

合，生産・経済活動の視点と消費・社会的影響の視点という二つの反応が生じることが示唆さ

れた。 
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4. まとめ 

以上，本章では「B.生物育成の技術」の学習における技術評価課題「遺伝子組み換え技術の

今後の在り方」に対する中学生の反応を詳細に分析した。その結果，以下の知見が得られた。 

1) 「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する意思決定の比率は，「否定群」(48.6%)，

「肯定群」(31.0%)，「葛藤群」(17.7%)，「不明群」(2.8%)となり学年間に顕著な差は認

められなかった。 

2) 「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析

を行った。その結果，肯定的意思決定では，1 年生では「流通システムへの影響」と「技

術目的」，2 年生では「ニーズ」と「技術の将来展望」，3 年生では「生産システムへの

影響」の着目が把握された。1年生では生産量の増加といった流通に目を向けていたが，2

年生では，技術の目的や将来のことを踏まえ，3 年生では生産者の立場を踏まえ技術評価

を行う傾向が認められ，生産・経済活動の視点が意思決定に重要な役割を果たしているこ

とが示唆された。 

3) これに対して否定的意思決定では，1年生では「消費生活への影響」と「運用上の制限」，

2年生では「運用上の制限」と「法的規制とガイドライン」，3年生では「ニーズ」，「世

論」，「環境問題との関わり」の着目が把握された。1 年生では一消費者として技術評価

を行う傾向，2年生では制限や注意点，ガイドラインといった社会での在り方に目を向け，

3 年生では世論や環境といったより広い社会への着目する傾向が認められ，消費・社会的

影響の視点が意思決定に重要な役割を果たしていることが示唆された。 

これらの結果から，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げて技術評価課題を実

践する場合には，生産・経済活動の視点と消費・社会的影響の視点の両視点を偏りなく着目さ

せる必要性が示唆された。また，肯定及び否定的意思決定ともに学年間で技術評価時における

着目している技術評価観点が異なることが示唆された。このことから生産・経済活動の視点と

消費・社会的影響の視点を踏まえた上で，教員は対象学年に応じて指導の力点を変容する必要

性が考えられる。次章では，内容「C.エネルギー変換の技術」を対象とする。 
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第 6章 「C.エネルギー変換の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

 

1. 目的 

第 4章，第 5章に続き，本章では内容「C.エネルギー変換の技術」における技術評価課題で

ある「原子力発電の今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を検討する。 

   

2. 研究の方法 

2.1 分析対象 

第 3 章で実施した調査のうち，「原子力発電の今後の在り方」について回答した 1～3 年生

計 488名の有効回答者 460名(有効回答率 94.3%)のデータを分析対象とした。各学年の人数及

び各学年における「C.エネルギー変換の技術」の履修者の人数を表Ⅵ-1に示す。 

 

2.2 分析の手続き 

本章で分析対象とする「C.エネルギー変換の技術」における技術評価課題は，国内の電力供

給における発電方法が東日本大震災を経て大きく変容したことを取り上げ，原子力発電の今後

の在り方について問うものである。前章と同様に，この課題に対して意思決定する際に着目し

た技術評価観点の平均値を求め，学年間，意思決定間(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」)にお

ける差異について分散分析を用いて検討した。その後，意思決定間(「肯定群」，「否定群」，「葛

藤群」，「不明群」)の割合を単純集計した後に各学年の割合の差異についてχ2 検定を行った。

また，肯定的意思決定と否定的意思決定に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するために，

「肯定群」，「否定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする，判別分析を行

った。 

 

 

表Ⅵ-1 調査対象者の内訳 

 

1年生 2年生 3年生 合計

履修前 171 173 77 421

履修済み 0 0 67 67

合計 171 173 144 488
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3. 結果と考察 

3.1 意思決定の状況 

第 3章で示した通り，全体における「原子力発電の今後の在り方」に対する意思決定の割合

は，「否定群」が 67.8%と最も多く，次いで「肯定群」が 16.5%，「葛藤群」が 12.2%，「不

明群」が 3.5%であった。本章では，これを学年別に集計した。その結果，各学年の「否定群」，

「肯定群」，「葛藤群」，「不明群」の 4群の割合の比率は表Ⅵ-2のようになった。比率の差

についてχ2検定を行った結果，4群の割合について学年間(χ2(6)=10.42，ns)に有意なばらつき

は見られなかった。 

3.2 技術評価観点の単純集計及び学年間の比較 

各学年及び全体における技術評価観点の平均値及び SD を単純集計した。整理したものを表

Ⅵ-3 に示す。全体における平均値の上位 3 項目は，「事故の危険性と事例」が最も高く 3.33，

「環境問題との関わり」が 3.31，「運用上の制限」が 3.30であった。平均値の下位 3項目は，

「技術史的な背景や経過」が最も低く 2.06，「科学史的な背景や経過」が 2.13，「法的規制と

ガイドライン」が 2.20となった。 

つぎに，学年間及び意思決定間(「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」)における各技術評価

観点の平均値の比較を行うために分散分析を行った。平均値に有意な差が認められた項目は，

学年間では「技術目的」において，2年生(平均値：3. 26，SD：0.79)＞3年生(3.02，0.84) (F(2，

457)=3.83 ，p <.05)，「生産システムへの影響」において，2年生(2.82，0.93)＞3年生(2.52，

0.98) (F(2，457)=3.58 ，p <.05)の平均値に有意な差が認められ，学年間における平均値の差異は

18項目中 2項目であった。また，意思決定間では，「代替技術」において，「否定群」(2.96，

0.97)＞「肯定群」(2.65，0.91) (F(2， 441)=3.61 ，p <.05)の平均値に有意な差が認められ，意思

決定間における平均値の差異は 18 項目中 1 項目であった。次節では，否定的意思決定と肯定

的意思決定の差異に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握するための判別分析を行う。 

 

表Ⅵ-2 各学年における意思決定別の人数と割合 

 

肯定群 否定群 葛藤 不明

1年生
(n=158)

22(13.9%) 119(75.3%) 13(8.2%) 4(2.5%)

2年生

(n=170)
34(20.0%) 102(60.0%) 28(16.5%) 6(3.5%)

3年生

(n=132)
20(15.2%) 91(68.9%) 15(11.4%) 6(3.5%)
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3.3 「肯定」及び「否定」の意思決定に影響を与える技術評価観点の把握 

前章と同様に，意思決定(「肯定」・「否定」)に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握する

ために「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分

析を行った。説明変数である技術評価観点 18 項目から判別に有効でない技術評価観点を除去

するために除去基準 p値を 0.20に設定し変数減少を繰り返し行い，有意な判別関数(p <.01)が

得られた。判別関数に含まれた技術評価観点の中で，p <.10 水準の有意傾向もしくは p <.05

水準の有意であった項目の標準化判別係数の値を両端に「否定群」，「肯定群」の重心を位置

づけた。 

全体における判別分析の結果のうち，判別関数の有意性を表Ⅵ-4，技術評価観点の標準化判

別係数を表Ⅵ-5，肯定・否定群の重心と的中率を表Ⅵ-6に示す。有意な判別関数に含まれる項

目とその標準化判別係数は，「技術目的」(-0.71)，「代替技術」(0.77)であった。また，軸上

表Ⅵ-3 全体及び各学年における技術評価観点の平均値及び SD 

 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

事故の危険性と事例 3.34 0.87 3.36 0.80 3.27 0.84 3.33 0.83

環境問題との関わり 3.34 0.89 3.28 0.89 3.30 0.88 3.31 0.89

運用上の制限 3.27 0.78 3.32 0.84 3.33 0.76 3.30 0.79

技術目的 3.23 0.78 3.26 0.79 3.02 0.84 3.18 0.81

技術の将来展望 3.06 0.89 3.19 0.81 3.08 0.80 3.12 0.84

消費生活への影響 3.06 0.91 3.11 0.88 3.17 0.80 3.11 0.87

資源・材料 3.03 0.90 3.01 0.92 2.86 0.97 2.97 0.93

世論 2.78 0.93 3.04 0.95 2.86 1.04 2.90 0.97

代替技術 2.89 0.94 2.84 0.98 2.80 1.03 2.84 0.98

産業における経済的な効果 2.80 0.92 2.84 1.02 2.83 0.95 2.82 1.67

科学的な原理 2.79 0.81 2.79 0.89 2.69 0.87 2.76 0.86

生産システムへの影響 2.70 0.94 2.82 0.93 2.52 0.98 2.69 0.96

人間による制御可能性 2.57 0.91 2.64 0.90 2.83 0.95 2.67 0.92

ニーズ 2.59 0.86 2.65 0.94 2.67 0.82 2.64 0.88

流通システムへの影響 2.35 0.97 2.42 0.89 2.35 1.26 2.38 1.04

法的規制とガイドライン 2.27 0.89 2.16 0.97 2.15 0.89 2.20 0.92

科学史的な背景や経過 2.16 0.71 2.14 0.90 2.09 0.87 2.13 0.83

技術史的な背景や経過 2.05 0.78 2.08 0.91 2.04 0.89 2.06 0.86

※全体における平均値降順

1年 2年 3年 全体
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で「肯定群」の重心はマイナス側に，「否定群」の重心はプラス側に位置づけられた。このこ

とから，全体における肯定的意思決定に対しては，「技術目的」への着目度が影響すること，

否定的意思決定に対しては「代替技術」への着目度が影響することがそれぞれ示された。 

同様の判別分析を各学年別に行った。各学年の判別関数の有意性を表Ⅵ-7に，技術評価観点

の標準化判別係数を表Ⅵ-8に，肯定・否定群の重心及び的中率を表Ⅵ-9に示す。表より，1年

生における，有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「代替技術」(-0.55)，

「資源・材料」(-0.65)であった。2 年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化

判別係数は，「しくみや科学的な原理」(0.59)，「技術の将来展望」(0.48)，「人間による制御

可能性」(-0.65)，「世論」(-0.78)，「流通システムへの影響」(0.67)であった。3年生における

有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「技術目的」(0.54)，「代替技術」(-0.62)，

「事故の危険性と事例」(-0.82)，「法的規制とガイドライン」(0.49)，「消費生活への影響」(0.55)

であった。これらの判別分析の結果より，各学年において肯定的意思決定，否定的意思決定へ

影響を及ぼしていた技術評価観点を整理して表Ⅵ-10に示す。 

表Ⅵ-7 各学年における判別関数の有意性 

 

 

学年 Wilksのλ χ2検定 p値

1年生 0.89 χ2
(5)=15.40 0.0088

2年生 0.81 χ2
(5)=27.38 0.0000

3年生 0.86 χ2
(5)=16.28 0.0061

表Ⅵ-4 全体における判別関数の有意性 

 

 

表Ⅵ-5 全体における技術評価観点の標準化判別係数 

 

 

表Ⅵ-6 全体における肯定・否定群の重心と的中率 

 

 

Willksのλ χ2検定 p値

判別関数の有意性 0.95 χ2
(4)=21.62 0.0002

技術評価観点 標準化判別係数 Wilksのλ F値 判定

技術目的 -0.71 0.98 F (1,383)=8.49 ＊＊

代替技術 0.77 0.97 F (1,383)=10.80 ＊＊

＊＊ p <.01

重心 判別的中率

肯定派 -0.49 56.58%

否定派 0.12 66.99%

全体 64.95%
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表Ⅵ-8 各学年における技術評価観点の標準化判別係数 

 

 

表Ⅵ-9 全体における「肯定群」「否定群」の重心と的中率 

 
 

表Ⅵ-10 各学年の意思決定に影響を及ぼす技術評価観点 

 
 

 

標準化

判別係数

しくみや科学的な原理 0.47 0.98 F (1,135)=2.36

技術目的 0.48 0.98 F (1,135)=2.60

代替技術 -0.55 0.97 F (1,135)=3.87 †

人間による制御可能性 0.37 0.99 F (1,135)=1.84

資源・材料 -0.65 0.96 F (1,135)=5.01 ＊

しくみや科学的な原理 0.59 0.95 F (1,129)=6.13 ＊

技術の将来展望 0.48 0.96 F (1,129)=5.00 ＊

人間による制御可能性 -0.65 0.93 F (1,129)=9.10 ＊＊

世論 -0.78 0.92 F (1,129)=10.64 ＊＊

流通システムへの影響 0.67 0.92 F (1,129)=9.77 ＊＊

技術目的 0.54 0.97 F (1,105)=3.64 †

代替技術 -0.62 0.96 F (1,105)=4.04 ＊

事故の危険性と事例 -0.82 0.93 F (1,105)=7.31 ＊＊

法的規制とガイドライン 0.49 0.97 F (1,105)=3.15 †

消費生活への影響 0.55 0.97 F (1,105)=3.60 †

　　　　　　　　　　　　　＊＊ p <.01，＊ p <.05，† p <.10

2年生

肯定群

(n=34)

否定群

(n=101)

3年生

肯定群

(n=20)

否定群

(n=91)

学年 技術評価観点 Wilksのλ F値 判定

1年生

肯定群

(n=22)

否定群

(n=119)

1年生 －0.15 (68.07%) 0.80 (63.64%) 67.38%

2年生 －0.28 (79.21%) 0.83 (70.60%) 77.04%

3年生 －0.19 (73.63%) 0.86 (65.00%) 72.07%

学年
否定群の重心
(判別的中率)

肯定群の重心
(判別的中率)

全体の
判別的中率

学年 否定群 肯定群

「代替技術」

「資源・材料」

「しくみや科学的な原理」

「技術の将来展望」

「流通システムへの影響」

「代替技術」

「事故の危険性と事例」

2年生

3年生
「技術目的」，「消費生活への影響」

「法的規制とガイドライン」

1年生 なし

「人間による制御可能性」

「世論」
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3.4 意思決定に影響を及ぼす技術評価観点に関する自由記述 

表Ⅵ-10 より，肯定的意思決定と否定的意思決定ではそれぞれに影響力の大きい技術評価観

点が異なることが把握された。具体的にそれぞれの意思決定を行った生徒の自由記述を以下に

示す。肯定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点である「しくみや科学的な原理」，

「技術目的」，「消費生活への影響」，「流通システムへの影響」に関連した自由記述として

『火力発電に比べて安く電気ができるから』，『少ない燃料で大電力の発電が可能でこれから

の生活であった方がいいと思うので少々のリスクはあると思うが仕方ない』などの意見が挙げ

られた。また，「法的規制とガイドライン」，「技術の将来展望」では『厳しい安全確認が行

われて安全な活断層の場所にこれから増やしていけばいい』などの意見が挙げられた。 

これに対しては，否定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点については，「代替技

術」，「資源・材料」に関連した自由記述では『放射性物質の発生はとても危険性があると思

うし自然に優しい太陽光発電もあるから』などの意見が挙げられていた。また，「事故の危険

性と事例」，「人間による制御可能性」，「世論」として『安全性が高くなったと言ってるけ

ど，次どんな地震，津波とかが来るかもわからないのに(最近だと南海トラフ)とか再稼働をす

ると東日本みたいな事になって，それからやめても手遅れだと思う』，『リスクがあるし人が

住めなくなってしまう可能性があるので減らした方がいいと思ったから』などの意見が挙げら

れていた。 

 

3.5 考察 

以上の結果，肯定的意思決定では，1 年生では影響を示す技術評価観点は把握されず，2 年

生では「しくみや科学的な原理」，「技術の将来展望」，3年生では「技術目的」，「法的規制とガ

イドライン」，「消費生活への影響」の影響が把握された。これらの様相は，1 年生については

原子力発電に対する知識が少なくレディネスとして捉えられる特徴がなかったことが推察さ

れる。2 年生，3 年生では仕組みや目的，将来的な発展を踏まえて技術評価を行っていたこと

が推察される。このことについて関連する自由記述を検討したところ，他発電と比べた将来を

見据えたメリットや，リスク管理に対する期待について示されていることが確認された。これ

らのことから，肯定的意思決定を行う生徒は，「原子力発電の今後の在り方」に対してリスク

管理・技術発展の視点から技術評価を行っていたことが推察される。 

一方，否定的意思決定では，1年生は「代替技術」，「資源・材料」，2年生では「人間による

制御可能性」，「世論」，3 年生では「代替技術」，「事故の危険性と事例」の影響が把握された。
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学年間によって着目している技術評価観点に違いが認められるものの，人間による管理が行き

届かなったことや他発電方法，世論などに着目していることから，その背景には福島第一原発

事故のような過去の事故事例を参照としていることが推察される。このことについて関連する

自由記述を検討したところ，東日本大震災による原発事故の事例や放射性物質の危険性に着目

するとともに，今後の安全性に対して疑問視していることが同時に示されていた。肯定的意思

決定を行う生徒に比べると，リスク管理や技術の発展といった視点は弱く，過去の事故事例や

予期せぬトラブルによる危険性を想定しながらリスクを最小限に抑えるようなリスク回避・現

状維持の視点から技術評価を行っていたことが推察される。 

以上のように，「原子力発電の今後の在り方」に対して生徒に技術評価をさせた場合，リス

ク管理・技術発展の視点とリスク回避・現状維持の視点という二つの反応が生じることが示唆

された。 

 

4. まとめ 

以上，本章では「C.エネルギー変換の技術」の学習における技術評価課題「原子力発電の今

後の在り方」に対する生徒の反応を把握した。その結果，本調査の条件下で，以下の知見が得

られた。 

1) 「原子力発電の今後の在り方」に対する意思決定の比率は，「否定群」67.8%，「肯定群」

16.5%，「葛藤群」12.2%，「不明群」3.5%となり，学年間における意思決定の割合に有

意な差は認められなかった。  

2) 「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析

を行った。その結果，肯定的意思決定では，1 年生では有意な判別係数を示す項目はなか

ったが， 2年生では「しくみや科学的な原理」と「技術の将来展望」，「流通システムへ

の影響」，3年生では「技術目的」と「法的規制とガイドライン」，「消費生活への影響」

の着目が把握された。1 年生については原子量発電に対する知識が少なくレディネスとし

て捉えられる特徴が認められなかったが，他学年の傾向からリスク管理・技術発展の視点

が意思決定に重要な役割を果たしていることが示唆された。 

3) 否定的意思決定では，1年生では「代替技術」と「資源・材料」， 2年生では「人間によ

る制御可能性」と「世論」，3 年生では「代替技術」と「事故の危険性と事例」に着目し

ており，過去の事故事例や予期せぬトラブルによる危険性を想定しながらリスクを最小限

に抑えるようなリスク回避・現状維持の視点が意思決定に重要な役割を果たしていること
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が示唆された。 

これらの結果から，「原子力発電の今後の在り方」を取り上げて技術評価課題を実践する場

合には，リスク管理・経済発展の視点とリスク回避・現状維持の視点の両視点を偏りなく着目

させる必要性が示唆された。「C.エネルギー変換の技術」において技術評価にかかわる学習を

取り扱う場合には多くの場合原子力発電が題材に取り上げられることが予測される。両意思決

定ともにリスクに対する着目の影響が大きいが，リスクについて取り上げるだけでは，生徒の

否定的な意識を著しく形成してしまう可能性がある。「原子力発電の今後の在り方」を取り上

げた技術評価の学習において，生徒が幅広い視野を持って技術評価を行うためには，リスクを

取り上げることはもちろんのこと，過去の事例を教訓とした政策やガイドライン，将来的な技

術の発展について取り上げることが有効的ではないかと考えられる。 

次章では，引き続き内容「D.情報の技術」を対象とした検討を進める。 
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第 7章 「D.情報の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

 

1. 目的 

第 4章～6章に続き，本章では内容「D.情報の技術」における技術評価課題である「SNSの

今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を検討する。 

   

2. 研究の方法 

2.1 分析対象 

第 3章で実施した調査のうち，「SNSの今後の在り方」について回答した 1～3年生計 448

名の有効回答者 413名(有効回答率 92.2%)のデータを分析対象とした。各学年の人数及び各学

年における「D.情報の技術」の履修者の人数を表Ⅶ-1に示す。 

 

2.2 分析の手続き 

本章で分析対象とする「D.情報の技術」における技術評価課題は，コミュニティツールとし

て SNS の利用が増加する一方で，情報流通やネットいじめに関わる問題が取り沙汰されてい

る現状を踏まえて SNS の今後の在り方について問うものである。前章と同様に，この課題に

対して意思決定する際に着目した技術評価観点の平均値を求め，学年間，意思決定間(「肯定群」，

「否定群」，「葛藤群」)における差異について分散分析を用いて検討した。その後，意思決定間

(「肯定群」，「否定群」，「葛藤群」，「不明群」)の割合を単純集計した後に各学年の割合の差異

について χ2検定を行った。また，肯定的意思決定と否定的意思決定に影響を及ぼしうる技術

評価観点を把握するために，「肯定群」，「否定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説

明変数とする，判別分析を行った。 

 

 

表Ⅶ-1 調査対象者の内訳 

 

1年生 2年生 3年生 合計

履修前 136 174 113 423

履修済み 0 0 25 25

合計 136 174 138 448
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3. 結果と考察 

3.1 意思決定の状況 

第 3章で示した通り，全体における「SNSの今後の在り方」に対する意思決定の割合は，「葛

藤群」が 44.8%と最も多く，次いで「肯定群」が 27.1%，「否定群」が 26.6%，「不明群」が

1.5%であった。本章では，これを学年別に集計した。その結果，各学年の「否定群」，「肯定

群」，「葛藤群」，「不明群」の 4群の割合の比率は表Ⅶ-2のようになった。比率の差につい

てχ2検定を行った結果，4群の割合について学年間(χ2(6)=23.46，p <.01)に有意なばらつきが

認められた。残差分析の結果，1年生に比べて 3年生は「否定群」の割合が有意に低く「肯定

群」の割合が有意に高かった。 

 

3.2 技術評価観点の単純集計及び学年間の比較 

「SNSの今後の在り方」に対する技術評価時の各学年及び全体における各技術評価観点の平

均値及び SDを抽出して単純集計した。整理したものを表Ⅶ-3に示す。全体における平均値の

上位 3項目は，「事故の危険性と事例」が最も高く 3.51，「技術目的」が 3.40，「運用上の制

限」が 3.28 であった。平均値の下位 3 項目は，「科学史的な背景や経過」が最も低く 1.92，

「技術史的な背景や経過」が 1.95，「資源・材料」が 2.03となった。 

つぎに，学年間及び意思決定間(「否定群」，「肯定群」，「葛藤群」)における各技術評価

観点の平均値の比較を行うために分散分析を行った。平均値に有意な差が認められた項目は，

学年間では「科学史的な背景や経過」において，1年生(平均値：2.11，SD：0.82)＞2年生(1.86，

0.82)≒3年生(1.92，0.84) (F(2，410)=4.56，p <.05)，「技術史的な背景や経過」において，1年

生(2.16，0.91)＞2年生(1.84，0.80) (F (2，410)=5.19，p <.01)，「資源・材料」において，1年生

(2.20，0.93)＞2年生(1.92，0.91) (F(2，410)=3.24，p <.05)，「世論」において 3年生(2.91，0.90)

＞2年生(2.63，1.01) (F (2，410)=3.26，p <.05)，「環境問題との関わり」において，1年生(2.21，

1.00)＞3年生(1.85，0.92) (F (2，410)=3.26，p <.05)の平均値に有意な差が認められ，学年間にお

表Ⅶ-2 各学年における意思決定別の人数と割合 

 

肯定群 否定群 葛藤 不明

1年生

(n=122)
23(18.9%) 49(40.2%) 47(38.5%) 3(2.5%)

2年生

(n=168)
46(27.4%) 42(25.0%) 79(47.0%) 1(0.6%)

3年生

(n=123)
43(35.0%) 19(15.4%) 59(48.0%) 2(1.6%)
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ける平均値の差異は 18 項目中 5 項目であった。また，意思決定間では，「技術の将来展望」

において，「肯定群」(3.23，0.94)＞「葛藤群」(2.90，0.88) ≒ 「否定群」(2.90，0.92) (F (2， 

404)=4.96，p <.05)，「世論」において，「葛藤群」(2.85，1.01)＞「否定群」(2.56，0.96) (F (2， 

404)=3.24，p <.05)の平均値に有意な差が認められ，意思決定間における平均値の差異は 18 項

目中 2項目であった。次節では，否定的意思決定と肯定的意思決定の差異に影響を及ぼしうる

技術評価観点を把握するための判別分析を行う。 

 

3.3 「肯定」及び「否定」の意思決定に影響を与える技術評価観点の把握 

これまでと同様に，意思決定(「肯定」・「否定」)に影響を及ぼしうる技術評価観点を把握

するために「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判

別分析を行った。説明変数である技術評価観点 18 項目から判別に有効でない技術評価観点を

表Ⅶ-3 全体及び各学年における技術評価観点の平均値及び SD 

 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

事故の危険性と事例 3.49 0.76 3.47 0.75 3.58 0.70 3.51 0.74

技術目的 3.35 0.77 3.38 0.72 3.46 0.74 3.40 0.74

運用上の制限 3.41 0.74 3.37 0.73 3.36 0.78 3.28 0.87

技術の将来展望 3.02 0.83 2.96 0.95 3.09 0.94 3.02 0.91

ニーズ 2.86 0.92 2.82 0.91 2.88 0.95 2.85 0.92

消費生活への影響 2.84 0.96 2.72 1.04 2.85 0.96 2.79 0.99

世論 2.69 0.91 2.63 1.01 2.91 0.90 2.73 0.95

人間による制御可能性 2.66 1.03 2.49 0.98 2.62 0.98 2.58 0.99

しくみや科学的な原理 2.61 0.89 2.45 0.89 2.34 0.89 2.46 0.89

産業における経済的な効果 2.49 0.97 2.38 1.01 2.30 1.02 2.39 1.00

法的規制とガイドライン 2.37 0.96 2.25 0.97 2.27 1.06 2.29 0.99

代替技術 2.41 0.99 2.21 0.97 2.15 0.93 2.25 0.97

生産システムへの影響 2.18 1.00 2.14 0.92 2.07 0.88 2.13 0.93

流通システムへの影響 2.24 1.02 2.09 0.94 2.02 0.92 2.11 0.96

環境問題との関わり 2.21 1.00 2.06 0.95 1.85 0.91 2.04 0.96

資源・材料 2.20 0.93 1.92 0.91 2.02 0.94 2.03 0.93

技術史的な背景や経過 2.16 0.91 1.84 0.80 1.91 0.84 1.95 0.85

科学史的な背景や経過 2.11 0.82 1.86 0.82 1.82 0.79 1.92 0.82

※全体における平均値降順

1年 2年 3年 全体
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除去するために除去基準 p 値を 0.20 に設定し変数減少を繰り返し行い，有意な判別関数(p 

<.01)が得られた。判別関数に含まれた技術評価観点の中で，p <.10水準の有意傾向もしくは p 

<.05水準の有意であった項目の標準化判別係数の値を両端に「否定群」，「肯定群」の重心を

位置づけた。 

全体における判別分析の結果のうち，判別関数の有意性を表Ⅶ-4，技術評価観点の標準化判

別係数を表Ⅶ-5，肯定・否定群の重心と的中率を表Ⅶ-6に示す。 

有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「代替技術」(-0.41)，「技術の将

来展望」(0.59)，「事故の危険性と事例」(-0.66)，「流通システムへの影響」(-0.52)，「消費生

活への影響」(0.39)であった。また，軸上で「肯定群」の重心はプラス側に，「否定群」の重

心はマイナス側に位置づけられた。このことから，全体における肯定的意思決定に対しては，

「技術の将来展望」と「消費生活への影響」への着目度が影響すること，否定的意思決定に対

しては「代替技術」，「事故の危険性と事例」，「流通システムへの影響」への着目度が影響

することがそれぞれ示された。 

表Ⅶ-4 全体における判別関数の有意性 

 

 

表Ⅶ-5 全体における技術評価観点の標準化判別係数 

 

 

表Ⅶ-6 全体における肯定・否定群の重心と的中率 

 

 

Wilksのλ χ２検定 p値

判別関数の有意性 0.88 χ２
(7)=28.70 0.0002

技術評価観点 標準化判別係数 Wilksのλ F値 判定

運用上の制限 0.36 0.99 F (1,213)=2.68

代替技術 -0.41 0.98 F (1,213)=3.89 ＊

技術の将来展望 0.59 0.97 F (1,213)=7.70 ＊＊

事故の危険性と事例 -0.66 0.96 F (1,213)=8.76 ＊＊

法的規制とガイドライン 0.27 0.99 F (1,213)=1.75

流通システムへの影響 -0.52 0.97 F (1,383)=5.47 ＊

消費生活への影響 0.39 0.99 F (1,383)=3.30 †

＊＊ p <.01，＊ p <.05，† p <.1

重心 判別的中率

肯定派 0.37 60.36%

否定派 -0.38 60.36%

全体 63.35%
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同様の判別分析を各学年別に行った。各学年の判別関数の有意性を表Ⅶ-7に，技術評価観点

の標準化判別係数を表Ⅶ-8に，肯定・否定群の重心及び的中率を表Ⅶ-9に示す。 

表Ⅶ-7 各学年における判別関数の有意性 

 
 

表Ⅶ-8 各学年における技術評価観点の標準化判別係数 

 
 

表Ⅶ-9 全体における「肯定群」「否定群」の重心と的中率 

 
 
 

 

学年 Wilksのλ χ2検定 p値

1年生 0.79 χ
2
(4)=16.14 0.0028

2年生 0.74 χ
2
(7)=24.43 0.0010

3年生 0.74 χ
2
(7)=16.84 0.0185

標準化

判別係数

代替技術 -0.39 0.97 F (1,67)=1.95

技術の将来展望 0.83 0.87 F (1,67)=10.17 ＊＊

事故の危険性と事例 -0.53 0.96 F (1,67)=3.13

消費生活への影響 0.57 0.94 F (1,67)=4.13 ＊

しくみや科学的な原理 -0.58 0.93 F (1,80)=5.84 ＊

代替技術 0.32 0.98 F (1,80)=1.79

人間による制御可能性 -0.49 0.96 F (1,60)=3.63 †

資源・材料 0.33 0.98 F (1,60)=1.84

事故の危険性と事例 0.44 0.96 F (1,60)=3.71 †

法的規制とガイドライン -0.31 0.98 F (1,60)=1.69

流通システムへの影響 0.65 0.92 F (1,60)=6.73 ＊

しくみや科学的な原理 0.60 0.94 F (1,54)=3.54 †

科学史的な背景や経過 -1.32 0.81 F (1,54)=12.3 ＊＊

ニーズ 0.69 0.93 F (1,54)=3.98 †

環境問題との関わり 0.73 0.92 F (1,54)=4.44 ＊

生産システムへの影響 1.28 0.85 F (1,54)=9.30 ＊＊

流通システムへの影響 -0.78 0.93 F (1,54)=4.12 ＊

消費生活への影響 -0.70 0.93 F  (1,54)=4.02 ＊

　　　　　　　　　　　　　＊＊ p <.01，＊ p <.05，† p <.10

学年 技術評価観点 Wilksのλ F値 判定

1年生

肯定群

(n=23)

否定群

(n=49)

2年生

肯定群

(n=46)

否定群

(n=42)

3年生

肯定群

(n=43)

否定群

(n=19)

1年生 -0.35(71.43%) 0.74(71.43%) 70.83%

2年生 0.61(76.19%) -0.55(65.22%) 70.45%

3年生 0.87(73.68%) -0.39(72.09%) 72.58%

学年
否定群の重心

(判別的中率)

肯定群の重心

(判別的中率)

全体の

判別的中率
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表より，1 年生における，有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「技術

の将来展望」(0.83)，「消費生活への影響」(0.57)であった。2年生における有意な判別関数に

含まれる項目とその標準化判別係数は，「しくみや科学的な原理」(-0.58)，「人間による制御

可能性」(-0.49)，「事故の危険性と事例」(0.44)，「流通システムへの影響」(0.65)であった。

3 年生における有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係数は，「しくみや科学的な

原理」(0.60)，「科学史的な背景や経過」(-1.32)，「ニーズ」(0.69)，「環境問題との関わり」

(0.73)，「生産システムへの影響」(1.28)，「流通システムへの影響」(-0.78)，「消費生活への

影響」(-0.70)であった。 

これらの判別分析の結果より，各学年において肯定的意思決定，否定的意思決定へ影響を及

ぼしていた技術評価観点を整理して表Ⅶ-10に示す。 

 

3.4 意思決定に影響を及ぼす技術評価観点に関する自由記述 

表Ⅶ-10 より，肯定的意思決定と否定的意思決定ではそれぞれに影響力の大きい技術評価観

点が異なることが把握された。具体的にそれぞれの意思決定を行った生徒の自由記述を以下に

示す。肯定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点である「技術の将来展望」，「しく

みや科学史的な原理」，「流通システムへの影響」，「科学史的な背景や経過」に関連した自

由記述として，『新たな科学者などが問題を起こさせないようなプログラムを作り出す』，『機

能をロックすればリアルな友達だけでもできる』，『増やしていけばいろいろな意見とかがた

くさんでるので困ったときにとても良い』，『たくさんの人が利用していくことで何が駄目で

何がよいか判断できる』などが挙げられていた。また，同様に肯定的意思決定において影響を

及ぼす技術評価観点である「消費生活への影響」，「人間による制御可能性」に関連した自由

記述では，『日常生活において便利なことが多い』，『自分が嬉しかったことや悲しかった事

などを SNS に書いたりしたらはげましあえるから良い』，『勉強をする時は通知音を無くす

表Ⅶ-10 各学年の意思決定に影響を及ぼす技術評価観点 

 
 

学年 否定群 肯定群

「技術の将来展望」

「消費生活への影響」

「事故の危険性と事例」 「しくみや科学的な原理」

「流通システムへの影響」 「人間による制御可能性」

「しくみや科学的な理解」 「科学史的な背景や経過」

「ニーズ」，「環境問題との関わり」 「流通システムへの影響」

「生産システムへの影響」 「消費生活への影響」

2年生

1年生 なし

3年生
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など，くふうをすれば，こわいようなこともないと思いました』などの意見が挙げられた。 

これに対して否定的意思決定において影響を及ぼす技術評価観点については，1 年生におい

て有意な判別係数を示す項目はなかったが，2 年生では「事故の危険性と事例」と「流通シス

テムへの影響」に，3 年生では「しくみや科学的な原理」，「環境問題との関わり」，「生産

システムへの影響」，「ニーズ」に着目する様相がそれぞれ把握された。「事故の危険性と事

例」に関する自由記述では『SNSを利用してから，明日大会という日も夜 2時や 3時までして

しまうという子がいた』，『本当かどうかわからないトラブルに巻き込まれる危険性がある』

などの意見が挙げられた。また，「流通システムへの影響」，「しくみや科学的な原理」，「生

産システムへの影響」，「環境問題との関わり」に関連して『一度投稿してしまった情報を消

去したくてもできなかったりデマ情報が流されていろんな人がそれを信じてしまったら大変』，

『災害が起こったときには，特定のサービスにアクセスが集中する』などの意見が挙げられた。

また，「ニーズ」に関しては『自分から自分をわざわざ発信する必要性がない』などの意見が

挙げられた。 

 

3.5 考察 

以上の結果，肯定的意思決定では，1 年生は「技術の将来展望」と「消費生活への影響」，2

年生では「しくみや科学的な原理」，「人間による制御可能性」，3年生では「科学史的な背景や

経過」，「流通システムへの影響」，「消費生活への影響」の影響が把握された。 

これらの様相は，1 年生では，将来展望や消費生活への影響について考えていたものが，2

年生ではその仕組みやコントロール，3 年生ではこれまでの背景や情報の流通，消費生活への

影響を踏まえて技術評価を行っていたことが推察される。このことについて関連する自由記述

を検討したところ，SNSの活用による日常生活上のメリットやその具体的事例，機能性につい

て示されていることが確認された。これらのことから，肯定的意思決定を行う生徒は，「SNS

の今後の在り方」に対して個人・ユーザの視点から技術評価を行っていたことが推察される。 

一方，否定的意思決定では，1年生は影響を示す技術評価観点は把握されず，2年生では「事

故の危険性と事例」と「流通システムへの影響」，3年生では「しくみや科学的な理解」，「ニー

ズ」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」の影響が把握された。これらの様相は，

1 年生については SNS に対する知識が少なくレディネスとして捉えられる特徴がなかったこ

とが推察される。2年生，3年生では SNSによる情報拡散の危険性などの社会的な見方ととも

に，使用に伴うネットトラブルや情報の流通，個人にとっての不必要さが同時に示されている
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ことが確認された。肯定的意思決定を行う生徒に比べると，SNSを活用するユーザの視点は弱

く，少し引いて社会的な見方をしていると捉えることができる。このことから，否定的意思決

定を行う生徒は，SNSの普及による社会の変容を踏まえた社会・ノンユーザの観点から技術評

価を行っていたことが推察される。 

以上のように，「SNS の今後の在り方」に対して生徒に技術評価をさせた場合，個人・ユー

ザの視点と社会・ノンユーザの視点という二つの反応が生じることが示唆された。 

 

4. まとめ 

以上，本章では「D.情報の技術」の学習における技術評価課題「SNSの今後の在り方」に対

する生徒の反応を把握した。その結果，本調査の条件下で，以下の知見が得られた。 

1) 「SNS の今後の在り方」に対する意思決定の比率は，否定群 26.6%，肯定群 27.1%，葛

藤群 44.8%，不明 1.5%となり，1年生に比べて 3年生では「否定群」の割合が有意に低く

「肯定群」の割合が有意に高かった。  

2) 「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析

を行った。その結果，肯定的意思決定では，1 年生において「技術の将来展望」と「消費

生活への影響」に着目していたものが，2 年生では「しくみや科学的な原理」と「人間に

よる制御可能性」に，3年生では「科学史的な背景や経過」と「流通システムへの影響」，

「消費生活への影響」に着目しており，SNSを活用する個人・ユーザの視点が意思決定に

重要な役割を果たしていることが示唆された。 

3) 否定的意思決定では，1 年生において有意な判別係数を示す項目はなかったが，2 年生で

は「事故の危険性と事例」と「流通システムへの影響」，3 年生では「しくみや科学的な

原理」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」，「ニーズ」に着目してお

り，SNSの普及に伴う社会の変容を踏まえた社会・ノンユーザの視点が意思決定に重要な

役割を果たしていることが示唆された。 

これらの結果から，「SNSの今後の在り方」を取り上げて技術評価課題を実践する場合には，

個人・ユーザの視点と社会・ノンユーザの視点を偏りなく着目させた上で，意思決定させるよ

うに展開することが重要であると考えられた。若年層のスマートフォン所持率は年々上昇傾向

であり 81)，SNS を実際に利用している生徒は少なくはないことが予測される。そのような中

で，SNSの利用経験で培われた知識やメリットだけで肯定的意思決定を下すことは，適切な技

術評価とは言い難い。全ての生徒が，情報技術に対して科学的な理解をした上で，両視点を持
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って技術評価を行えるような授業展開や指導方法のアプローチが有効的ではないかと考えら

れる。 

第 4章から本章にかけて，技術科 4内容にそれぞれ関連する技術に対する生徒の技術評価の

反応について実態把握を試みた。その結果，いずれの技術を評価対象とした場合でも，否定的

意思決定と肯定的意思決定にそれぞれ影響を及ぼす技術評価観点は異なっていることが把握

され，実践アプローチの指針を得ることができた。また，評価対象となる技術によって，技術

評価の傾向が着目している視点によって異なることが示唆されており，学年間において特徴が

異なるケースも把握された。 

次章では，これらの結果を俯瞰した上で授業モデルの構築に向けた検討を行うとともに，試

行的な実践及び実践の評価を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 8 章 技術評価力育成に向けたカリキュラムデザインと授業モデルの構築 

-80- 

 

第 8章 技術評価力育成に向けたカリキュラムデザインと授業モデルの構築 

 

1. 目的 

第 3章～第 7章では，研究課題 2への対処として，技術評価に対する生徒の反応を詳細に分

析した。本章では，研究課題 3への対処として，第 2章において得られた技術ガバナンス力育

成に向けた題材設定の指針及び，第 3章～第 7章で得られた技術評価に対する生徒の反応を整

理することで，実践アプローチの指針を設定し，具体的なカリキュラムデザインと授業モデル

の検討を行う。 

 

2. 各章で得られた知見の整理と実践の指針 

2.1 題材設定及び授業展開の指針 

 第 2 章では，中学生の技術ガバナンス意識の実態及びその形成要因について調査を実施し，

技術ガバナンス力育成に向けた題材及び学習指導方法の指針を検討した。その結果，学年間に

よって技術ガバナンス意識の形成要因となる授業の習得感に違いが認められ，技術ガバナンス

意識を高める授業を展開するためには，技術ガバナンス意識とその形成要因となる学習前のレ

ディネスを関連付けた題材設定や授業展開の重要性が示唆された。特に，「評価」の習得感が

技術ガバナンス意識に広く影響を示しており，題材設定において，技術評価の学習を設定した

上で，技術ガバナンス意識と関連付けた授業展開が考えられる。 

また，「仕組み理解」の習得感の影響が，学年間によって異なることが把握された。「仕組

み理解」とは，生活や社会の中で利用されている技術の仕組みや原理について理解することで

あり，従来から技術科では重要視されている。第 2章の結果を踏まえると，単に生徒に世の中

の技術の仕組みを理解させるのではなく，対象学年に応じて技術ガバナンス意識と関連付けた

授業展開の必要性が考えられる。例えば，1年時では「技術の両面性認識」と，2年時では「未

来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を「仕組み理解」を関連付けた題材設定や授業展

開を行うことが技術ガバナンス意識の向上に有効ではないかと考えられる。 

加えて，「工夫・創造」の習得感が 3年生のみで技術ガバナンス意識に影響を示すことが認

められた。工夫・創造力の育成はいずれの学年においても重要であることは至極当然であるが，

広く学校現場で取り扱われている教材キットは，学習指導要領の改訂による授業時数の減少や

生徒のものづくり経験の減衰が考慮されており，工夫・創造の余地が少ない。技術ガバナンス

力の育成の図るためには，3 年時の学習において，題材の中に少なからず工夫・創造の要素を
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盛り込んだ題材設定を行う必要性がある。 

 

2.2 技術評価力育成に向けた指導の力点 

 第 3章では，技術科 4内容に関する世の中で賛否の分かれている技術の今後の在り方に対す

る生徒の技術評価の反応について探索的検討を行い，技術評価力育成に向けた授業モデルの指

針を検討した。その結果，先行研究では明らかとされていなかった学年間や意思決定間におい

て技術評価の傾向が異なることが把握された。特に，葛藤的意思決定を下す生徒は肯定及び否

定的意思決定を下す生徒に比べて技術評価観点への着目度が低く，肯定にも否定にも技術評価

がなびきやすい状況であることを考慮する必要性が示唆された。このことから技術評価の学習

において，教員の取り上げる指導内容は肯定及び否定的意思決定に影響を及ぼしている技術評

価観点を万遍なく取り扱った上で，両者の考えが相互に交流するように学習を展開していくこ

とが有効ではないかと考えられる。そこで，本研究では，肯定及び否定的意思決定に影響を及

ぼしている技術評価観点を技術評価力育成に向けた指導の力点として，授業モデルに活かすこ

ととした。具体的な技術評価力育成に向けた指導の力点を以下に示す。 

2.2.1 「A.材料と加工の技術」における技術評価力育成に向けた指導の力点 

 第 4章では，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」に対する生徒の技術評価の反応に

ついて詳細に分析を行った。その結果，学年間において技術評価の傾向に大きな違いはなく，

肯定的意思決定では歴史的・文化的な視点，否定的意思決定では現実的課題憂慮の視点で技術

評価を行っていることが示唆された。このことから，「森林資源を活用する技術の今後の在り

方」を技術評価の学習において取り上げる際には，両視点を万遍なく取り上げる必要性が考え

られる。例えば，歴史的・文化的な視点として法隆寺などの文化財を取り上げ，古くから木材

が有効活用されていることや，木材の材料としての利用価値について取り上げることが考えら

れる。また，現実的課題憂慮の視点として森林伐採が進むことによる環境問題や生態系への影

響について取り上げることが考えられる。 

また，いずれの学年においても歴史や環境といった観点に着目する傾向があり，技術的な視

点への着目が十分ではないことが示唆された。そのため，題材を通して生徒自身が技術的な視

点に気付くことができるような授業展開が重要であろう。 

2.2.2 「B.生物育成の技術」における技術評価力育成に向けた指導の力点 

 第 5章では，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する生徒の技術評価の反応につい 

て詳細に分析を行った。その結果，肯定的意思決定では生産・経済活動の視点，否定的意思決
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定では消費・社会的影響の視点で技術評価を行っていることが把握された。このことから，「遺

伝子組み換え技術の今後の在り方」を技術評価の学習において取り上げる際には，両視点を万

遍なく取り上げる必要性が考えられる。例えば，生産・経済活動の視点として，生産者や流通

の立場から考えられるメリットなどを取り上げることが考えられる。また，消費・社会的影響

の視点として消費者の身体に対する安全性や，運用上の注意点や制限などについて取り上げる

ことが考えられる。 

また，高学年の方が低学年に比べて，より広い視野で技術評価を行う傾向が把握された。具

体的には，1 年生では，「消費生活への影響」や「流通システムへの影響」といった技術評価

観点が把握されたことから，身の回りの生活と関連付けながら技術評価の学習を展開していく

ことが有効的ではないかと考えられる。一方で，3 年生では「環境問題との関わり」や「生産

システムへの影響」といった技術評価観点が把握されており，遺伝子組み換え技術が影響を及

ぼす範疇を，社会や生産者といった身の回りの生活よりも広い視野で捉えさせながら技術評価

の学習を展開していくことが重要であろう。 

2.2.3 「C.エネルギー変換の技術」における技術評価力育成に向けた指導の力点 

 第 6章では，「原子力発電の今後の在り方」に対する生徒の技術評価の反応について詳細に

分析を行った。その結果，肯定的意思決定ではリスク管理・技術発展の視点，否定的意思決定

ではリスク回避・現状維持の視点で技術評価を行っていることが示唆された。このことから，

「原子力発電の今後の在り方」を技術評価の学習において取り上げる際には，両視点を万遍な

く取り上げる必要性が考えられる。また，双方ともにリスクについての意識が際立つものの，

肯定的意思決定ではリスク管理を見通した上での技術の発展へ期待する様相が把握されてお

り，単にリスクについて取り上げるだけでは，生徒の否定的な意識を著しく形成してしまうこ

とが危惧される。そのため，リスクを取り上げることは勿論のこと，リスク管理・技術発展の

視点として，過去の事例を教訓としたリスク管理に関する政策やガイドライン，技術の発展な

どについて取り上げることが考えられる。一方，リスク回避・現状の視点としては，火力発電

などの代替技術によって原発の稼働数を少なくさせるなどのリスク軽減について取り上げる

ことが有効ではないかと考えられる。 

また，1 年生において否定的意思決定に影響を示す技術評価観点が把握されていないことか

ら，「原子力発電の今後の在り方」に対して 1年生は明確な判断基準を持って技術評価を行う

ことが困難であったことが推察される。そのため，「原子力発電の今後の在り方」を取り上げ

た技術評価の学習は 2年生以降を対象にすることが望ましいと考えられる。 
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2.2.4 「D.情報の技術」における技術評価力育成に向けた指導の力点 

 第 7章では，「SNSの今後の在り方」に対する生徒の技術評価の反応について詳細に分析を

行った。その結果，肯定的意思決定では個人・ユーザの視点，否定的意思決定では社会・ノン

ユーザの視点で技術評価を行っていることが示唆された。このことから，「SNSの今後の在り

方」を技術評価の学習において取り上げる際には，両視点を万遍なく取り上げる必要性が考え

られる。例えば，個人・ユーザの視点として，SNSの個人的な利用経験に基づくメリットのみ

で技術評価を行うことは適切な技術評価でないことを取り上げるなどが考えられる。一方，社

会・ノンユーザの視点として，コミュニケーションツールの使用体験をさせてメリットを実感

させるなど情報技術に対する科学的な理解を図るなどが考えられる。 

また，1 年生において肯定的意思決定に影響を示す技術評価観点が把握されていないことか

ら，「SNS今後の在り方」に対して 1年生は明確な判断基準を持って技術評価を行うことが困

難であったことが推察される。加えて，1 年生は 3 年生に比べて否定的な割合が多く，3 年生

は 1年生に比べて肯定的な割合が多いことが把握されており，「SNSの今後の在り方」を取り

上げた技術評価の学習は意思決定の割合が極端に分かれていない2年生を対象にすることが望

ましいと考えられる。 

次節では，上記に示した実践の指針を基にして授業モデルの構築を行うこととする。 

 

3. 技術評価力育成に向けた授業モデルの構築 

3.1 カリキュラムデザイン 

 まず，各学年の特徴を踏まえた上で中学 3年間における 4内容の配列について検討すること

とした。その際，前提条件として 2017 年 3 月告示の新学習指導要領の枠組みで考えること，

理科や社会科といった他教科の指導時期との関連性を踏まえることとして，カリキュラムデザ

インを行った。 

3.1.1 1年時 

前述した 1 年生の技術評価の特徴を俯瞰すると，1 年生では「原子力発電の今後の在り方」

及び「SNSの今後の在り方」に対する技術評価では，肯定もしくは否定的意思決定に影響を示

す技術評価観点が把握されておらず，これら技術に対する技術評価が困難であった可能性を考

慮する必要がある。そのため，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」もしくは「遺伝子

組み換え技術の今後の在り方」を技術評価の学習で取り上げることが望ましい。また，他教科

との関連性については，理科において「遺伝の規則性と遺伝子」の内容が 3年生に位置づけら
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れていること 82)，社会において 6年生(小学校)で伝統や文化の学習が 83)，1年生で歴史的分野

の学習が位置づけられていることから 84)，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」を 1年

生で取り上げることが適切ではないかと考えられる。その際に，技術的な視点が弱いことを考

慮し，技術的な視点に対する気付きを促すような題材や支援方略が重要である。 

授業モデルとして考慮すべき点として，1年生では，「仕組み理解」と「技術の両面性認識」

を関連付けた題材設定や学習展開が求められること，技術評価力指導の力点として，「消費生

活への影響」，「技術史的な背景や経過」，「ニーズ」を取り上げることが挙げられる。例え

ば，五重塔などの文化遺産に込められた技術や木材を材料として扱うメリットを取り上げた上

で，スカイツリーのような現代の建造物との比較を行い，共通技術である「心柱制振」の良さ

に気付かせることや，材料の違いとしてカーボンファイバーなど新素材の技術を取り上げて，

木材の問題点を解決していることなど，技術の仕組みや原理と技術の両面性が関連付くように

授業を展開していくことが考えられる。 

3.1.2 2年時 

前述したように「SNSの今後の在り方」に対して，1年生と 3年生では意思決定の割合が有

意に異なることが把握されている。これは，学年が上がるにつれて SNS の利用経験が増加し

ていることやそのメリットをユーザとして捉えやすくなっていることが考えられる。そこで，

各意思決定の割合が他学年と比べて比較的均等である 2 年生において「SNSの今後の在り方」

を取り上げることが望ましいと考えられる。 

授業モデルとして考慮すべき点として，2 年生では「仕組み理解」と「未来に向けた技術の

選択・活用の重要性認識」を関連付けた題材や授業展開が求められること，技術評価力指導の

力点として，「事故の危険性と事例」，「流通システムへの影響」，「しくみや科学的な原理」，

「人間による制御可能性」を取り上げることが挙げられる。例えば，SNSの事故の危険性につ

いて一面的に過去の事例を紹介するだけではなく, SNSの特性として拡散性や情報発信が容易

なこと，発信した情報を簡単に消去することが困難なことなどを理解させた上で，利用に際し

てどのような危険が起こりうるか予測するなどが考えられる。起こりうる危険を考えさせた上

で，適切な使い方をすることで，コミュニケーションの幅が広がることやリアルタイムな情報

収集が容易であることなどを取り上げることが考えられる。 

また，SNSに関する過去の事故事例や将来の危険性についての学習経験を活かして，引き続

き 2年生では「原子力発電の今後の在り方」を取り上げることが効果的ではないかと考えられ

る。これは，リスク管理・技術発展の視点が将来的な危険性を踏まえていること，リスク回避・
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現状維持の視点が過去の事故事例を踏まえていることを考慮したためである。 

授業モデルとして考慮すべき点として，「仕組み理解」と「未来に向けた技術の選択・活用

の重要性認識」を関連付けた題材や授業展開が求められること，技術評価力指導の力点として，

「人間による制御可能性」，「世論」，「しくみや科学的な原理」，「技術の将来展望」を取

り上げることが挙げられる。例えば，原子力発電に関して，人間による制御が不十分であった

ことが事故を引き起こした要因の 1つであることを世論の意見として取り上げた上で，事故を

教訓として厳格な安全確認がされた活断層において原子力発電が稼働されるような政策が進

められていることなどを取り上げることが考えられる。加えて，他発電方法と比べて発電が効

率的であることや，資源の枯渇の影響を受けづらいといった原子力発電の特性を示した上で，

長期的な将来を見据えた上でのメリットや技術の発展について取り上げることが考えられる。 

3.1.3 3年時 

3 年時では，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げることとする。他評価対象

の技術と比べて学年が上がるにつれて技術評価の視野の広がりが把握されていることから，前

述した技術評価の学習経験が最も活かされるのではないかと考えられる。また，前述したよう

に，3 年生では理科において「遺伝の規則性と遺伝子」の内容が位置づけられているため，教

科横断的に関連付けた指導ができるのではないかと考えられる。 

授業モデルとして考慮すべき点として，3 年生では題材設定において少なからず工夫・創造

の余地を含むことが重要視されていること，技術評価力指導の力点として，「世論」，「ニー

ズ」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」を取り上げることが挙げられる。

例えば，作物の栽培計画を目的に合わせて立案することを題材として取り上げた上で，生産者

や売り手を含む世の中の意見や，環境や社会に対する影響について取り上げた上で「遺伝子組

み換え技術の今後の在り方」を取り上げた技術評価の学習を展開していくことが考えられる。

加えて，3 年生では 4 内容の統合的な問題解決が求められているため，例えば計測制御を絡め

た統合的な問題解決として，遠隔地から計測・制御できる植物工場のプロトタイプ制作などを

行い，AIによる効率化を図ること等を題材に取り上げる。その上で，現実社会では明確なメリ

ットやデメリットが判断しづらいAIなどに対する技術評価を取り上げることが考えられる。 

ここまでに，カリキュラムデザインとして各学年における 4内容の技術評価の学習の配列を

提案した。具体的には，1年生では「森林資源を活用する技術の今後の在り方」，2年生では，

「原子力発電の今後の在り方」及び「SNSの今後の在り方」，3年生では「遺伝子組み換え技

術の今後の在り方」の順序で体系的に技術評価の学習を行っていくことを提案した。 
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次節では，提案したカリキュラムデザインに即して，題材設定及び授業展開を活かした授業

モデルの提案を行う。 

 

3.2 授業モデルの提案 

前節では，生徒の技術評価の実態を踏まえて技術評価力育成に向けたカリキュラムデザイン

を行い，各技術評価課題を技術評価の学習で取り上げる際の，望ましい対象学年を検討した。

本節では，提案したカリキュラムデザインに即した上で，具体的な授業モデルの構築を行う。

構築した授業モデルの概要を図Ⅷ-1に示す。  

まず，2.1 題材設定及び授業展開の指針で示した知見を基に，「フェーズ 1:技術ガバナンス

意識を高める段階」を設定した。ここでは，技術科の学習内容を構成する(1) 生活や社会を支

える技術及び(2)技術による問題の解決において，技術ガバナンス意識に影響を及ぼすレディネ

スを題材設定や授業展開に活かすことを目的としている。その際に，学年によってレディネス

である形成要因が異なることを考慮する。 

つぎに，2.2 技術評価力育成に向けた指導の力点で示した知見と森谷の提唱している「技術

進展のアセスメント」のプロセスを基に，「フェーズ 2:技術評価力を高める段階」を設定した。

ここでは，技術科の学習内容を構成する(3)社会の発展と技術において，Step.1事実認識，Step.2

技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解 選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】

肯定的な視点 否定的な視点

工夫・創造

(1)生活や社会を支える技術

〇原理・法則と基礎的な技術の仕組み等に
ついて理解すること

〇技術に込められた問題解決の工夫につ
いて考えること

(2)技術による問題解決

〇安全・適切な製作，栽培，制作等ができる
こと

〇問題を見出して課題を設定し，解決策の
構想，結果の評価，改善及び修正につい
て考えること

(3)社会の発展と技術

〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，
技術の概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用
の在り方や，新たな発想に基づく改良と応
用を考えること

【意思決定】

【技術評価観点】

※内容「D.情報の技術」では(2)(3)に該当

※内容「D.情報の技術」では(4)に該当

 

図Ⅷ-1 技術評価力育成に向けた授業モデル 
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評価，Step3.コントロールから構成される TA プロセスを技術評価の学習で取り組ませること

とする。その際に，技術評価力指導の力点として把握された技術評価観点や視点を評価対象と

なる技術や対象となる学年に応じて変容させることとしている。 

この授業モデルを上述したカリキュラムデザインに当てはめると，各内容に応じて図Ⅷ-2～

図Ⅷ-5のように授業モデルを示すことができる。 

 

 

 

 

技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解

選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】
森林資源を
活用する技術

肯定的な視点
歴史的・文化的な視点

否定的な視点
現実的課題憂慮の視点

(1)生活や社会を支える技術
〇材料や加工の特性等の原理・法則と材料の製造・
加工方法等の基礎的な技術の仕組み等について理
解すること

〇技術に込められた問題解決の工夫について考
えること

(2)技術による問題解決
〇製作に必要な図をかき，安全・適切な製作や検
査・点検等ができること

〇問題を見いだして課題を設定し，材料の選択や
成形の方法等を構想して設計を具体化するととも
に，製作の過程や結果の評価，改善及び修正に
ついて考えること

(3)社会の発展と技術
〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，技術の
概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方
や，新たな発想に基づく改良と応用について考え
ること

【意思決定】

【技術評価観点】
技術史的な背景と経過

ニーズ
消費生活への影響

図Ⅷ-2 1年生を対象とする「森林資源を活用する技術の今後の在り方」を取り上げた授業モデル 
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技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解

選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】
SNS

肯定的な視点
個人・ユーザの視点

否定的な視点
社会・ノンユーザの視点

(1)生活や社会を支える技術

〇情報の表現，記録，計算，通信の特性等の原理・
法則と，情報のデジタル化や処理の自動化，システ
ム化，情報セキュリティ等に関わる基礎的な技術の
仕組み及び情報モラルの必要性について理解する
こと

〇技術に込められた問題解決の工夫について考え
ること

(2)or(3)技術による問題解決

〇情報通信ネットワークの構成と，情報を利用する
ための基本的な仕組みを理解し，安全・適切なプロ
グラムの制作，動作の確認及びデバッグ等ができる
こと。

〇問題を見いだして課題を設定し，使用するメディ
アを複合する方法とその効果的な利用方法等を構
想して情報処理の手順を具体化するとともに，
制作の過程や結果の評価，改善及び修正につい
て考えること。

(4)社会の発展と技術

〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，技術の
概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方
や，新たな発想に基づく改良と応用について考え
ること

【意思決定】

【技術評価観点】
事故の危険性と事例
流通システムへの影響
しくみや科学的な原理
人間による制御可能性

図Ⅷ-3 2年生を対象とする「SNSの今後の在り方」を取り上げた授業モデル 

 

 

技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解

選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】
原子力発電

肯定的な視点
リスク管理・技術発展の視点

否定的な視点
リスク回避・現状維持の視

(1)生活や社会を支える技術

〇電気，運動，熱の特性等の原理・法則と，エネル
ギーの変換や伝達等に関わる基礎的な技術の仕組
み及び保守点検の必要性について理解すること

〇技術に込められた問題解決の工夫について考
えること

(2)技術による問題解決

〇安全・適切な製作，実装，点検及び調整等ができ
ること

〇 問題を見いだして課題を設定し，電気回路又
は力学的な機構等を構想して設計を具体化すると
ともに，製作の過程や結果の評価，改善及び修正
について考えること

(3)社会の発展と技術

〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，技術の
概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方
や，新たな発想に基づく改良と応用について考え
ること

【意思決定】

【技術評価観点】
人間による制御可能性

世論
しくみや科学的な原理
技術の将来展望

流通システムへの影響

図Ⅷ-4 2年生を対象とする「原子力発電の今後の在り方」を取り上げた授業モデル 
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例えば図Ⅷ-2は，1年生を対象とする技術評価力育成に向けた授業モデルを示したものであ

る。フェーズ 1では，技術ガバナンス意識を高めるために，「仕組み理解」，「選択・活用」，

「評価」の習得感と影響を示す技術ガバナンス意識とを関連付けた題材設定や授業展開を行う

必要性を挙げている。また，フェーズ 2では，技術評価の学習において「森林資源を活用する

技術の今後の在り方」を取り上げることを想定している。ここでは，肯定的な視点として歴史

的・文化的な視点，否定的な視点として現実的課題憂慮の視点を技術評価力の指導の力点とし

て取り上げる必要性がある。同様に，図Ⅷ-3 は，2 年生を対象として「SNS の今後の在り方」

を取り上げた授業モデル，図Ⅷ-4は 2年生を対象として「原子力発電の今後の在り方」を取り

上げた授業モデル，図Ⅷ-5は 3年生を対象として「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取

り上げた授業モデルである。これら授業モデルに即して，フェーズ 1及びフェーズ 2から構成

される授業を展開していくことが，技術評価力の育成に向けて効果的ではないかと考えられる。

次章では，この授業モデルに即して技術評価力育成に向けた実践を試みるとともに実践の評価

を行うこととした。 

 

 

技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解

選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】
遺伝子組み換え

技術

肯定的な視点
生産・経済活動の視点

否定的な視点
消費・社会的影響の視点

(1)生活や社会を支える技術
〇育成する生物の成長，生態の特性等の原理・法則
と，育成環境の調節方法等の基礎的な技術の仕組
みについて理解すること

〇技術に込められた問題解決の工夫について考
えること

(2)技術による問題解決
〇安全・適切な栽培又は飼育，検査等ができること

〇問題を見いだして課題を設定し，育成環境の調
節方法を構想して育成計画を立てるとともに，栽培
又は飼育の過程や結果の評価，改善及び修正に
ついて考えること

(3)社会の発展と技術
〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，技術の
概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方
や，新たな発想に基づく改良と応用について考え
ること

【意思決定】

工夫・創造

【技術評価観点】
世論
ニーズ

環境問題との関わり
生産システムへの影響

図Ⅷ-5 3年生を対象とする「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げた授業モデル 
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4. まとめ 

第 8章では前章までに得られた知見に基づき技術評価力育成に向けたカリキュラムデザイン

を行い，技術ガバナンス意識を高める段階(フェーズ 1)，技術評価力を高める段階(フェーズ 2)

から構成される授業モデルを提案した。その結果，本調査の条件下で以下の 4点を指摘した。 

1) 1年生では，内容「A.材料と加工の技術」の学習を位置づけ，フェーズ 1で，「仕組み理

解」と「技術の両面性認識」を関連付けた題材設定や授業展開を行い，フェーズ 2で，「森

林資源を活用する技術の今後の在り方」を取り上げた技術評価の学習を歴史的・文化的な

視点と現実的課題憂慮の視点を相互に交流させた上で展開することが望ましいことを指

摘した。 

2) 2年生では，内容「D.情報の技術」の学習を位置づけ，フェーズ 1で，「仕組み理解」と

「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を関連付けた題材設定や授業展開を行い，

フェーズ 2 で，「SNS の今後の在り方」を取り上げた技術評価の学習を個人・ユーザの

視点と社会・ノンユーザの視点を交流させた上で展開することが望ましいことを指摘した。 

3) 引き続き，2年生では内容「C.エネルギー変換の技術」の学習を位置づけ，フェーズ 1で，

「仕組み理解」と「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を関連付けた題材設定

や学習展開を行い，フェーズ 2で，「原子力発電の今後の在り方」を取り上げた技術評価

の学習をリスク管理・技術発展の視点とリスク回避・現状維持の視点を交流させた上で展

開することが望ましいことを指摘した。 

4) 3年生では内容「B.生物育成の技術」の学習を位置づけ，フェーズ 1で，「工夫・創造」

を取り入れた題材設定や学習展開を行い，フェーズ 2で，「遺伝子組み換え技術の今後の

在り方」を取り上げた技術評価の学習を生産・経済的活動の視点と消費・社会的影響の視

点を交流させた上で展開することが望ましいことを指摘した。 

これらの結果から，3 年間の体系的な技術評価力育成に向けた授業モデルの提案を行うこと

ができた。次章では本章で検討した授業モデルに即して試行的実践を行い，その評価を行うこ

ととする。 
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第 9章 技術評価力育成に向けた授業モデルの試行的実践 

  

1. 目的 

本章の目的は，研究課題 3 に対処するために，第 8 章で検討した技術評価力育成を図る

授業モデルを基にして，試行的な実践及びその評価を行うことである。 

第 8 章では，学年による生徒の実態を考慮した学年別の題材設定の指針，評価対象技術

の内容別に生徒の実態を考慮した指導の力点の置き方について整理した。その上で，少な

くとも本研究で取り上げた技術評価課題を使用する場合は，1 年生に「森林資源を活用す

る技術の今後の在り方」，2 年生に「SNS の今後の在り方」，「原子力発電の今後の在り方」，

3 年生に「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を配置することが望ましいことを指摘し

た。 

これらの知見を踏まえ本章では，対象学年を 3 年生とし，「B.生物育成の技術」の中で

「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げる実践を試みることとした。 

具体的には，第 2 章で得られた知見(技術ガバナンス力育成に向けた題材の指針)から，

生徒が工夫・創造できるような題材を取り上げる。その後，第 5 章で得られた知見(「生物

育成の技術」における技術評価力育成に向けた指導の力点)から，「ニーズ」，「世論」，「環

境問題との関わり」，「生産システムへの影響」の観点に着目させた上で，「遺伝子組み換え

技術の今後の在り方」をテーマとする技術評価の学習を行うこととする。実践終了後に，

生徒の技術ガバナンス意識及び技術評価の反応等について調査を行い，本研究で提案した

授業モデルの有効性を検討する。 

 

2. 研究の方法 

2.1 実践対象 

実践は，H 県の国立大学附属 A 中学校の 3 年生男子 57 名，女子 47 名計 104 名を対象

とした。なお，A 中学校は第 3 章の質問紙調査の対象校であり，3 年生の技術の授業は 2

週間に 1 度行われている。また，本実践対象者は，実践段階で，「A.材料と加工の技術」，

「C.エネルギー変換の技術」，「D.情報の技術」の内容については履修済であった。実践は

2015 年 4 月～2015 年 10 月に行った。 
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2.2 実践の概要 

本実践は，前章で提案した授業モデル(図Ⅸ-1)に基づき「B.生物育成の技術」における

授業を構築した。フェーズ 1 及びフェーズ 2 から構成した題材の概要を以下に示す。 

2.2.1 題材の構成 

フェーズ 1 では，学年間における技術ガバナンス意識の形成要因の差異から，学年に適

した指導の力点を踏まえることとした。本実践の対象である 3 年生は他学年と比べて「工

夫・創造」の習得感が技術ガバナンス意識の形成に顕著に影響を与えることが把握されて

おり，フェーズ 1 において「工夫・創造」の習得感を高める必要性がある。そこで，フェ

ーズ 1 では生徒の「工夫・創造」の習得感を促すことを目的とする題材を設定し，フェー

ズ 2 に向けて技術ガバナンス意識を高めることとした。 

フェーズ 2 では，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する否定及び肯定的意思

決定を下した生徒の着目している観点を技術評価力指導の力点として取り扱うこととした。

具体的には，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対して 3 年生は否定的意思決定に

「世論」，「ニーズ」，「環境問題との関わり」の着目が影響しており，肯定的意思決定には，

「生産システムへの影響」の着目が影響しており，低学年に比べて広い視野を持って技術

評価を行うことが示唆されている。そこで，フェーズ 2 では，フェーズ 1 で設定した題材

技
術
分
野
の
学
習
過
程

技術の両面性認識

技術の選択・活用
の重要性（現在）

技術の選択・活用
の重要性（未来）

仕組み理解

選択・活用

評価

フェーズ1：技術ガバナンス意識を高める段階

フェーズ2：技術評価力を高める段階

Step.1 事実認識

評価対象技術の仕組みや及ぼす影響の理解

Step.2 評価
技術のもたらすメリット及びデメリットの判断

Step.3 コントロール
技術の発展に向けてどうしていくべきかの提言

題材設定や授業展開

T
A
プ
ロ
セ
ス 判断軸

【評価対象技術】
遺伝子組み換え

技術

肯定的な視点
生産・経済活動の視点

否定的な視点
消費・社会的影響の視点

(1)生活や社会を支える技術
〇育成する生物の成長，生態の特性等の原理・法則
と，育成環境の調節方法等の基礎的な技術の仕組
みについて理解すること

〇技術に込められた問題解決の工夫について考
えること

(2)技術による問題解決
〇安全・適切な栽培又は飼育，検査等ができること

〇問題を見いだして課題を設定し，育成環境の調
節方法を構想して育成計画を立てるとともに，栽培
又は飼育の過程や結果の評価，改善及び修正に
ついて考えること

(3)社会の発展と技術
〇生活や社会，環境との関わりを踏まえて，技術の
概念を理解すること

〇技術を評価し，適切な選択と管理・運用の在り方
や，新たな発想に基づく改良と応用について考え
ること

【意思決定】

工夫・創造

【技術評価観点】
世論
ニーズ

環境問題との関わり
生産システムへの影響

図Ⅸ-1 3年生を対象とする「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げた授業モデル 
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を踏まえて，上記 4 観点に着目させるような技術評価の学習を行い，意思決定に関わらず

幅広い視野や考え方から技術評価を行えるように指導することとした。フェーズ 1 及びフ

ェーズ 2 の具体的な実践内容について以下に示す。 

2.2.2 フェーズ 1：工夫・創造を促す題材「トマトの比較栽培」 

 「B.生物育成の技術」において生徒が工夫・創造できる題材として「トマトの比較栽培」

を設定した。この題材では，同品種のトマトを 2 つ同時に栽培させる。その際，1 つは教

員の指示通りに栽培させ(以下，ベーシック栽培)，もう一方は生徒が工夫・創造して考え

た栽培計画に基づき栽培(以下，オリジナル栽培)させる。そして，ベーシック栽培とオリ

ジナル栽培の成長過程や成果を比較する学習(以下，比較栽培)を行わせることとした。な

お，指導内容は T 社教科書に基づくこととした 85)。比較栽培の各授業の学習内容及び栽培

実習の内訳と時間数を表Ⅸ-1 に示す。本実践では，管理が容易であること，収穫量や糖度

といった比較対象とする変数が分かりやすいことを踏まえてフルーツトマトのデルモン

テ・フルーツイエローを栽培する品種に選定した。 

第 1 次の目標は，生物の育成に様々な環境条件が影響すること，生物を育てる技術とし

て，環境を整える技術，成長を管理する技術，特徴を管理する技術があることを理解する

こととする。内容としては，植物や動物の育成事例などを交えながらガイダンス的に学習

を展開する。また，栽培実習として比較栽培を行うことを示して，糖度や収穫量の向上と

いった目的に向けてどのような栽培が行われているか調べ学習を行わせる。 

第 2 次の目標は，植物の成長に適した土について理解することとする。内容としては，

授業の進行度合いと定植のタイミングを考慮し，畝づくりやマルチングといった畑づくり

は事前に教員と有志の生徒で授業外に行い，作業の様子の写真を交えながら学習を展開す

ることとする。また，団粒構造と短粒構造の土では排水性に違いがあることを理解させる

表Ⅸ-１ フェーズ 1：「比較栽培」の概要 

 

時数 栽培実習 指導内容 指導時数

第1次 なし 生物を育てる技術について 1

第2次 苗の観察，定植 植物の成長に適した土 1

第3次 誘引，摘芽 花芽形成に対する光・温度の影響 1

第4次 観察 水耕栽培・工場栽培の特徴 1

第5次 追肥 トマトの健康状態について 1

第6次 収穫 トマトコンテスト 1
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ために実験を設定する。なお，本次から，栽培実習を開始させる。4～5 人を 1 グループと

して，1 グループに 2 つのフルーツトマトの苗を配布し，「草丈」，「花の数」，「実の数」，

「枝の数」について観察させる。それらの項目について 1 人 1 項目の担当制として，今後

観察することを指示する。あわせて，トマトの管理について水やりのタイミングや回数，

摘芽を行うことなどを伝える。なお，定植に際して，オリジナル栽培とベーシック栽培の

区別ができるように，名前を書いたプレートを準備する。 

第 3 次の目標は，花芽形成に対する光と温度の影響について理解することとする。内容

としては，主として植物の成長に関わる光と温度の影響や，栽培・管理方法として誘引と

摘芽の方法について学習を行う。光の影響については，短日植物，長日植物などの光周性

を取り上げる。温度の影響については，温度を利用した促成栽培や抑制栽培などの技術を

取り上げる。また，グループでオリジナル栽培の実施を具体的に取り組ませることとする。 

第 4 次の目標は，水耕栽培や工場栽培といった露地栽培以外の栽培方法について理解す

ることとする。内容としては，具体事例を参照しながら衛生面が優れていることや除草の

手間が軽減するなどの水耕栽培のメリットを取り上げる。同様に，工場栽培では日照条件

や温度，水の管理などが管理され効率的に植物を収穫することができるなどのメリットを

取り上げる。 

第 5 次の目標は，植物の成長に合わせた管理技術についての知識を身に付け，管理作業

を行うことができることとする。内容としては，トマトの健康状態の例を参照しながら肥

料の 3 要素，害虫対策，摘芽や摘芯などの管理技術について取り上げる。また，栽培実習

では追肥を行う。 

第 6 次の目標は，これまでの学習と比較栽培の結果を基にして，よりよい栽培計画につ

いて仮説を立てることができることとする。内容としては，オリジナルトマトとベーシッ

クトマトの収穫をさせ，糖度や実の直径の計測を行わせる。その後，これまでの成長過程

についてまとめさせ，グループごとにまとめたことを発表，交流させ，比較栽培の振り返

りとしてトマト比較栽培報告書を一人ひとりにまとめさせる。 

2.2.3 フェーズ 2：バイオテクノロジーに関する学習 

 フェーズ 2 では「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」

の観点に着目させた上で，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」をテーマとする技術評価

の学習を行うこととする。学習内容及び時間数を表Ⅸ-2 に示す。 
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第 1 次の目標は，生物の特徴を改良する技術として品種改良の技術についての基礎的な

知識を身に付けることとする。内容としては，接ぎ木によって改良された植物などを導入

として，品種改良の技術が良い性質を交雑するなどして長い年月をかけて行われているこ

となどを取り上げる。 

第 2 次の目標は，フェーズ 1 の学習を踏まえて，ニーズに合わせた遺伝子組み換えトマ

ト(以下，GM トマト)を構想できることとする。内容としては，まず，前次で学習した品

種改良に比べて短期間でできることや品種の違いに関わらず遺伝子を組み換えることがで

きるといった遺伝子組み換え技術の特徴を説明する。その上で工夫・創造してトマトを栽

培した学習経験を活かして，「生産者」，「売り手」，「消費者」のそれぞれの立場を踏まえて

それぞれのニーズに合った GM トマトを考えるグループ活動を取り入れることとする。 

第 3 次の目標は，遺伝子組み換え技術のメリットやデメリット，社会に及ぼす影響につ

いて理解することとする。内容としては，前次に考えられた GM トマトを引き合いに出し

て，現状として除草剤耐性や殺虫性を持つ遺伝子組み換え作物しか流通していないことを

取り上げ，遺伝子組み換え技術の歴史が浅いことや，人間だけでなく，生態系などへの影

響も含めた厳重な安全確認が行われていること，まだまだ発展途上な技術であることを説

明する。 

第 4 次の目標は，遺伝子組み換え技術の発展に向けてどうしていくべきか主体的に考え

ることができることとする。内容としては，技術評価課題として「遺伝子組み換え技術の

今後の在り方」を設定し，「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの

影響」の観点を設定したワークシートを用いて技術評価を行わせることとする。技術評価

を各々で行わせた後に，意見の異なる生徒が混じるように 4～5人で 1グループを設定し，

遺伝子組み換え技術の今後の在り方について提言をまとめさせることとする。 

 

 

表Ⅸ-2 フェーズ 2：バイオテクノロジーに関する学習の概要 

 

学習内容 時数

第1次 品種改良の技術について 1

第2次 遺伝子組み換えトマトを考えよう 1

第3次 遺伝子組み換え技術の現状について 1

第4次 遺伝子組み換え技術の今後の在り方 1
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2.3 実践評価の手続き 

 フェーズ 2 終了後に，「比較栽培」，「バイオテクノロジーに関する学習」に対する実践

対象者の反応を把握するための事後調査を行った。質問紙の構成として 3 つの大問を設定

した。具体的な項目を以下に示す。また，使用した質問紙を図Ⅸ-2 に示す。 

 

 

図Ⅸ-2 事後調査に用いた質問紙 
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2.3.1 比較栽培の学習に対する反応を把握する質問項目 

比較栽培の学習に対する生徒の反応を把握するための質問項目として，①比較栽培の学

習の中で，自分なりに工夫・創造することができた，②比較栽培の学習を通して，作物の

栽培方法について自分なりに理解することができた，③比較栽培の学習を通して，社会の

中で行われている様々な栽培方法の良し悪しを自分なりに評価することができた，④比較

栽培の学習を通して，社会の中で行われている様々な栽培方法の中から，自分なりに適切

だと思うものを選択し，活用することができた，⑤比較栽培にて行ったオリジナルの工夫

は，社会における農業技術の開発研究(農学)と同じ考えであることがわかった，⑥もう一

度，比較栽培ができる機会があったら，今回とは違う新たなオリジナルの工夫に挑戦して

みたいと思う，以上計 6 項目を設定した。回答はいずれの項目も「4:とても当てはまる」

～「1：まったく当てはまらない」までの 4 件法で回答させた。 

2.3.2 バイオテクノロジーに関する学習に対する反応を把握する質問項目 

 バイオテクノロジーに関する学習に対する生徒の反応を把握するための質問項目として，

①品種改良・遺伝子組み換えに関する授業は楽しかった，②品種改良・遺伝子組み換えに

関する授業は難しかった，③品種改良・遺伝子組み換えに関する授業は自分の生活に役立

つと感じた，④品種改良・遺伝子組み換えに関する技術について自分なりに理解すること

ができた，⑤品種改良・遺伝子組み換えに関する技術について自分なりの考えを持つこと

ができた，以上計 5 項目を設定した。また，GM トマトを考える学習活動において「生産

者」，「売り手」，「消費者」のそれぞれの立場でどの程度考えることができたのかを把握す

るために，①生産者の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なりに考える

ことができた，②売り手の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なりに考

えることができた，③消費者の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なり

に考えることができた，以上計 3 項目を設定した。なお，回答はいずれの項目も「4:とて

も当てはまる」～「1：まったく当てはまらない」までの 4 件法で回答させた。 

2.3.3 技術ガバナンス意識を把握する質問項目 

 実践後の生徒の技術ガバナンス意識を把握するために，第 3 章で作成した技術ガバナン

ス意識を把握するための質問項目を設定した。第 2 章同様に①技術の両面性認識，②技術

の選択・活用の重要性(現在)③技術の選択・活用の重要性(未来)の 3 項目である。回答はい

ずれの項目も「4:とても当てはまる」～「1：まったく当てはまらない」までの 4 件法で回

答させた。 
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2.4 分析の手続き 

 まず，フェーズ 2：バイオテクノロジーに関する学習で実施した「遺伝子組み換え技術

の今後の在り方」に対する技術評価の反応について単純集計を行った。つぎに，事後調査

における全体における各項目の単純集計を行い，「比較栽培」，「バイオテクノロジーに関す

る学習」に対する生徒の反応を把握した。そして，事後調査を実施した 104 名のうち，第

2 章において技術ガバナンス意識に関する調査を受けており，なおかつ，第 3 章において

「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に関する調査を受けている計 26 名を分析対象と

して事前事後の比較・検討を行うこととした。 

 

3. 実践の結果と考察 

3.1 フェーズ 1：比較栽培における生徒の学習状況 

3.1.1 第 1次 

第 1 次では，内容「B.生物育成の技術」の学習における導入として植物や動物を育てる

技術の紹介や説明，比較栽培についての説明などを行った。比較栽培の説明として，オリ

ジナル栽培ではグループで糖度の上昇や，収穫量の増加などの目的を持って栽培計画を立

案することを伝えた上で，オリジナルトマトに向けた調べ学習を行わせた。調べ学習で作

成されたレポートを図Ⅸ-3 に示す。 

 

図Ⅸ-3 ワークシートの記述例 
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3.1.2 第 2次 

第 2 次では，主として植物の成長に適した土に関する学習を行った。また，1 グループ

に 2 つのフルーツトマトの苗を配布し，「草丈」，「花の数」，「実の数」，「枝の数」につい

て観察させた。なお，定植に際して，オリジナル栽培とベーシック栽培の区別ができるよ

うに，名前を書いたプレートを準備した。観察の様子と定植されたトマトを図Ⅸ-4，Ⅸ-5

に示す。 

3.1.3 第 3次 

 第 3 次では，主として植物の生長に関わる光と温度の影響や，栽培・管理方法として誘

引と摘芽の方法について学習を行った。また，第 1 次で作成したレポートを基にグループ

でオリジナル栽培の実施に取り掛からせた。実際に行われたオリジナル栽培を図Ⅸ-6～Ⅸ

-9 に示す。図Ⅸ-6 は，トマトの原産地が高原産地の乾燥した場所だったことを知ったグル

ープが，できるだけ水を与えずに，なおかつ酸性雨からトマトを守るために支柱に傘を立

てる工夫をした様子である。また，図Ⅸ-7 は，作物の生長に光が重要であることを知った

グループが，トマトに当たる光を増やすために鏡をまわりに置き光を反射する工夫をした

様子である。図Ⅸ-8 は，害虫や台風からトマトを守るために，新たに支柱を立て防護する

工夫された様子である。図Ⅸ-9 は，四角いスイカを真似て実の形を変えようとする工夫で

ある。その他にも，摘芽を最大限行い，1 つのトマトに栄養を集中させようとする工夫や，

あえて摘芽を行わずジャングル化させて収穫量を増加させる工夫などがあった。 

3.1.4 第 4次 

 第 4 次では，土壌栽培以外の栽培方法として水を使用した水耕栽培や工場栽培の説明を

行った。 

    

         図Ⅸ-4 観察の様子         図Ⅸ-5 定植されたトマト 
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3.1.5 第 5次 

 第 5 次では，いくつかのトマトが病原菌に侵されていたため，トマトの健康状態につい

て学習を行った。その際に，肥料に関する学習を行い，追肥を行わせた。この学習を機に

オリジナル栽培において，液肥を活用するグループも見られた。 

3.1.6 第 6次 

 ベーシックトマトとオリジナルトマトの収穫を行い，収穫された実の直径や糖度の計測

を行わせ，各グループでこれまでの成長過程及び成果を発表するトマトコンテストを行っ

た。授業後に比較栽培学習を通した考察をまとめた「トマト比較栽培報告書」を提出させ

た。栽培したフルーツトマトの糖度は概ね 5～8 程度であり，ベーシック栽培のトマトは

    

    図Ⅸ-6 水を与えない工夫    図Ⅸ-7 鏡を利用して反射光を当てる工夫 

 

    
図Ⅸ-8 害虫対策の工夫        図Ⅸ-9 果実の形状を変える工夫 
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もとより，オリジナル栽培のトマトの多くがこの範囲に収まった。この原因として，本実

践で行われたオリジナル栽培の多くが，生徒が独自に考えたものであり，科学的な実証を

基にして考えられていなかったことが考えられる。しかし，いくつかの班では授業外で農

家の親戚に聞くなどしてオリジナル栽培を考えたグループもあり，糖度 11 以上を計測す

るものもあった。「トマト比較栽培報告書」の考察では，「トマトの原産地域の環境に似せ

るためになるべく水を与えず，雨も当たらないようにした。ベーシックと比較すると実が

大きくて，甘かった。作物に適した育て方をすることが大切だと思った」，「トマトを大量

に収穫するために，摘芽をせずにジャングル化させた。目的通り大量のトマトが収穫でき

たが，糖度が低い，脇芽が重さに耐えられずに折れてしまうことがあった。摘芽はした方

が良い。」などが挙げられた。 

 

3.2 フェーズ 2：バイオテクノロジーに関する学習に対する生徒の学習状況 

 比較栽培を終えた後に，第 5 章の知見を踏まえ「バイオテクノロジーに関する学習」を

行った。具体的には，第１次，第 2 次において品種改良や遺伝子組み換え技術の方法や違

いについて取り上げながら，それらの特徴などについて学習し，実際に育てた経験を活か

して GM トマトを考える学習などを行った。そして第 3 次，第 4 次では，上記の経験を踏

まえながら，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」について考えることを主として行った。 

3.2.1 第 1次 

 バイオテクノロジーに対して生徒が難しいイメージを持っていることを考慮し，導入と

して接ぎ木など育種に関する授業を行った。また，育種に関連させた品種改良の技術に関

する授業を行った。 

3.2.2 第 2次 

 前時に学習した品種改良の技術を踏まえ，遺伝子組み換え技術に関する授業を行った。

具体的な違いとして，品種が大きく異なることや動物と植物の遺伝子でも交雑できること，

品種改良に比べて短期間で効率的にできることを取り上げた。 

 その後，生産者，売り手，消費者の立場であったらいいなと思う GM トマトをグループ

で考えさせた。考えた内容はホワイトボードでまとめさせた。グループ活動の様子を図Ⅸ

-10，まとめられたホワイトボードの例を図Ⅸ-11 に示す。フェーズ 1 で実際に工夫してト

マトを育てた経験や，生活経験や他教科で得た知識を基にして様々な GM トマトを考える

ことができた。具体的には，理科で学習した細胞分裂を行うプラナリアの遺伝子や，家庭
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科で学習した赤色の着色料の原料となるエンジムシの遺伝子，皮を剥きやすいミカンの遺

伝子などを交雑して，収穫量が無限に増える GM トマトや赤色の発色が良い GM トマト，

トマトソースが作りやすい GM トマトなどが挙げられた。 

3.2.3 第 3次 

 前時にて，多くの GMトマトが考えられたことを振り返り，いくつかのグループに発表さ

せた。その後，実際に世の中で売られている遺伝子組み換え作物は除草剤耐性もしくは，

殺虫性を持つものしかないことを取り上げ，遺伝子組み換え技術の歴史が浅いことや，人

間だけでなく，生態系などへの影響も含めた厳重な安全確認が行われていること，改善の

余地が多々残されている発展途上な技術であることを説明した。 

3.2.4 第 4次 

 これまでの学習を振り返り，「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」，「生産システム

への影響」の観点に着目させるためにワークシートを準備した。ワークシートの枠組みの

設定として，「ニーズ」に着目させるために「だれのため，なんのために遺伝子組み換え技

術はあるんだろうか？」，「世論」に着目させるために「世論の賛成派，反対派の意見」，「環

境問題との関わり」，「生産者」に着目させるために「環境に対するメリット，デメリット」，

「生産者のメリット，デメリット」合わせて，「消費者のメリット，デメリット」の枠組み

を設定した。ワークシートを用いて生徒に自分自身の考えをまとめさせた。生徒が実際に

まとめたワークシートを図Ⅸ-12 に示す。 

ワークシートをまとめさせた後に，第 3 章で使用した「遺伝子組み換え技術の今後の在

り方」に関する技術評価課題について考えさせ，意思決定を行わせた。いずれの意思決定(肯

定・否定・葛藤)が含まれるようにグループ編成を行い，今後の在り方に対して議論を行わ

せた。討論は 15 分程度として，グループで最終的な提言をまとめさせた。討論の結果，

  

    図Ⅸ-10 グループ活動の様子     図Ⅸ-11 まとめられたホワイトボード 



第 9 章 技術評価力育成に向けた授業モデルの試行的実践 

- 103 - 

 

グループによる提言として，肯定もしくは否定の意見に偏るグループ，中立の意見をとる

グループ，互いに納得できずまとまらないグループが見られた。中立の意見として，遺伝

子組み換え作物を育てる場所を研究所などに制限する，遺伝子組み換え技術は人体に入ら

ない(食べない)ものだけに利用する，品種改良の技術を中心に研究を進めるなどが挙げら

れた。討論を終えた生徒の意見として，「遺伝子組み換え技術は良い面も悪い面もあり，人

それぞれが自分の意見を持つことが大事であり，そのためには技術についてしっかりと調

べたり考えたりする必要がある。」，「安全性を確かめるためにも，遺伝子組み換え技術を発

展させていく必要があると感じた。食べる食べない買う買わないは個人が自分自身で決め

なければならないと思った。」，「30 人強のクラスでも意見が割れるのに世の中はもっと割

れると思った。これから先社会がこのような問題をもっと活発に取り上げ，たくさんの人

が興味を持つべきだと思った。」などの意見が挙げられた。 

 

3.3 実践の評価 

 分析では，回答に欠落がある者(1 名)，全ての選択肢が同じなど回答に規則性のある者(3

名)計 4 名を除く 100 名を有効回答(有効回答率 96.2％)とした。事後調査では，回答に欠落

 

図Ⅸ-11 ワークシートの記述例 
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があるもの(4 名)，全ての選択肢が同じなど回答に規則性のあるもの(6 名)計 10 名を除く

94 名を有効回答(有効回答率 90.4％)とした。 

3.3.1 「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する技術評価の反応 

 意思決定の割合は「肯定群」44.0%，「否定群」37.0%，「葛藤群」19.0%，「不明群」0%

となり，不明と回答した生徒はおらず全員が意思決定を行うことができた。技術評価観点

の平均値及び SD を表Ⅸ-3 に示す。表より，技術評価観点 18 項目のうち，指導の力点と

した「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」，「生産システムへの影響」の観点を含む

14 項目が平均値 3.00 以上であった。このことから，本実践によって生徒らは広く技術評

価観点に着目して「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対して意思決定を行っていた

こと，及び指導の力点として構築したワークシートの有効性が認められたと推察される。 

次節では，事後調査による「比較栽培」及び「バイオテクノロジーに関する学習」に対

する生徒の反応について述べる。 

表Ⅸ-3 技術評価観点の平均値及び SD 

 

技術評価観点 平均値 SD

技術目的 3.68 0.62

運用上の制限 3.62 0.72

消費生活への影響 3.58 0.68

技術の将来展望 3.49 0.72

事故の危険性と事例 3.49 0.80

生産システムへの影響 3.39 0.80

環境問題との関わり 3.38 0.85

世論 3.37 0.80

ニーズ 3.34 0.84

産業における経済的な効果 3.25 0.89

しくみや科学的な原理 3.23 0.79

人間による制御可能性 3.19 0.84

流通システムへの影響 3.18 0.85

資源・材料 3.04 0.91

技術史的な背景や経過 2.88 0.89

科学史的な背景や経過 2.87 0.84

代替技術 2.82 0.89

法的規制とガイドライン 2.73 0.94

※平均値降順
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3.3.2 比較栽培に対する生徒の反応 

比較栽培の学習に対する生徒の反応について質問項目①～⑥の平均値及び SD を整理し

たものを表Ⅸ-4 に示す。いずれの項目も平均値が 3.00 以上と高かったことから，比較栽

培に対する生徒の反応は肯定的であったことが推察される。また，①工夫・創造の習得感

について，工夫することがとてもできた，少しできたと答えた生徒の割合は全体の 90.4%

であり，多くの生徒が比較栽培において自分なりに工夫・創造をすることができたと推察

される。 

 

3.3.3 バイオテクノロジーに関する学習に対する生徒の反応 

 バイオテクノロジーに関する学習に対する生徒の反応について質問項目①～⑤の平均値

及び SD を整理したものを表Ⅸ-5 に示す。授業の難しさを問う項目を除く，いずれの項目

も平均値が 3.38 以上と高く，比較栽培と同様に，生徒の反応は肯定的であったことが示唆

される。また，授業の難しさについては平均値が 3.15 となっており，生徒はバイオテクノ

ロジーに関する学習に対して，難しさを感じつつも楽しさや役立ち感を抱いていたことが

推察される。また，GM トマトを考える学習活動において「生産者」，「売り手」，「消費者」

のそれぞれの立場でどの程度考えることができたのかに対する平均値及び SD を表Ⅸ-6 に

示す。いずれの項目も平均値は 3.48 以上と高く，生産者，売り手，消費者それぞれの立場

で考えることができていたことが示唆される。 

表Ⅸ-4 比較栽培に対する生徒の反応 

 

質問項目 平均値 SD

比較栽培の学習の中で，自分なりに工夫・創造することができた 3.36 0.75

比較栽培の学習を通して，作物の栽培方法について自分なりに理解することができた 3.48 0.65

比較栽培の学習を通して，社会の中で行われている様々な栽培方法の良し悪しを自分
なりに評価することができた

3.53 0.65

比較栽培の学習を通して，社会の中で行われている様々な栽培方法の中から，自分な
りに適切だと思うものを選択し，活用することができた

3.35 0.67

比較栽培にて行ったオリジナルの工夫は，社会における農業技術の開発研究(農学)と

同じ考えであることがわかった
3.11 0.78

もう一度，比較栽培ができる機会があったら，今回とは違う新たなオリジナルの工夫に挑
戦してみたいと思う

3.48 0.76



第 9 章 技術評価力育成に向けた授業モデルの試行的実践 

- 106 - 

 

3.4 実践後の技術ガバナンス意識 

実践後の生徒の技術ガバナンス意識を集計した。平均値及び SD を表Ⅸ-7 に示す。いず

れの項目も平均値は 3.60 以上であり，本実践終了後の生徒の技術ガバナンス意識は高かっ

た。特に技術の両面性については，平均値が 3.72 と最も高く技術のメリットだけでなくデ

メリットについても着目していたことが推察される。 

 

3.5 事前事後間における生徒の反応の比較 

 本実践対象者 104 名のうち，事前に，第 3 章において技術ガバナンス意識の把握ができ

ていて，なおかつ，第 5 章において「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対する技術

評価の反応が把握できている生徒 26 名を対象に事前事後における意識の違いについて検

討した。なお，26 名のうち，事後調査において欠席者が 1 名いたため 25 名を分析の対象

表Ⅸ-7 実践後の生徒の技術ガバナンス意識 

 

質問項目 平均値 SD

技術の発展にはプラスの面だけではなくマイナスの面もある 3.76 0.52

現在の自分の生活をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術を選択し，
活用することが大切だと思う

3.69 0.57

未来の社会をよりよくするためには，様々な技術の中から適切な技術を選択し，活用する
ことが大切だと思う

3.72 0.56

表Ⅸ-5 バイオテクノロジーに関する学習に対する生徒の反応 

 
 

表Ⅸ-6 GMトマトを考える活動に対する生徒の反応 

 

質問項目 平均値 SD

品種改良・遺伝子組み換え技術に関する授業は楽しかった 3.69 0.57

品種改良・遺伝子組み換え技術に関する授業は難しかった 3.20 0.81

品種改良・遺伝子組み換え技術に関する授業は自分の生活に役立つと感じた 3.41 0.71

品種改良・遺伝子組み換え技術について自分なりに理解することができた 3.49 0.67

品種改良・遺伝子組み換え技術について自分なりの考えを持つことができた 3.61 0.55

質問項目 平均値 SD

生産者の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なりに考えることができた 3.57 0.65

売り手の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なりに考えることができた 3.51 0.65

消費者の立場で困難なことを考え，遺伝子組み換え作物を自分なりに考えることができた 3.64 0.62
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とした。また，回答が 1 ヶ所のみ欠落した生徒が事前調査で 2 名いたが，有効回答者の減

少を考慮し，該当項目の平均値を代入することとした。 

3.5.1 技術ガバナンス意識の事前事後の比較 

 分析対象者25名の技術ガバナンス意識の事前事後の比較を行うために，t検定を行った。

その結果を表Ⅸ-8 に示す。 

表より，「技術の両面性認識」及び「技術の選択・活用の重要性(未来)」の意識に有意な

向上が認められた。第 2 章の知見において，3 年生の「工夫・創造」の習得感が上記 2 項

目の意識の形成が示唆されていたこととこの結果は一致しており，本研究の条件下では有

効性が示唆された。 

3.5.2 遺伝子組み換え技術の今後の在り方に対する技術評価観点の事前事後の比較 

 分析対象者 25 名の技術評価の際の着目した技術評価観点について事前事後の比較を行

うために，t 検定を行った。その結果を表Ⅸ-9 に示す。表より，有意もしくは有意傾向で

平均値の向上が認められた技術評価観点は，「しくみや科学的な原理」，「科学史的な背景」，

「技術目的」，「運用上の制限」，「代替技術」，「技術史的な背景」，「技術の将来展望」，「資

源・材料」，「事故の危険性と事例」，「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」，「生産シ

ステムへの影響」，「流通システムへの影響」，「消費生活への影響」となり，18 項目のうち

15 項目であった。指導の力点とした 4 項目については上記 15 項目に含まれており，本実

践を行う前と比べて，生徒は多くの技術評価観点に着目して技術評価を行っていることが

示唆された。 

 

表Ⅸ-8 本実践の事前事後における技術ガバナンス意識の違い 

 

技術ガバナンス意識 事前 事後

平均 3.16 3.88

SD 0.75 0.44

平均 3.52 3.76

SD 0.51 0.52

平均 3.64 3.92

SD 0.49 0.28

＊ p <.05  ＊＊p <.01

＊＊

ns

＊

対応のあるt検定

技術の両面性認識

技術の選択・活用の重要性(現在)

技術の選択・活用の重要性(未来)

t (24)=4.04

t (24)=1.54

t (24)=3.92
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3.6 考察 

 授業モデルとして構築した「比較栽培」及び「バイオテクノロジーに関する学習」につ

いて上記の結果を基に実践評価を考察する。まず，事後調査の結果より，「比較栽培」にお

いて「工夫・創造」の習得感を肯定的に捉えた生徒が全体の 90.4%だったことから，「比

較栽培」は構築した授業モデルのフェーズ 1 としての有効性が示唆される。また，「バイ

表Ⅸ-9 本実践の事前事後における技術評価観点の変化 

 

技術評価観点 事前 事後

平均 2.96 3.36

SD 0.93 0.64

平均 2.44 2.88

SD 0.92 0.78

平均 3.25 3.72

SD 0.83 0.46

平均 3.28 3.76

SD 0.79 0.52

平均 2.54 2.96

SD 0.87 0.79

平均 2.32 2.68

SD 0.80 0.85

平均 2.92 3.56

SD 0.86 0.71

平均 3.00 3.20

SD 0.82 0.82

平均 2.56 3.20

SD 0.96 0.82

平均 3.20 3.64

SD 0.76 0.57

平均 3.04 3.72

SD 0.89 0.54

平均 3.04 3.56

SD 0.79 0.71

平均 3.12 3.48

SD 1.01 0.77

平均 2.52 2.84

SD 1.00 0.94

平均 2.96 3.56

SD 1.06 0.58

平均 2.76 3.44

SD 1.01 0.77

平均 2.56 3.20

SD 1.00 0.82

平均 2.96 3.64

SD 0.89 0.57

† p <.10 ＊ p <.05  ＊＊ p <.01

対応のあるt検定

ns

ns

＊＊

＊＊

＊

＊＊

t (24)=2.43

t (24)=3.78

†

†

＊＊

ns

＊＊

＊

＊＊

＊

t (24)=4.54

t (24)=2.70

t (24)=1.56

t (24)=1.44

t (24)=3.46

t (24)=3.18

t (24)=1.82

t (24)=1.74

t (24)=3.95

t (24)=1.04

t (24)=2.78

t (24)=2.68

t (24)=1.92 †

＊

＊＊

＊＊

t (24)=2.11

t (24)=3.07

t (24)=3.36

技術史的な背景や経過

代替技術

運用上の制限

技術目的

科学史的な背景や経過

しくみや科学的な原理

世論

ニーズ

事故の危険性と事例

資源・材料

人間による制御可能性

技術の将来展望

消費生活への影響

流通システムへの影響

生産システムへの影響

環境問題との関わり

法的規制とガイドライン

産業における経済的な効果
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オテクノロジーに関する学習」について，実践終了後の生徒の反応は非常に肯定的であっ

た。また，分析対象を一部の生徒にしたものではあるが，本実践は技術ガバナンス意識の

向上及び技術評価観点を深めることに有効性が示唆された。生徒の自由記述では，40 人に

満たないクラスの中でも遺伝子組み換え技術に対する考え方が様々であることや，技術に

関わる問題に対して自分自身の考え方を持つことの重要性を認識することができたためで

はないかと考えられる。 

 

4. まとめ 

以上，本章では，第 8 章の授業モデルに基づき，技術ガバナンス力の向上に向けて技術

評価力育成を図るための実践とその評価を行った。その結果，本実践の条件下で以下の知

見が得られた。 

1) 「比較栽培」によって多くの生徒が「工夫・創造」の習得感を得ることができた。ま

た，もう一度オリジナル栽培の工夫をしてみたいや技術の良し悪しについても非常に

肯定的な反応がみとめられ，構築した授業モデルの題材として有効性の高い題材であ

ったことが示唆された。 

2) 「バイオテクノロジーに関する学習」では，品種改良や遺伝子組み換え技術に関する

学習を踏まえて，生産者，売り手，消費者といった異なる立場で GM トマトを考える

ことができた。また，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対してよく考えること

ができていた。 

3) 本実践を通して，技術ガバナンス意識のうち「技術の両面性」及び「技術の選択・活

用の重要性(未来)」の意識の向上が認められた。また，技術評価観点 18 項目のうち

15 項目において平均値に有意な向上が認められ，技術評価の深まりが示唆された。 

以上，本章では研究課題 3 に対処するために，第 8 章で構築した授業モデルを基に中学

3 年生を対象に内容「B.生物育成の技術」において試行的な実践及びその評価を行った。

これらの知見は，技術科における技術ガバナンス力育成に向けて技術評価力の向上を図る

授業実践を提供しうるものであると考えられる。次章においては，これらの知見を整理し，

本研究のまとめとして，今後の技術ガバナンス力育成に向けた技術教育の在り方について

考察する。 
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第 10章 結論及び今後の課題 

 

1. 本研究で得られた知見の整理 

本研究の目的は，技術科における生徒の技術ガバナンス力の育成に向けて，技術評価課題

に対する意思決定の特徴(何に着目してどのような判断を下すか)を明らかにし，それに基づ

く授業モデルの提案を行うことであった。この目的に対し，第 1章では先行研究を整理し，

研究のアプローチを策定した。第 2 章では，技術ガバナンス意識に対する生徒の実態把握

とその形成に関連する要因を探索し，技術ガバナンス意識の向上に向けた題材設定の指針

を検討した。第 3 章では，技術科の 4 内容に即して具体的な技術評価課題を設定し，生徒

の反応について学年間及び性別，意思決定(肯定・葛藤・否定)における特徴を把握した。続

く第 4 章から第 7 章では，各技術評価課題に分けて生徒の反応を詳細に分析し，内容別に

指導の力点をそれぞれ検討した。第 8章では，第 2章から第 7章で得られた知見に基づき，

技術評価力育成に向けたカリキュラムデザイン及び授業モデルを提案した。第 9 章では，

第 8 章で提案したカリキュラムデザイン及び授業モデルに基づき授業実践を試み，その効

果を評価した。各章で得られた知見を以下に整理する。 

 

1.1 生徒の技術ガバナンスに対する意識の実態とその形成要因に関する探索的検討 

第 2 章では，生徒の技術ガバナンス意識の実態及びその形成要因を探索的に把握した。

その結果，中学 1年生入学時の技術ガバナンス意識は高かったものの，「技術の両面性認識」

や「現在の生活のための技術の選択・活用の重要性認識」は，学年の進行に応じて意識が低

下する傾向がみられた。技術ガバナンス意識と授業習得感との関連性を重回帰分析で検討

した結果，全体において弱いながらも授業習得感が技術ガバナンス意識に広範な影響力を

示すことが示唆された。学年間において技術ガバナンス意識に対する授業習得感の影響を

比較したところ，「評価」，「選択・活用」の習得感は全ての学年において広範な影響力を示

した。また，技術の「仕組み理解」の習得感は 1年では「技術の両面性認識」に，2年では

「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」に，3年生では「現在の生活のための技術

の選択・活用の重要性認識」に影響しており学年間において差異が認められた。また，「工

夫・創造」の習得感は 3年生進級時においてのみ「技術の両面性認識」，「未来に向けた技術

の選択・活用の重要性認識」に影響することが示唆された。これらのことから，技術ガバナ

ンス意識を高めるためには，学年間における形成要因の違いを考慮した題材設定を行う必
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要があるのではないかと推察された。 

 

1.2 技術評価課題に対する生徒の意思決定と着目観点の特徴 

第 3章では，社会において賛否の分かれる技術として，「森林資源を活用する技術の今後

の在り方」，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」，「原子力発電の今後の在り方」，「SNSの

今後の在り方」の 4課題を設定し，生徒に技術評価を行わせ，意思決定の状況や着目した技

術評価観点を学年別，意思決定別，性別等に着目して把握を試みた。その結果，全体におけ

る意思決定の状況としては，半数以上の生徒が否定的であり，評価対象技術によって意思決

定の割合に違いが認められた。また，低学年は高学年に比べて「否定群」の割合が有意に高

く，「肯定群」では，3 年生>1 年生，「葛藤群」では，2年生>1年生となり，学年間によっ

て意思決定の割合に違いがあることが示唆された。技術評価観点のうち着目度の高い項目

は「運用上の制限」，「技術目的」，「事故の危険性と事例」などであった。一方，着目度の低

い項目は「技術史的な背景と経過」，「科学史的な背景と経過」，「法的規制とガイドライン」

などであった。学年間及び意思決定間，性別間において技術評価観点の平均値を比較した結

果，学年間では 7項目，意思決定間では 11項目，性別間では 6項目について有意な差が認

められた。このことから，技術評価の学習を展開する際には，取り上げる評価対象技術や生

徒の実態に応じて指導の力点を変容させる必要性が示唆された。しかし，評価対象技術間お

よび学年間において意思決定（肯定・否定・葛藤・不明）の割合には差異が認められたため，

第 4章から第 7章では，各課題に対する技術評価の反応をより詳細に分析することにした。 

 

1.3 「A.材料と加工の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

第 4章では，「A.材料と加工の技術」における技術評価課題である「森林資源を活用する

技術の今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を分析した。その結果，「森林資源

を活用する技術の今後の在り方」に対する意思決定の比率は，「否定群」78.9%，「葛藤群」

10.9%，「肯定群」9.5%，「不明群」0.7%となり，各学年における意思決定の割合に有意な差

は認められなかった。「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変

数とする判別分析を行った。その結果，肯定的意思決定では，1年生では「技術史的な背景

や経過」と「ニーズ」，2年生では「科学史的な背景や経過」と「技術目的」，3年生では「科

学史的な背景や経過」の着目の影響が把握された。いずれの学年においても法隆寺などの文

化遺産等を取り上げた技術史もしくは科学史的な背景や経過に着目する様相等が把握され
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たことから，肯定的意思決定では歴史的・文化的な視点が重要な役割を果たしていることが

示唆された。これに対して否定的意思決定では，1年生では「消費生活への影響」， 2年生

では「環境問題との関わり」と「資源・材料」，3年生では「資源・材料」の着目が把握され

た。1年生では身の回りの生活の影響といった一消費者として技術評価を行う傾向が，2年

生及び 3 年生では森林資源や環境といったより広い社会に対する影響に着目する様相等が

把握されたことから，否定的意思決定では現実的課題憂慮の視点が重要な役割を果たして

いることが示唆された。 

 

1.4 「B.生物育成の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

第 5章では，「B.生物育成の技術」における技術評価課題である「遺伝子組み換え技術の

今後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を分析した。その結果，「遺伝子組み換え

技術の今後の在り方」に対する意思決定の比率は，「否定群」48.6%，「肯定群」31.0%，「葛

藤群」17.7%，「不明群」2.8%となり，各学年における意思決定の割合に有意な差は認めら

れなかった。「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする

判別分析を行った。その結果，肯定的意思決定では，1 年生では「流通システムへの影響」

と「技術目的」，2年生では「ニーズ」と「技術の将来展望」，3年生では「生産システムへ

の影響」の着目の影響が把握された。1年生では生産量の増加といった流通に目を向けてい

たが，2年生では，技術の目的や将来のことを踏まえ，3年生では生産者の立場を踏まえ技

術評価を行う傾向が把握されたことから，肯定的意思決定では生産・経済活動の視点が重要

な役割を果たしていることが示唆された。これに対して否定的意思決定では，1年生では「消

費生活の影響」と「運用上の制限」，2 年生では「運用上の制限」と「法的規制とガイドラ

イン」，3年生では「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」の着目の影響が把握された。

1年生では一消費者として技術評価を行う傾向，2年生では制限や注意点，ガイドラインと

いった社会での在り方に目を向け，3年生では世論や環境といったより広い社会への着目す

る傾向が把握されたことから，否定的意思決定では消費・社会的影響の視点が重要な役割を

果たしていることが示唆された。 

 

1.5 「C.エネルギー変換の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

第 6章では，「C.エネルギー変換の技術」における技術評価課題である「原子力発電の今

後の在り方」に対する生徒の反応について詳細を分析した。その結果，「原子力発電の今後
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の在り方」に対する意思決定の比率は，「否定群」67.8%，「肯定群」16.5%，「葛藤群」12.2%，

「不明群」3.5%となり，各学年における意思決定の割合に有意な差は認められなかった。

「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別分析を行

った。その結果，肯定的意思決定では，1年生では有意な判別係数を示す項目はなかったが，

2年生では「しくみや科学的な原理」と「技術の将来展望」，「流通システムへの影響」，3年

生では「技術目的」と「法的規制とガイドライン」，「消費生活への影響」の着目の影響が把

握された。1年生では原子力発電に対する知識が少なくレディネスとして捉えられる特徴が

なかったことが推察された。他学年では，リスクを理解しながらも上手に管理しながら将来

の技術発展に着目する傾向が把握されたことから，肯定的意思決定ではリスク管理・技術発

展の視点が重要な役割を果たしていることが示唆された。これに対して否定的意思決定で

は，1年生では「代替技術」と「資源・材料」， 2年生では「人間による制御可能性」と「世

論」，3 年生では「代替技術」と「事故の危険性」に着目の影響が把握された。いずれの学

年においても過去の事故事例や予期せぬトラブルといった危険を想定しながらリスクを最

小限に抑えるような様相が把握されたことから，否定的意思決定ではリスク回避・現状維持

の視点が重要な役割を果たしていることが示唆された。 

 

1.6 「D.情報の技術」における技術評価課題に対する生徒の反応 

第 7章では，「D.情報の技術」における技術評価課題である「SNSの今後の在り方」に対

する生徒の反応について詳細を分析した。その結果，「SNSの今後の在り方」に対する意思

決定の比率は，「葛藤群」44.8%，「肯定群」27.1%，「否定群」26.6%，「不明群」1.5%とな

り，1年生に比べて 3年生では「否定群」の割合が有意に低く「肯定群」の割合が有意に高

かった。「否定群」，「肯定群」の意思決定を目的変数，技術評価観点を説明変数とする判別

分析を行った。その結果，肯定的意思決定では，1年生において「技術の将来展望」と「消

費生活への影響」に着目していたものが，2年生では「しくみや科学的な原理」と「人間に

よる制御可能性」に，3 年生では「科学史的な背景・経過」と「流通システムへの影響」，

「消費生活への影響」に着目の影響が把握された。SNS の活用による日常生活上のメリッ

トやその具体的事例，機能性に着目する様相が把握されたことから肯定的意思決定では個

人・ユーザの視点が重要な役割を果たしていることが示唆された。これに対して否定的意思

決定では，1年生において有意な判別係数を示す項目はなかったが，2年生では「事故の危

険性と事例」と「流通システムへの影響」，3 年生では「しくみや科学的な原理」，「環境問
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題との関わり」，「生産システムへの影響」，「ニーズ」に着目の影響が把握された。原子力発

電と同様に，1 年生では SNS に対する知識が少なくレディネスとして捉えられる特徴がな

かったことが推察された。他学年では，SNS による情報拡散の危険性などの社会的な見方

とともに，使用に伴うネットトラブルや情報の流通，個人にとっての不必要さに着目する様

相が把握されたことから，否定的意思決定では社会・ノンユーザの視点が重要な役割を果た

していることが示唆された。 

 

1.7 技術評価力育成に向けたカリキュラムデザインと授業モデルの構築 

第 8 章では，前章までに得られた知見に基づき技術評価力育成に向けたカリキュラムデ

ザインを行い，授業モデルを提案した。カリキュラムデザインでは 2017年公示学習指導要

領の枠組み，他教科の指導時期を前提条件としてこれまでの知見を基にした。その結果，技

術ガバナンス意識を高める段階(フェーズ 1)，技術評価力を高める段階(フェーズ 2)から構

成される授業モデルを提案した。具体的には，1年生では内容「A.材料と加工の技術」にお

いてフェーズ 1において，「仕組み理解」と「技術の両面性認識」を関連付けた題材設定や

授業展開を行い，フェーズ 2において「森林資源を活用する技術の今後の在り方」を取り上

げた技術評価の学習を歴史的・文化的な視点と現実的課題憂慮の視点を相互に交流させた

上で展開することが望ましいことを指摘した。2年生では「D.情報の技術」においてフェー

ズ 1において，「仕組み理解」と「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を関連付

けた題材設定や授業展開を行い，フェーズ 2 において「SNS の今後の在り方」を取り上げ

た技術評価の学習を個人・ユーザの視点と社会・ノンユーザの視点を交流させた上で展開す

ることが望ましいことを指摘した。また，内容「C.エネルギー変換の技術」においてはフェ

ーズ 1において，「仕組み理解」と「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」を関連

付けた題材設定や学習展開を行い，フェーズ 2において「原子力発電の今後の在り方」を取

り上げた技術評価の学習をリスク管理・技術発展の視点とリスク回避・現状維持の視点を交

流させた上で展開することが望ましいことが示唆された。3年生では内容「B.生物育成の技

術」においてフェーズ 1において，「工夫・創造」を取り入れた題材設定や学習展開を行い，

フェーズ 2 において「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げた技術評価の学習

を生産・経済活動の視点と消費・社会的影響の視点を交流させた上で展開することが望まし

いことを指摘した。 
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1.8 技術評価力育成に向けた授業モデルの試行的実践 

第 8 章で提案した授業モデルに基づき第 9 章では，中学 3 年生を対象に，内容「B.生物

育成の技術」における「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」を取り上げた試行的実践およ

び実践の評価を行った。具体的には，フェーズ 1では工夫・創造の余地を取り入れた「比較

栽培」，フェーズ 2では生産・経済活動の視点と消費・社会的影響の視点として「生産シス

テムへの影響」，「ニーズ」，「世論」，「環境問題との関わり」の観点に着目させる「バイオテ

クノロジーに関する学習」を行った。その結果，「比較栽培」によって多くの生徒が「工夫・

創造」の習得感を得ることができ，構築した授業モデルの題材として適切な反応が確認され

た。「バイオテクノロジーに関する学習」では，品種改良や遺伝子組み換え技術に関する学

習を踏まえて，生産者，売り手，消費者といった異なる立場で GM トマトを考えることが

できた。また，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」に対しては全生徒が，多様な観点に

着目しつつ，個人の意思決定を下すことができた。事前事後の調査では，本実践を通して「技

術の両面性認識」及び「未来に向けた技術の選択・活用の重要性認識」などの技術ガバナン

ス意識の向上が認められた。また，生産・経済活動の視点及び消費・社会的影響の視点とし

て取り入れた「生産システムへの影響」，「世論」，「ニーズ」，「環境問題との関わり」をはじ

め，広範な技術評価観点への着目度が高まった。このことから本実践には，生徒の技術ガバ

ナンス意識の向上と技術評価力の形成に一定の効果のあることが示唆された。 

 

2. 結論 

以上，本研究の範囲内において得られた知見より，以下を本研究の結論とする。 

生徒の技術ガバナンス意識の形成には，技術科の授業における技術評価力の習得感が重

要な役割を果たしていることから，技術評価を中核に技術ガバナンス力の育成を図るカリ

キュラムデザイン，授業モデルが必要である。しかし，技術の「仕組み理解」や「工夫・創

造」の習得感の影響力には学年間による差異が生じているため，これらの関連性を踏まえた

学年ごとの指導の力点を踏まえることが重要である。加えて，技術評価時の生徒の反応は，

評価対象となる技術や意思決定間(肯定及び否定)によって評価の傾向が異なっていた。具体

的には，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」では，歴史的・文化的な視点と現実的

課題憂慮の視点が，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」では，生産・経済活動の視点と

消費・社会的影響の視点が，「原子力発電の今後の在り方」では，リスク管理・技術発展の

視点とリスク回避・現状維持の視点が，「SNSの今後の在り方」では個人・ユーザの視点と
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社会・ノンユーザの視点がそれぞれ意思決定の判断軸になっていることが明らかとなった。

このことから授業において技術評価課題を扱う場合，教師は，上記の各判断軸に即して技術

評価に必要な情報を万遍なく取り扱いながら，生徒が幅広い意見を踏まえて意思決定を行

えるように支援することが重要である。 

 

3. 教育実践への示唆 

本節では，本研究で得られた知見及び結論に基づく教育実践への示唆として，次の 3 点

を考察する。 

第一に，授業の習得感が持つ技術ガバナンス意識への影響が各学年において異なること

に配慮したカリキュラムデザインの必要性である。技術ガバナンス力の育成に向けてこれ

までに様々な実践が試みられているものの，それぞれの実践アプローチは一様ではなく，カ

リキュラムデザインに向けたフレームワークは定かではなかった。そのため，教員は個人の

考えや経験則に従って，カリキュラムデザインを行ってきている。しかし，このような教員

個人の考えや経験則に基づくカリキュラムデザインでは，技術ガバナンス力に対する生徒

の内実的な意識や発達段階に即しているとは必ずしも言えない。これに対して本研究では，

生徒の技術ガバナンスに対する内実的な意識を捉えることに着目し，各学年の技術ガバナ

ンス意識の実態とその形成に因果する要因を把握することができた。具体的には，生徒の技

術ガバナンス意識の形成には，技術科の授業において「工夫・創造」，「仕組み理解」，「評価」，

「選択・活用」の習得感を高めることの重要性を述べた。また，「工夫・創造」や「仕組み

理解」の習得感の影響力が学年間で異なっていること等を踏まえて，各学年に応じた技術ガ

バナンス力育成に向けた題材設定の指針を明らかとした。本研究では，中学校各学年の 4月

に調査を実施しているため，本調査で把握された各学年の実態は，それぞれ前年度までの学

習経験や生活経験によって形成されたものである。逆に言えば，本調査で把握された実態は，

それぞれの学年の授業前のレディネスを示すものであり，このようなレディネスを踏まえ

た技術科の授業を各学年において展開していくことが重要と考えられる。このような観点

から本調査の結果を見ると，それぞれの学年で認められた影響力の組み合わせは，技術科の

授業前に生徒が関連付けやすい意識の組み合わせであると解釈できる。言い換えれば，それ

ぞれの学年の授業では，これらの意識の関連性を活かした手立てが有効ではないかと考え

られる。その中でも特に，3年生において「工夫・創造」の習得感が技術ガバナンス意識に

影響を示すことを留意する必要がある。3 年生の授業時数は 17.5 時間とされており，他学
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年の半分であることから，学校現場では画一的な製作物をつくる題材が広く普及しており

生徒が工夫・創造を発揮する余地が少ない現状がある。そのため，試作やプロトタイプの開

発といった授業時数をなるべく圧迫しないながらも，「工夫・創造」の習得感を高められる

ような題材設定を行い，「技術の両面性認識」や「未来に向けた技術の選択・活用の重要性

認識」と関連付けた指導を展開することが考えられる。 

第二に，技術評価力の向上に向けて，評価対象技術や意思決定による技術評価の傾向を踏

まえて教員が指導の力点を変化させる必要性である。世の中で賛否の結論が出ていない技

術をテーマとする実践は技術科のみならず，理科や社会科といった他教科においても試み

られている。しかし，技術の仕組みや将来展望などを含む技術の多面性に基づいた実践のア

プローチは管見する限り他教科では行われていない。換言するならば，技術的側面を踏まえ

て技術進展に向けた技術評価を行わせることは，普通教育では技術科のみで取り扱う学習

活動であることを教員自身が十分に意識することが重要である。一方で，賛否の分かれてい

る技術に対して半数以上の生徒が否定的であったことから，メディアでの取り上げられ方

などによって技術に対して否定的な見解を持つ生徒が多くいることが推察される。そのた

め，教員が評価対象となる技術のメリットやデメリットを単に理解させるだけでは，技術評

価の学習における指導として十分ではない。これに対して本研究では，生徒の技術評価の傾

向を技術の多面性に基づき把握することができた。具体的には，「歴史的・文化的な視点 対  

現実的課題憂慮の視点」，「生産・経済活動の視点 対 消費・社会的影響の視点」，「リスク管

理・技術発展の視点 対 リスク回避・現状維持の視点」，「個人・ユーザの視点 対 社会・ノ

ンユーザの視点」などの判断軸の存在を明らかにすることができた。これによって，4内容

それぞれの技術評価の学習において取り扱うべき指導の力点が明らかとなった。本研究で

示した指導の力点を授業展開に取り入れることで，生徒が肯定及び否定的な意思決定に影

響を及ぼす技術評価観点を入口としながら，幅広い立場の意見に目を向けることができる

と期待される。その上で，意思決定の異なる生徒に相互に意見を交流させるなどして，技術

進展に向けてどのように世の中や個人が今後の技術の在り方をコントロールしていくのか

生徒自身に考えさせることが重要である。 

第三に，技術進展に応じた多様な技術評価課題の教材化の必要性である。本研究では，上

野ら(2015)の先行研究に基づき，技術科の 4内容に即した「森林資源を活用する技術の今後

の在り方」，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」，「原子力発電の今後の在り方」，「SNSの

今後の在り方」の 4課題を設定した。しかし，社会において賛否の分かれている技術として
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は他にも，AI や 3D プリンタ，ビッグデータやバイオマスエネルギー等多種多様な技術が

存在している。また，技術の進歩は日進月歩であるため，現段階では予想できない光と影の

影響を持つ技術が今後新しく開発されることは必然である。このような新しい技術につい

ても継続的に技術評価課題として扱えるように教材研究を進めていくことが肝要である。

その際，本研究で示した 4 種類の判断軸が，新しい技術評価課題に対しても適用しうるも

のであるかを検討する必要がある。本研究で明らかにした判断軸を表Ⅹ-1 に示す。これら

を俯瞰すると，肯定的意思決定では，これまでの歴史や将来に向けた技術発展のように過去

や未来といった長期的な時間軸を持ちながら，個人や生産に対する技術的なメリットを踏

まえて技術評価を行っていることが推察される。一方で否定的意思決定では，過去や未来と

いう時間軸という視点は弱く，現在を重要視しながら，社会に対するデメリットを踏まえて

技術評価を行っていることが推察される。このような時間軸や技術的かつ社会的な側面に

対する視点は，評価対象となる技術が異なっていたとしても技術評価力育成に向けた指導

の力点における 1つの指針として提案できるのではないかと考えられる。 

 また，同じ技術評価観点への着目であっても影響が異なることが認められた。例えば，「消

費生活に対する影響」に対する着目は，「森林資源を活用する技術の今後の在り方」，「遺伝

子組み換え技術の今後の在り方」における 1 年生の否定的意思決定に影響を及ぼすことが

把握された。また，「原子力発電の今後の在り方」，「SNSの今後の在り方」における 3年生

の肯定的意思決定に影響を及ぼすことが把握された。「森林資源を活用する技術の今後の在

り方」，「遺伝子組み換え技術の今後の在り方」のように 1 年生でも消費生活に及ぼす影響

を理解がしやすい技術については一消費者の立場を踏まえて否定的な傾向を持っているこ

とが推察される。一方で「原子力発電の今後の在り方」，「SNS の今後の在り方」は 1 年生

において判別分析で有意な判別係数をもつ技術評価観点が把握されていないため，理解が

難しい技術と解釈することができる。このような技術に対しては，3年生において一消費者

の立場を踏まえて肯定的な傾向を持つことが推察される。これは，発達段階に即して技術の

果たす役割を適切に自身の生活経験と関連付けながら技術評価を行えるようになっている

表Ⅹ-1 評価対象技術における肯定及び否定的意思決定に影響を及ぼす視点 

 

森林資源を活用する技術 遺伝子組み換え技術 原子力発電 SNS

肯定的意思決定 歴史的・文化的な視点 生産・経済活動の視点 リスク管理・技術発展の視点 個人・ユーザの視点

否定的意思決定 現実的課題憂慮の視点 消費・社会的影響の視点 リスク回避・現状維持の視点 社会・ノンユーザの視点
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のではないかと推察される。このことから，身近な生活と関連付けやすい技術と関連付けに

くい技術を分別しながら，技術評価課題の教材化を進めていく必要があろう。 

技術進展に応じた多様な技術評価課題の教材化には，上記に示した時間軸や技術的かつ

社会的な側面，身近な生活と関連付けやすい技術と関連付けにくい技術等を考慮すること

が求められよう。また，3年生における統合的な問題解決を踏まえて新たな技術を評価対象

とする技術評価の学習においても上記内容は一つの指針となるのではないかと推察される。 

以上のように本研究では，技術ガバナンス力の育成に向けて，技術ガバナンス意識及び技

術評価力に着目し，実態把握から実践アプローチの検討を行い，今後の教育実践への示唆を

提供した。また，技術評価力育成に向けた授業モデルの提案をすることができた。これは新

学習指導要領における(3)社会の発展と技術における具体的な授業に向けた的確な支援方略

を構築するための根拠になりうるものと考えられる。本研究で得られた知見を基にして，中

学校 3年間という限られた期間の中で，4内容に即した技術に対する技術評価の学習を体系

的に位置づけていくことが求められよう。また，他教科と円滑に学習内容を共有しながらも，

技術科が各教科のハブとなって技術の進展を主体的に支えられる市民の育成に努めていく

必要があろう。 

 

4. 今後の課題 

本研究には次のような課題が残されている。第一に，本研究で把握したレディネスとして

の生徒の意識と，その後の学習によって形成される技術ガバナンス力との関連性を詳細に

検討する必要性である。本研究では，質問紙調査を用いて生徒の技術ガバナンス意識を探索

的に把握したため，技術ガバナンス力のアチーブメントについて検討したわけではない。今

後は，本研究で提示したカリキュラムデザインに則して，技術ガバナンス力が形成されてい

く様相を多様な実践の事例として蓄積していくことが必要である。 

第二に，本研究で提案した技術評価力育成に向けた授業モデルのさらなる精緻化である。

本研究では，3 年生を対象に，「B.生物育成の技術」における「遺伝子組み換え技術の今後

の在り方」を取り上げた実践を試み，提案した授業モデルの有効性を確認することができた。

しかし，残る 3内容については，授業モデルを提案したものの，具体的な実践を試みること

ができていない。今後は他学年及び他内容においても授業モデルに即した実践的な検証を

行い，それら結果に基づいて授業モデルのさらなる精緻化を行っていく必要があろう。 

第三に，今後の技術進展に応じて，新たな技術評価課題を開発し実践を展開していくこと
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の必要性である。本研究では，先行研究を参考に 4 つの技術を評価対象として取り上げた

が，生活や社会を支えている技術の光と影は今後より一層，多様化が進み現在では予測でき

ない新たな技術が開発されることが考えられる。そのような未知との技術との出会いを想

定し，未来に向けて今後の技術進展の在り方を生徒に考えさせる学習活動のデザインにつ

いては，検討する必要があろう。例えば，本研究で得られた知見を生徒の技術評価を深める

ための礎としつつ，技術進展に向けた過去のガバナンス事例や国レベルの政策決定プロセ

スの批判的なレビューなどを取り上げて技術をコントロールする視点を身につけさせるこ

とや，評価対象となる技術に係わる開発者や専門家をゲストティーチャーとして招いてコ

ンセンサス会議を模擬体験するなどの支援方略を構築していく必要があろう。  

本研究で得られた知見の追試と共に，これらについてはいずれも今後の課題とする。 
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